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報告対象期間
原則として2025年度（2025年4月1日～2026年3月31日）の取り組み
を報告していますが、活動内容は一部過年度と2026年度を含みます。
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TFP ：東北電力フレンドリー・パートナーズ（株）
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　当社グループは、創立以来脈 と々受け継がれてきた「東北の繁栄なくして当社の発展なし」と
の考え方の下、地域社会の持続的な発展とともに成長すべく、電気事業を通じてさまざまな社会
課題の解決に取り組んできました。その積み重ねが地域の皆さまとの信頼関係につながり、今日
の当社グループの経営の礎となっています。こうして築いてきた地域とのネットワークを通じて、
地域の皆さまの声を受け止め、「東北電力グループだからできること」でお応えしていくことが、
今後当社グループに一層強く求められていくものと考えています。
　当社グループは、サステナビリティを経営の中核に据え、「東北電力グループサステナビリティ
方針」の下、事業を通じて地域や社会が直面する課題の解決に努め、社会価値と企業価値を、
未来世代にわたるステークホルダーとともに共創してまいります。

東北電力グループサステナビリティ方針
　私たち東北電力グループは、東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」の実現や「カーボンニュートラルチャ
レンジ2050」への挑戦を通じて、積極的にサステナビリティを推進してまいります。

　東北電力グループの考えるサステナビリティは、経営理念である「地域社会との共栄」とグループスローガン「より、
そう、ちから。」に基づき、企業グループが一体となって、お客さまと地域によりそい、エネルギーを中心としたサービス
の提供等を通じてスマート社会の実現に取り組むことで、地域や社会が直面する課題を解決し、中長期的な企業価
値向上と社会全体の持続的な発展に貢献することです。

　これを実現するため、東北電力グループは、「東北電力グループ行動指針」のもと、一丸となった取り組みで総合力
を発揮し、誠実で公正な事業活動を行うとともに、大切なステークホルダーの皆さまのご期待に応え、企業としての社
会的責任を果たしてまいります。

E

カーボンニュートラルへの
挑戦

循環型社会の形成

生物多様性の保全

S

快適・安全・安心なくらしと
地域社会の実現

レジリエントな 
社会インフラの構築

多様な人財がイキイキと働く
職場作り

様々なステークホルダーの
人権尊重

G 健全で透明性のある
企業経営

東北電力グループのマテリアリティ ステークホルダーと共創する価値

2030に向けて特に注力

地域と 
ともに

地域の社会課題解決
持続的な発展

お客さま
とともに

快適・安全・安心なサービスを創造
お客さまの豊かさの最大化

DE&I※の推進
豊かで健康的な 
ライフデザインの 
実現

従業員と
ともに

お取引先と
ともに

東北電力 
グループ

公平・公正な 
取引を通じた 
信頼構築

株主・投資家
とともに

企業価値の
創造・向上

※  ダイバーシティ（多様
性）、エクイティ（公平
性）&インクルージョン
（包摂性）

方針・考え方

カーボンニュートラル達成に向けて「再エネと原子
力の最大限の活用」「火力の脱炭素化」「電化の推進と
エネルギー利用の最適化」に取り組む

CN戦略

関連＞統合報告書＞P.49

デジタル技術の活用や人財育成等を推進し、ビジネ
スモデル変革や業務プロセス改革を実現

DX戦略

関連＞統合報告書＞P.62

人財マネジメントサイクルの実効性を高めるとともに、
エンゲージメントの向上を図ることで、組織と個人の
成長性を高めていく

人財戦略

関連＞統合報告書＞P.58

全ての
未来世代と
ともに

サステナビリティ・マネジメント
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サステナビリティ推進体制
　当社および東北電力ネットワーク（株）の両社で構成するサステナビリティ推進会議において、
ステークホルダーの視点を基に、「マテリアリティ（サステナビリティ重要課題）」への取り組みを
包括的に確認し、今後の方向性を経営計画等に反映させています。社長執行役員は、サステナ
ビリティ推進会議の議長を務め、サステナビリティへの対応の統括を担っています。
　また、代表取締役副社長 副社長執行役員をサステナビリティ担当に事務委嘱しています。
マテリアリティ指標のモニタリング結果と改善の方向性、社外からのESG評価、サステナビリテ
ィを巡るリスクと機会などをサステナビリティ推進会議で議論し、その結果について取締役会に
報告することで適切な監督を受けるとともに、東北電力グループサステナビリティ連絡会等を通
じて、グループ企業間の連携を図っています。

ガバナンス・推進体制

マテリアリティを経営戦略へ反映

課題別会議体
・  カーボンニュートラル推進会議（議長：社長）
・  コンプライアンス委員会（委員長：社長）
・  人財戦略委員会（委員長：社長）
・  統合リスクマネジメント会議（議長：社長）
・  安全・保安推進会議（議長：副社長）など

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

意見

情報
開示

グループサステナビリティ連絡会グループ課題別会議体

取締役会

グループ企業

連携
連携

連携

連携

経
営
会
議（
経
営
計
画
等
）

連携

提案・報告監督

サステナビリティ推進会議の開催実績（直近2年間）

第6回サステナビリティ推進会議（2024年4月15日）

 マテリアリティに係る取り組みの2023年度実績と評価等について
 注力分野とマテリアリティの取り組みの方向性、指標・目標の見直しについて
 東北電力グループの主要な人権リスクの特定と対応状況について
 サステナビリティ情報開示の充実について

第7回サステナビリティ推進会議（2024年9月17日）

 持続的な価値共創に向けたサステナビリティに係る課題認識と方向性について
 統合報告書の発行について
 「気候変動による物理的リスク（急性）の発生」の管理状況について

第8回サステナビリティ推進会議（2025年4月14日）

 サステナビリティに係る2024年度の評価について
 サステナビリティに係る2025年度の方向性について
 サステナビリティ方針の改正について
 マテリアリティ等の一部修正について
 人権リスク、気候変動リスクについて

第9回サステナビリティ推進会議（2025年7月14日）

 人的資本の価値創造ストーリーについて
 統合報告書2025の制作状況について
 TNFD・生物多様性の取り組みについて

第10回サステナビリティ推進会議（2026年3月16日）

 2025年度の取り組み結果と今後の対応
 人的資本の価値創造ストーリーに基づくインパクトパスについて
 サステナビリティ情報法定開示（SSBJ基準に基づく開示）への対応について
 人権リスク、気候変動リスクについて

サステナビリティ推進会議
構成メンバー
・  東北電力：社長（議長）、副社長、常務
・   東北電力ネットワーク：社長（副議長）、 
副社長、常務

開催頻度
・ 年2回以上

主な役割
・ サステナビリティ方針の改正
・  マテリアリティの確認・検証、 
取り組み状況のモニタリング

・ ステークホルダーとのコミュニケーション

サステナビリティ担当役員

アドバイザリーボード
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サステナビリティ・アドバイザリーボード
サステナビリティ・アドバイザリーボード設置の目的と運営

　当社グループは、複雑かつ多岐にわたるサステナビリティを巡る課題を適切に把握し、今後の
施策や取り組みに反映していくことを目的に、2023年にサステナビリティ担当役員の諮問機関
として、サステナビリティの分野に係る社外有識者（3名）で構成されるサステナビリティ・アドバ
イザリーボードを設置しました。
サステナビリティ・アドバイザリーボードには社外有識者3名と当社グループのサステナビリテ

ィ担当役員が出席し、当社グループの取り組
みについて、至近のサステナビリティに係る潮
流なども踏まえて、さまざまな意見交換を行い
ました。
　いただいた助言・提言を、今後の施策や取
り組みに反映し、当社グループの中長期的な
企業価値向上と社会全体の持続的な発展に
貢献していきます。

第3回サステナビリティ・アドバイザリーボード（2024年8月30日）

  サステナビリティに係る潮流と当社グループの取り組みの方向性について
 情報開示の動向と統合報告書の方向性について

第4回サステナビリティ・アドバイザリーボード（2025年3月：書面開催）

  環境認識およびサステナビリティ潮流について

第5回サステナビリティ・アドバイザリーボード（2025年8月21日）

  人的資本の価値創造ストーリーについて
  サステナビリティ潮流について

第6回アドバイザリーボード（2026年2月：書面開催）

  2025年度の進捗について
  環境認識および当社グループの対応について

アドバイザリーボードの開催実績

アドバイザリーボードの様子

ボードメンバーの紹介

　今般のコーポレートガバナンス・コード改訂の流れにおいて、サステ
ナビリティ対応は、従来の形式的な情報開示から、「取締役会の主要
な責務（経営戦略）への完全な統合」へと大きく舵を切ることになりま
した。単に「情報を集めてレポートを作る」「対応方針を開示する」といっ
た受動的な姿勢ではなく、トップ主導によるサステナビリティ経営の実
質的な体制づくりが求められています。当委員会でも、引き続き国内外
のESG/SDGsの潮流を踏まえつつ、役員の皆さんと戦略的方向を見
据えた議論を重ねていきたいと思います。

　この度、4期目のアドバイザリーボードの活動に参画させていただ
くことになりました。当社グループは、東北の社会基盤を支える公益
企業として、地域に根差した事業活動を通じ、豊かな自然環境との
共生と、慎重かつ粘り強い東北の人々の気質を大切にしながら着実
に歩みを進めてこられたことに深く敬意を表します。今後も、サステナ
ビリティ・環境分野での知見を生かし、グループの2050年カーボン
ニュートラルの実現に向けた挑戦や、社会へのポジティブインパクト
の創出を後押しできるよう、率直な提言を続けてまいりたいと思います。

渡辺 敦子
アビームコンサルティング 

株式会社
Sustainable SCM Strategy 

Unit Director

　2026年は「GXフューチャー・リーグ」の創設や「GX-ETS（排出
権取引制度）」の開始など、「温室効果ガス排出削減」「エネルギー
安定供給」「経済成長」の同時実現を目指すGXが日本社会で新た
なフェーズに入っています。東北電力グループはGXの実現に向けた
サステナビリティ経営の実践を着実に進めており、新たなフェーズに入っ
たGXの取り組みをさらに加速することを期待しています。2026年
度も東北電力グループが社会のサステナビリティを前に進めながら
企業のサステナビリティ（持続的な企業価値向上）を同時に進めてい
けるようアドバイスしていきたいと思います。

岩本 隆
慶應義塾大学大学院 
経営管理研究科 講師

高浦 康有
東北大学大学院 
経済学研究科 
准教授
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マテリアリティの特定プロセス
　当社グループは、社会の持続可能性に関わるさまざまな課題を、リスクとしてのみならず、社会
と当社グループが持続的な成長を図る機会として捉えています。
　マテリアリティの特定にあたり、当社グループの事業およびステークホルダーにとって関連のある
課題を抽出し、当社グループにとっての重要度と、ステークホルダーにとっての重要度の2軸で評価し

ました。さらに、外部有識者との意見交換など、ステークホルダーの視点で妥当性を検証し、サステナ
ビリティ推進会議での審議と取締役会の決議を経て、最終的に8つのマテリアリティを特定しました。
　マテリアリティの進捗状況は、サステナビリティ担当役員の諮問機関である「サステナビリティ・
アドバイザリーボード」による提言やステークホルダーとの対話結果なども踏まえ、サステナビリ
ティ推進会議と取締役会を通じてモニタリングしています。

区分 マテリアリティ SDGsとの関連性

E

カーボンニュートラルへの挑戦

循環型社会の形成

生物多様性の保全

S

快適・安全・安心なくらしと地域社会の実現

レジリエントな社会インフラの構築

多様な人財がイキイキと働く職場作り

様々なステークホルダーの人権尊重

G 健全で透明性のある企業経営

STEP1

課題の洗い出し
STEP2

課題の評価
STEP3

妥当性の評価
STEP4

マテリアリティの特定

　当社グループの事業
およびステークホルダー
にとって関連のある課題
を抽出するために、外部
環境と内部環境の両面
から、現状分析を実施
しました。その結果、検
討すべき課題として63
項目の課題をリストアッ
プしました。

　STEP1で抽出した項目について、「当社グループにとっての重要度」と
「ステークホルダーにとっての重要度」の2つの軸で、社内関係部門の
協力の下、評価を実施するとともに、サステナビリティ推進会議で議論し、
経営層の意見を評価に反映させました。ステークホルダーにとっての重
要度においては、当社グループとして重視する5つのステークホルダー（お
客さま、地域社会、株主・投資家、取引先、従業員）の意見も取り込む
ため、アンケートや対話で収集している声を評価に活用しました。
　これらの結果を踏まえ、重要度の高い課題を絞り込み、グルーピング
しました。その結果、29個の個別主要課題と8つのマテリアリティから
構成される重要課題（案）を作成しました。

　STEP2で作成した重要課題（案）については、外部有識者との意見交換などを通じ、
ステークホルダーの視点で妥当性を検証しました。

〔外部有識者からの主な意見〕
  サステナビリティ重要課題は、よりステークホルダーの視点に立った表現にすべきである。
  サステナビリティに係る取り組みを推進していく上で、DXの活用や女性活躍を中心と
したダイバーシティの推進、国内外のイニシアティブへの参加などに積極的に取り組
むことが重要である。
  社会的な関心が高まっているサプライチェーン全体の人権への配慮にも応えていく
必要がある。

　STEP3の結果を踏まえ、サス
テナビリティ推進会議において、
マテリアリティ最終案について審
議した後、取締役会で決議しま
した。特定したマテリアリティに
関連する目標やKPIの設定を行
い、モニタリングするとともに、事
業環境や社会課題の変化等を
踏まえ、必要に応じてマテリアリ
ティの見直しを実施していきます。

参照したガイドライン・フレームワークなど

外部環境
  SDGs、GRIスタンダード、SASB、ISO26000等の国際
フレームワーク
  ESG評価機関の評価項目
  政府が掲げるグリーン成長戦略
  東北・新潟の社会・地域課題
  業界全体の課題 など

内部環境
  東北電力グループ経営理念、各種方針、中長期ビジョン、中
期計画 など

2軸による評価とグルーピングのイメージ

より大きい

よ
り
大
き
い

東北電力グループにとっての重要度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

マテリアリティの特定／SDGsとの関連性

モニタリングの結果等を踏まえ、必要に応じてマテリアリティの見直しを実施
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マテリアリティ
　当社グループは、未来世代にわたるステークホルダーとともに価値を共創するため、サステナビ
リティを経営の中核に据えて、地球環境、社会と人間、企業統治の持続性に係る以下の8つのマ
テリアリティに取り組み、サステナビリティ推進会議と取締役会でモニタリング、改善を進めています。
　特に、2030年に向けては、電気事業の果たす役割が大きいカーボンニュートラルへの長期
的かつ戦略的な対応（CN戦略）や、DXを活用したイノベーション・業務変革（DX戦略）、そし
て成長の源泉である人的資本の強化（人財戦略）に重点的に取り組んでいきます。

マテリアリティ 個別主要課題

環境
E

カーボンニュートラル 
への挑戦

 安全を最優先とした原子力発電所の早期再稼働と安定運用
 再生可能エネルギーの導入拡大
 火力電源の脱炭素化への移行
 お客さまによりそう省エネ提案・電化推進
 脱炭素技術の開発・イノベーション促進

循環型社会の形成  廃棄物の発生抑制と資源の有効利用

生物多様性の保全  地域環境の保全

社会
S

快適・安全・安心な 
くらしと

地域社会の実現

  デジタル技術を活用した地域課題解決に資する事業の推進
 お客さま満足度の追求
 東北・新潟の活力ある地域コミュニティの共創

レジリエントな 
社会インフラの構築

 安定したエネルギーの供給
 大規模災害への迅速な対応
 保有技術を活かした社会インフラ高度化への貢献

多様な人財がイキイキ
と働く職場作り

 ビジネスモデルの転換を支える人的資本の強化
 デジタル技術の活用などを通じた働き方改革の実践
 ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンの推進
 健康経営の推進

様々なステーク 
ホルダーの人権尊重

 労働安全の確保
 差別・ハラスメントの防止
 公衆保安・消費者安全の確保

ガバナンス
G

健全で透明性のある
企業経営

  健全な収益・財務基盤の確保
 コンプライアンスの徹底
 リスクの管理・対応
 情報セキュリティの確保
 知的財産の保護・活用
 サプライチェーンのリスク管理
 ステークホルダーとの双方向コミュニケーションの拡大
 パートナーシップの強化
 実効性のあるガバナンス体制の構築

　サステナビリティを巡るリスクと機会は、アドバイザリーボードによる助言も受けながら、サステ
ナビリティ推進会議で定期的に確認した上で、課題別会議体や主管する部署において、対応策
の検討・実施を行っています。その中でも、経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクは、
統合リスクマネジメント会議とも連携しながら対応を進めています。

リスク管理

リスク 機会 マテリアリティ

  カーボンプライシングによる 
発電コスト増など競争力の低下
 資本市場からの資金調達コスト増
 気象災害の激甚化による設備被害
  降水パターン変化による 
水力発電量減少

  分散電源、エネルギーソリュー
ション等CNサービスの 
事業機会

  再エネや原子力の最大限の活用
  他エネルギー源からの電化促進
（電力需要増）
  災害対応やBCPに関する事業機会

E   カーボンニュートラルへの挑戦
E   生物多様性の保全
S   レジリエントな社会インフラの 
構築

  化石燃料など原材料の 
調達困難化

  サイバー攻撃の激化

  サプライチェーン国内回帰による 
電力需要増

E   循環型社会の形成
S   レジリエントな社会インフラの 
構築

  経年化による設備故障の発生
  施工力不足や資機材・建設 
コストの上昇

  インフラ更新による 
工事需要の増加 S   レジリエントな社会インフラの構築

  小売市場の縮小
  暮らしにくさによるさらなる 
人口減少・負のスパイラル

  公共サービス維持等の 
地域課題解決

  活力ある地域コミュニティの 
共創による地域経済活性化

S   快適・安全・安心なくらしと地域
社会の実現

  働き手不足や技術継承不全による
安定供給困難化

  サプライチェーンの施工力不足
  採用・エンゲージメントへの 
負の影響

  多様な人財による労働力確保・ 
イノベーション創出
  DXの積極的な活用による 
業務効率化と労働生産性向上

S   多様な人財がイキイキと 
働く職場作り

  人権侵害による訴訟リスク、 
ブランド価値の毀損
  株価下落やダイベストメント

  ステークホルダーからの信頼獲得、
競争優位性の確保

S   様々なステークホルダーの 
人権尊重

G   健全で透明性のある企業経営

  AIの不適切利用による人権侵害等
  ノウハウ等の競争優位性の逸失

  半導体、データセンター等 
電力需要増

  デジタルの活用による事業機会獲得

S   快適・安全・安心なくらしと 
地域社会の実現

S   レジリエントな社会インフラの 
構築

S   様々なステークホルダーの 
人権尊重
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東北電力グループの企業活動に関する 
ステークホルダーアンケート調査
（Web調査）

調査実施日 2026年6月25日～7月2日

調査対象
東北6県と新潟県に在住する
男女2,000名

取り組み

ステークホルダーアンケート
　当社では、企業活動やサステナビリティの取り組み、昨今のエネルギー情勢に関して、地域
の皆さまが抱くイメージや評価を把握することで、今後の企業活動や地域社会とのコミュニケー
ション手法を考える際の指針とすることを目的に、「東北電力グループの企業活動に関するステー
クホルダーアンケート調査」を実施しています。
　ここでは、2026年に実施した調査を通じて把握した当社グループの企業活動に対する評
価の一例を報告します。

※ 四捨五入の関係で、合計値が100にならない場合があります。

環境（Environment）の取り組みへの評価

■ 積極的に取り組んでいる／取り組んでいる　■ 分からない　■ 取り組んでいない

806040200 100

（%）

47.1 38.9 14.1

43.1 42.8 14.1

42.0 46.1 11.9

39.9 44.9 15.2

カーボンニュートラルへの挑戦

原子力発電所の安全性向上に
向けた取り組み

再生可能エネルギーの 
導入拡大

火力発電所のCO2排出削減 
への取り組み

35.5 50.7 13.8

循環型社会の形成

廃棄物の発生抑制と 
資源の有効利用

48.138.7 13.2

生物多様性の保全

豊かな自然環境・生態系の 
保護

お客さまご自身の省エネや 
CO2排出削減につながる 
エネルギーの使い方のご提案

東北電力グループのイメージ

好感度

東北電力グループに対し、 
全体としてどのような 
印象を持っているか

■ 好感を抱いている／やや好感を抱いている　■ どちらともいえない　■ あまり好感を抱いていない／好感を抱いていない

806040200 100

（%）

46.3 42.8 11.0

具体的なイメージ ■ 当てはまる／やや当てはまる　■ あまり当てはまらない／当てはまらない

安心できる

信頼できる

サステナビリティ、 
SDGsに取り組んでいる

74.3 25.7

74.1 25.9

50.6 49.4

806040200 100

（%）
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社会（Social）の取り組みへの評価 ガバナンス（Governance）の取り組みへの評価

総括
今年度の調査では、「安心できる」「信頼できる」といった「当社グループに対するイメージ」

について、昨年度に引き続き高い評価をいただきました。特に、「安定したエネルギーの供給」「大
規模災害への迅速な対応」といった取り組みへの評価が高まっており、当社グループの安定供
給や災害対応に対する評価が影響しているものと考えています。
一方で、環境（Environment）や社会（Social）の一部の取り組みについて、「取り組んでいる」

という評価が低い項目が見受けられます。また、各設問において「分からない」という回答も一
定数見られます。引き続き各種取り組みを着実に推進するとともに、当社グループの取り組みを
より多くの皆さまに分かりやすくお伝えできるよう、プレスリリースやホームページ、SNSなどに
よる情報発信の充実を図っていきます。
今後も、いただいた評価を真摯に受け止め、「東北電力グループサステナビリティ方針」「東北
電力グループ行動指針」に基づき、ステークホルダーの皆さまと双方向コミュニケーションによ
る多様な活動を展開することで、地域社会との信頼関係を構築するとともに、当社グループが一
体となってサステナビリティを推進してまいります。

■ 積極的に取り組んでいる／取り組んでいる　■ 分からない　■ 取り組んでいない

快適・安全・安心なくらしと地域社会の実現

レジリエントな
社会インフラの構築

日々の暮らしを豊かにする 
取り組み

安定したエネルギーの供給

様々な
ステークホルダーの
人権尊重

多様な人財がイキイキと働く 
地域社会づくり

お客さま満足度向上に 
向けた取り組み

大規模災害への迅速な対応

地域活性化や 
地域課題解決の取り組み

子どもたちの文化・スポーツ・ 
教育活動への支援

地域行事（祭り、イベント、 
清掃活動など）への参加・協力

デジタル技術の活用や 
DX推進の取り組み

社会全体のインフラに関する 
保守・保安の効率化や強靱化

806040200 100

（%） 健全で透明性のある企業経営

健全で透明性のある企業経営

■ 積極的に取り組んでいる／取り組んでいる　■ 分からない　■ 取り組んでいない

806040200 100

（%）

49.7 37.6 12.7

46.9 37.2 15.9

34.9 52.0 13.1

40.2 45.8 14.0

33.3 53.0 13.7

39.6 46.8 13.6

50.9 38.6 10.5

59.9 28.5 11.6

69.2 21.5 9.2

32.7 53.5 13.8

39.5 44.4 16.1

※ 四捨五入の関係で、合計値が100にならない場合があります。

55.830.7 13.5人権尊重の取り組み
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方針・考え方

ガバナンス・推進体制

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　4.環境への配慮

東北電力グループ環境方針

　私たち東北電力グループは、地域とともに歩む企業グループとして、安全確保を大前提に、環
境保全と経済性が両立するエネルギーの安定供給に努めてまいりました。
　この私たちの使命は、これからも決して変わりません。
　私たちは、多くの恵みを与えてくれる地球に感謝し、自然と共生する地域の伝統的価値観を
大切にしながら、地域社会・お客さまとともに持続可能な成長を目指し、誠実なコミュニケーション
を通じて、環境への取り組みを考え、行動してまいります。

　当社グループは、東北電力グループ長期ビジョン「よりそうnext+PLUS」実現を目指し、経営基
盤の深化に向けて環境経営を推進しています。
　当社グループにおける環境に関わる経営課題への対応をサステナビリティの全体像とあわせ
て審議・推進するため、当社および東北電力ネットワーク（株）両社の社長・全副社長・常務で構
成する「サステナビリティ推進会議」において、環境のマテリアリティ解決に向けた取り組みとし
て経営層へ諮ることとしています。
　また、代表取締役副社長 副社長執行役員にサステナビリティ担当を事務委嘱し、サステナビ
リティ推進会議の結果について取締役会に報告することで適切な監督を受けています。

　グループ企業については、「東北電力グループ環境方針」およびマテリアリティに基づき各社
が主体的に環境施策を実行するとともに、グループ企業各社の環境担当役員または部長クラス
で構成される「東北電力グループ環境委員会」にて取り組みの推進に向けた審議を行い、グルー
プ全体の環境経営の継続的改善に取り組んでいます。

グループ企業一体となって環境に関わる取り組みを展開しています。
　施策検討の過程では、「カーボンニュートラルへの挑戦」「循環型社会の形成」「生物多様性
の保全」といった環境に関連するマテリアリティのほかにも、「気候変動リスクへの対応」「環境
法令遵守」「環境を切り口とした社外コミュニケーション」といった他のマテリアリティに関連す
る環境課題への対応についても対象に含め、環境を取り巻く潮流やステークホルダーのニーズ
を踏まえて取り組みテーマへ細分化の上、施策検討を行っています。

方針を踏まえた施策検討の考え方
　環境活動の基本理念として掲げる「東北電力グループ環境方針」、環境活動のマネジメントに
ついて定める「環境マネジメント基準」に基づき、「マテリアリティ」を踏まえて環境施策を策定し、

環境行動四原則
原則1 地球の恵みに感謝し、限りある資源を大切に使います。

原則3 豊かな自然環境を守り、共生します。
原則2 自然環境への影響を抑制します。

原則4 みなさまとともに、考え、行動します。

東北電力グループ
環境連絡会幹事会

各社T-EMS導入・運用支援
T-EMS登録制度運用

取締役会

東北電力グループ環境委員会
（委員長：戦略企画ユニット部長）

連携

報告 監督

サステナビリティ推進会議（議長：社長）

カーボンニュートラル推進会議 
（議長：社長）

東北電力グループの環境マネジメント体制

環境経営体制図

東北電力グループ 環境連絡会 T-EMS推進委員会

連携

基本姿勢
私たちは、環境にやさしいエネルギーサービスを通じて、地域社会・お客さまとともに、 

未来の子どもたちが安心して暮らせる持続可能な社会を目指します。

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03
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環境監査
　当社および東北電力ネットワーク（株）においては、両社の考査部門の内部監査を通じて環境
マネジメント状況を点検することにより、各事業所の環境マネジメントの自律的な改善を促すこ
ととしています。また、グループ企業ではISO14001等に準じた「東北電力グループ環境マネジメン
トシステム（T-EMS）」を導入し、各社の取り組み状況を審査しています。
　2025年度は環境に関連する法令の違反や不適切事例は見られず、環境マネジメントが適切
に運用されていることを確認しました。

東北電力グループ環境マネジメントシステム（T-EMS）
　当社グループは、グループ企業全体における環境経営の適切な推進を目的として「東北電力
グループ環境マネジメントシステム（T-EMS）」を構築し、環境マネジメントシステムの国際的な
規格であるISO14001や環境省のエコアクション21を参考に策定した「T-EMSガイドライン」
に基づいて運用しています。
　本ガイドラインの要求事項を満たしたグループ企業はT-EMS認証を取得し、毎年の維持審
査および3年ごとの更新審査を受けています。
　審査にあたっては、ISO14001審査員や内部監査員の有資格者が定期的に環境への取り組
み状況を確認し、東北電力グループ環境委員会の下部組織である「T-EMS推進委員会」へ報
告の上、評価をしています。
　T-EMSに定められた要求事項に基づき、計画（Plan）、計画の実施（Do）、取り組み状況の
確認・評価（Check）および全体の評価と見直し（Action）のPDCAサイクルを繰り返すことによって、
環境への取り組みの継続的改善を図っています。

各種マネジメントシステムとの比較

T-EMSガイドライン ISO14001 エコアクション21

策定機関 東北電力グループ環境委員会 ISO（国際標準化機構） 環境省

対象 東北電力グループ各社 あらゆる種類・規模の組織 中小企業

要求事項

  エコアクション21に準じた具体的
な要求事項を設定

  業態に合わせたStep制度を導入し、
環境負荷に応じた効率的な審査が
可能

  継続的改善、文書化、著しい環境
側面の特定、遵守義務、内部監査
等を要求

  環境配慮の取り組みを具体化し
た要求事項を設定

  環境報告書の作成・公表義務あり

東北電力グループ環境マネジメントシステム（T-EMS）認証状況（2026年3月末現在）

認証取得会社数 連結売上高に占める取得割合※

21社 93.2%

※  本指標は、認証取得会社のうち連結子会社（20社）を対象としているため、持分法適用会社（1社）は含めていません。
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自然資本に対する方針・考え方 TNFDの一般要件

ガバナンス/リスクと影響の管理

　当社グループは、東北電力グループ環境方針・環境行動四原則の一つに「豊かな自然環境を
守り、共生します。」を掲げ、自然と共生する東北・新潟地域の伝統的な価値観を大切にしながら、
自然資本が生み出すさまざまな恩恵に感謝し、事業活動によって発生する環境負荷による影響
を回避・最小化するよう努めています。
　なお、TNFD※提言においては、組織の活動が地域の自然資本や生態系サービスの恩恵を受
けるステークホルダーの人権を尊重したものであることを示すため、人権尊重に関する方針の開
示が求められています。当社グループは、「東北電力グループ人権方針」の下、事業活動全体に
おける全てのステークホルダーの人権尊重に取り組んでいます。

　TNFD提言で求められている一般要件への対応状況は以下のとおりです。

　当社グループの生物多様性・自然資本に関する課題については、サステナビリティ推進会議で
議論し、取締役会がその状況の報告を受け、監督する体制を整えています。また、自然資本関連
を含め、経営上影響の大きなリスクについては、統合リスクマネジメント会議を経て、取締役会に
管理状況を報告し、監督を受けることとしています。
　また、地域社会と影響を受けるステークホルダーへの対応については、当社グループおよびサ
プライヤーの皆さまへの人権デュー・ディリジェンスを実施しており、サステナビリティ推進会議にて、
その実施結果や取り組みの方向性、指標・目標のモニタリングを行っています。モニタリング結果
についてはサステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告されます。

※ TNFD：自然関連財務情報開示タスクフォース

関連＞人権の尊重＞方針・考え方＞P.31

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

関連＞サプライチェーンマネジメント＞P.34

関連＞リスクマネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.73

マテリアリティの適用
当社グループは、自然資本・生物多様性に関するマテリアリティに
ついて、企業活動が自然に与える影響と、自然が当社の事業・財
務に与える影響の両側面を考慮するダブルマテリアリティの考え
方を採用しています。

開示のスコープ

対象は、当社の発電事業、東北電力ネットワーク（株）の送配電
事業、東北自然エネルギー（株）の水力発電事業・地熱発電事業、
および鳥海南バイオマスパワー（株）のバイオマス発電事業をカバー
しています。
発電事業には、当社が直接操業する火力・原子力・水力・太陽光・
風力発電事業および燃料調達を含めており、送配電事業には送
電・変電・配電事業を含めています。

自然関連課題がある
地域

開示のスコープにある事業拠点について、生物多様性に関する重
要度評価を行いました。詳細はP.12のとおりです。

他のサステナビリティ
関連の開示との統合

「気候変動関連の情報開示（TCFD）」は統合報告書に掲載して
います。

先住民・地域社会と 
影響を受ける 

ステークホルダーとの
エンゲージメント

当社グループは、ステークホルダーの人権尊重に関する考え方を
明確にするため、人権方針を定め、サプライヤーにも人権尊重の
取り組みを働きかけています。本方針は自然関連の取り組みを含
む事業活動全体に適用されます。
また、発電所の設置・運営にあたっては環境影響評価の内容をご
説明するなど、自治体・地域の皆さまのご理解を得ながら、地域
の環境保全に取り組んでいます。
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戦略：自然資本に関するLEAPアプローチに沿った分析

事業拠点と自然資本・生物多様性との関わり
　当社グループは、自然豊かな東北・新潟エリアに多くの事業拠点を有しています。こうした地域特性を
踏まえ、TNFDフレームワークで示されている評価指標を参考に、「生態的に繊細な地域に位置する拠
点」の把握に焦点を当て、自然資本・生物多様性の観点から各事業拠点におけるリスクを評価しました。
　具体的には、自然資本・生物多様性との関わりを多角的に把握するため、KBA（重要生物
多様性地域）や植生自然度、水関連リスク、生物多様性指標等の11項目の自然資本メトリク
スを用い、生物多様性保全上の重要度を評価しています。これにより、特定の要素に偏らない、
総合的なリスク把握を行いました。
　本分析では、当社が直接操業する火力・原子力・水力・太陽光・風力発電所および東北自然
エネルギー（株）が操業する水力・地熱発電所（計246拠点）を対象とし、各メトリクスの特性（重
要地域との近接性、該当面積の割合、水資源の状況等）を踏まえ、各拠点が自然資本・生態
系に与える影響および自然資本の変化により受ける潜在的リスクの大きさ（重要度）を、独自
の5段階（Very High / High / Middle / Low / Very Low）で評価しました。

　なお、本評価は、拠点間の比較可能性の確保および想定されるリスクの網羅性確保の観点
から、一律の条件の下で実施しています。
　評価結果について、重要度レベルが「Very High」と評価した拠点数は13、「High」と評価
した拠点数は170となりました。水力発電所に関しては、山間部などの自然が豊かな地域に
所在することが多く、生態系や生物多様性カテゴリーのスコアが高く出たため、多くの拠点が
該当する結果となりました。
　対象とした拠点について、重要度スコアが高い自然資本メトリクスがある場合は、関連する
リスクへの対応状況を確認しました。設備更新・改修時には、環境影響調査結果等を踏まえ
自然環境や生物多様性に配慮した対策を行っているほか、自治体や地域関係者の皆さまへ
適宜、情報共有を行い、理解を深めていただくよう努めています。また、自然災害による被害を
想定し、設備対策に加え、監視体制や被害発生時の対応マニュアル整備、自治体との連絡体
制構築等を行っています。
　事業拠点に関する評価について、今後は各拠点の実態や地域特性をより精緻に反映させる
ことで、評価の高度化に取り組んでいきます。

生物多様性保全上の重要度評価
カテゴリー 自然資本メトリクス 分析内容 データソース※

生態系

KBA 
（Key Biodiversity Area）

生物多様性の保全の鍵になる重要な地域にど
のくらい近接しているか

KBA（コンサベーションインター
ナショナルジャパン）

植生自然度 人為的影響の少ない植生にどのくらい近接して
いるか

第6回自然環境保全基礎調査
（環境省）

自然 /半自然土地被覆度 拠点周辺における人工的な環境を除く自然的な
土地被覆の割合

高解像度土地利用土地被覆図ー
日本域（JAXA）

淡水面積の変化 拠点周辺の淡水域の面積が、過去からどのくら
い減少しているか

高解像度土地利用土地被覆図ー
日本域（JAXA）

災害
土砂災害ハザードマップ 300m以内にハザードマップ上の警戒区域が存

在しているか
土砂災害警戒区域データ（国土
交通省）

洪水ハザードマップ 300m以内にハザードマップ上の想定浸水区
域が存在しているか

洪水浸水想定区域データ（国土
交通省）

水
水枯渇

周辺地域に水が十分に供給されているか Aqueduct Water Risk Atlas
（WRI）水ストレス

水量リスク

生物多様性
在来種多様性指標 拠点周辺の在来種の多様性がどのくらい高いか BiomeViewer（株式会社バイ

オーム）

希少種多様性指標 拠点周辺の希少種の多様性がどのくらい高いか BiomeViewer（株式会社バイ
オーム）

※  公的機関および国際機関等が提供する公開データを用いており、専門的知見と客観性を確保するため、データ分析は（株）バイオームに委託して実施し
ました。

発電所 全拠点数
重要度レベル

Very High High Middle

火力 8 0 2 6

原子力 2 0 0 2

水力 220 13 161 46

地熱 6 0 3 3

太陽光 9 0 4 5

風力 1 0 0 1

合計 246 13 170 63

重要度レベルの高い拠点

関連＞サステナビリティデータブック＞汚染防止＞P.23

Locate
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依存・影響の評価結果
　発電・送配電事業における自然資本への依存・影響関係を整理するため、ENCORE※1による自然
資本・生態系サービスの区分を用いて、事業実態を踏まえて発電・送配電事業の定性的な評価を行
いました（Very High / High / Middle / Low / Very Lowの5段階評価）。 
　直接操業の生態系サービスへの依存面では、水力発電においては「水の供給」「洪水緩和」に、太
陽光発電・風力発電においては「気候調整」に強く依存していると評価しました。自然資本への影響
面では、火力発電における「温室効果ガスの排出」が気候変動に強い影響を与えていると評価しました。

　燃料調達の生態系サービスへの依存面では、石炭火力発電・原子力発電の燃料調達においては「降
雨パターン」および「水質浄化」に、バイオマス発電の燃料調達においては「バイオマスの供給」「気候
調整」等に強く依存していると評価しました。自然資本への影響面では、石炭火力発電の燃料調達
においては「温室効果ガスの排出」に、原子力発電の燃料調達においては「淡水生態系」「有害な土壌・
水質汚染物質」等に関して強い影響を与えていると評価しました。

事業※2における自然資本関連の依存と影響の評価

依　存 影　響

事業種別

供給サービス 調整サービス 基盤サービス 直接採取 土地改変 気候
変動 汚染 その他

水 バイオ 
マス 遺伝子

動物によ
る作業
動力

地球
規模
気候
調整

降雨 
パターン

局所的 
気候
調整

空気 
ろ過 
希釈

土壌品
質管理

土壌流
出防止

固形 
廃棄物 
ろ過

洪水 
緩和・ 
海岸
保護

暴風雨 
軽減

騒音 
減衰

大気・ 
生態系
による
希釈

臭い、 
目刺激 
軽減

受粉 
媒介

生物学
的 
防除

繁殖・育
成個体
群および
生息地
の維持

水流 
調整

水質 
浄化 水 生物 

資源
陸域 
（陸上 
生態系）

淡水域 
（淡水 
生態系）

海域 
（海洋 
生態系）

温室
効果 
ガス

大気
有害な
土壌・
水質汚
染物質

栄養塩
類による
土壌・水
質汚染
物質

廃棄物 騒音・光 
等 外来種

その他
の非生
物資源

火力
発電
（石炭）

発電 High － － － Middle － Low Very
Low － Low Low Middle Low Very

Low － － － － － High Low Low － Low Very
Low － Very

High Low Low － Low Low － －

燃料 
調達 High Low － － High Very

High Low Very
Low － Middle Low High Middle Very

Low Middle Low － － － High Very
High Middle － Middle High － Very

High High High － Middle High Very
Low －

火力 
発電 

（ＬＮＧ）

発電 High － － － Middle － Low Very
Low － Low Low Middle Low Very

Low － － － － － High Low Low － Low Very
Low － High Low Low － Low Low － －

燃料 
調達 Low － － － High － Low Very

Low － Low Low High Low Very
Low Middle Low － － － Middle Very

Low Middle － Low High High High High High － Middle High Very
Low －

原子力 
発電

発電 High － － － Very
Low － Low Very

Low － Low Low Middle Low Very
Low

Very
Low － － － － High Low Low － Low Very

Low － Very
Low Low Low － Low Low － －

燃料 
調達 High Very

Low － － High Very
High Low Very

Low － Middle Low High Middle Very
Low Middle Low － － － High Very

High Middle － Middle Very
High

Very
High Middle High Very

High － High Very
High Low High

水力発電 Very
High － － － Middle － Low － － Middle Middle Very

High Middle － － － － － － High Low Low － Low Low － Low － － － Low Low － －

地熱発電 Middle － － － Very
Low － Low Very

Low － High Low Middle Very
Low

Very
Low － － － － － Low Middle Low － Low － － Low Low Middle － Very

Low Low － －

太陽光発電 Very
Low － － － Very

High High Low － － Very
Low － Very

Low High Very
Low － － － － － Very

Low － － － Low － － － － Very
Low － Very

Low
Very
Low － －

風力発電 
（陸上）

Very
Low － － － Very

High － Middle － － Low － High Middle Middle － － － － － Very
Low － － － Low － Low － － Very

Low － Very
Low Middle － －

バイオ 
マス 
発電

発電 Low High － － Very
Low Low Low Very

Low － Low Low Very
Low

Very
Low － － － － － － Low Low Low Low Low － － Middle Low Low Middle Low Low － －

燃料 
調達 High Very

High
Very
High

Very
Low

Very
High

Very
High

Very
High High Very

High
Very
High Middle High Middle Very

Low － Very
Low Middle High Middle Middle Very

High Middle Low Middle Middle － Middle Low Middle Middle Low High High －

送配電 Very 
Low － － － Very

Low
Very
Low Low － － Low Low Middle Middle Very

Low － － － － － Low － Very
Low － Middle Low Low Very

Low
Very
Low Low － Low Low － －

海上輸送 Low － － － Middle Middle Low Very
Low － Low － High High － Very

Low － － Very
Low － Middle Middle Low － － － Middle High High Low Low Low Middle Low －

影響： ■ Very High  ■ High  ■ Middle  ■ Low  ■ Very Low

※2  評価にあたって、2026年5月末時点での各事業における次のプロセスを考慮しています。 ・水力・地熱・太陽光・風力発電事業は発電プロセスを考慮　・火力・原子力・バイオマス発電事業は、燃料調達、発電プロセスを考慮　・送配電事業は設備形成、維持管理プロセスを考慮

Evaluate

※1 グローバルデータに基づきセクター別に自然資本への依存と影響を評価するツール。

依存： ■ Very High  ■ High  ■ Middle  ■ Low  ■ Very Low
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依存・影響の評価理由
　各事業における実態を踏まえて依存・影響を評価した結果、ENCOREによる評価を一部変更しました。主な評価理由は下表のとおり、「Middle→Very HighまたはHigh」「Very HighまたはHigh→Middle
以下」に変更した項目について記載しています。

事業種別 依存 /影響 項目 評価理由

火力発電 
（石炭）

発電

影響 大気 燃焼時に大量の二酸化硫黄（SO2）、窒素酸化物（NO2）、ばいじんなどを排出するとされていますが、当社の火力発電所では排ガス中の大気汚染物質濃度を抑制するための除去
装置を備えるとともに、大気汚染防止法に基づく基準値や自治体との協定値を満足し、適切に管理しているため「Very High」→「Low」と評価しました。

影響 廃棄物

燃焼によりフライアッシュ（飛灰）やボトムアッシュ（底灰）が大量に発生し、さらに排煙脱硫装置から石膏などの副産物が生じます。これらの廃棄物には重金属や有害物質が含ま
れることがあり、埋立処分や保管が不適切な場合、土壌・水質汚染の原因となります。当社では石炭灰は、主にセメント原料である粘土代替材料や道路工事向けの土砂代替材、
土地造成材として公有水面の埋め立てなどに有効利用。最終処分場では水質汚濁防止法に基づき管理しており、周囲への影響がないことを確認しています。石炭灰を埋立処分
する際は廃棄物処理法に基づく埋立基準を満足していることを確認し、また、マニフェストにて同法の許可を得た最終処分場へ確実に埋立されることを確認しているため「High」
→「Low」と評価しました。

影響 騒音・光等
ボイラーや搬送設備の騒音、夜間照明による光害が継続的に発生し、生態系や住民環境に深刻な影響を与えるとされていますが、当社の発電所では敷地境界線上において、騒
音規制法に基づく規制値や自治体との協定値を満足していることを確認しています。また、民家との離隔距離が十分にあることや、設備保安に必要な光源以外は消灯に努めており、
光による住民環境への影響は限定的であることから「Very High」→「Low」と評価しました。

影響 有害な土壌・ 
水質汚染物質

石炭灰は土砂代替材や土地造成材として有効利用されていますが、利用に際しては土壌環境基準を満たしたもののみを使用しています。排水水質については、水質汚濁防止法に
基づく基準値および自治体との協定値を満足していることを確認しています。さらに、薬品タンクは防液提内に設置し、用途に応じて防液塗装も施しています。これらの対策を踏まえ、
「Very High」→「Low」へ評価しました。

燃料調達 （石炭の調達については、ENCOREの評価から変更はありません）

火力発電
（LNG）

発電

影響 大気 燃焼時に大量の窒素酸化物（NO2）を排出するとされていますが、当社の火力発電所では排ガス中の大気汚染物質濃度を抑制するための除去装置を備えるとともに、大気汚染防止法
に基づく基準値や自治体との協定値を満足し、適切に管理しているため「Very High」→「Low」と評価しました。

影響 廃棄物 石炭に比べて燃焼残渣は少ないですが、排水処理過程で発生する汚泥や、ボイラー・冷却系で使用される化学薬品の残渣など、管理が必要な産業廃棄物が発生します。当社では排
水汚泥や残渣は、廃棄物処理法に基づき処分先で適切に処理しているため「High」→「Low」と評価しました。

影響 騒音・光等
ガスタービンや冷却装置からの騒音、夜間照明による光害が継続的に発生し、生態系や住民環境に大きな影響を与えるとされていますが、当社の発電所では敷地境界線上において
騒音規制法に基づく規制値や自治体との協定値を満足していることを確認しています。また、民家との離隔距離が十分にあることや、設備保安に必要な光源以外は消灯に努めており、
光による住民環境への影響は限定的であることから「Very High」→「Low」と評価しました。

影響 有害な土壌・ 
水質汚染物質

排水水質については、水質汚濁防止法に基づく基準値および自治体との協定値を満足していることを確認しています。さらに、薬品タンクは防液堤内に設置し、用途に応じて防液塗装
も施しています。これらの対策を踏まえ、「Very High」→「Low」へ評価しました。

燃料調達 （LNGの調達については、ENCOREの評価から変更はありません）

原子力発電
発電

依存 土壌流出防止 冷却水の確保や安全対策の観点から沿岸部に立地し、大規模な造成や掘削を伴います。これにより、地表の植生が失われ、降雨時の土壌流出リスクが高まるとされていますが、当社
の原子力発電所の設置にあたっては、地盤の安定性も考慮した立地地点選定、環境影響評価を踏まえた環境保全を実施しているため、「High」→「Low」と評価しました。

影響 廃棄物 低レベル放射性廃棄物は、管理された状態で青森県六ヶ所村にある日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設センターに搬出し、その後安全に埋設・管理されるほか、使用済燃料は、
発電所内の使用済燃料プールで一定期間貯蔵したあと、再処理工場へ搬出することから「High」→「Low」と評価しました。

燃料調達 （ウランの調達については、ENCOREの評価から変更はありません）

Evaluate
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事業種別 依存 /影響 項目 評価理由

水力発電

依存 土壌流出防止
水力発電は、流域の森林や植生が持つ土壌流出防止機能に依存しています。上流域で森林荒廃や大規模伐採が進むと、ダム貯水池への堆砂が増加し、有効貯水容量の減少や
発電効率の低下、浚渫費用の増加などの影響が生じる可能性があります。一方で、堆砂は比較的緩やかに進行する事象であり、当社および東北自然エネルギー（株）では浚渫な
どの維持管理を継続的に実施することで影響の低減を図っていることから、「Very High」→「Middle」と評価しました。

影響 淡水域
水力発電では、ダムや貯水池の建設により河川の自然な流れが変化し、流域の淡水生態系に物理的・生物的な影響を及ぼすとされています。当社および東北自然エネルギー（株）
ではダム・発電所建設による河川分断の影響を緩和するため魚道設置など対策を実施しており、環境DNA調査では魚道の上下流に生態系の移動があることを確認していることから、
「High」→「Low」と評価しました。

影響 騒音・光等
ダムや水路の流水音、発電機の運転音、夜間照明が生態系や周辺環境に影響を与えるとされていますが、当社および東北自然エネルギー（株）の発電所で騒音規制法等による規
制を受ける施設については、当該の規制基準に適合していることを確認しております。また、設備保安に必要な光源以外は消灯に努めており、光による住民環境への影響は限定的
となっていることから「High」→「Low」と評価しました。

地熱発電 影響 大気
地熱発電では、高温の蒸気や熱水を取り出す際に硫化水素（H2S）等の有害ガスが発生する可能性があり、大気や周辺環境への影響が懸念されますが、東北自然エネルギー（株）
では自治体との協定等を遵守するとともに、運転条件の適切な管理や定期的な測定・監視を通じて排出状況を継続的に把握し、環境影響の低減に努めています。これらの管理に
より排出は適切にコントロールされていることから、「High」→「Low」と評価しました。

太陽光発電 依存 暴風雨軽減 パネルや架台は屋外に設置され、暴風雨の影響を直接受けやすいとされています。当社の太陽光発電所は技術基準に基づき建設しているため、安全性は維持していますが、驚異
的な暴風雨の影響はあるため「Middle」→「High」と評価しました。

風力発電（陸上） 影響 陸域 風車の設置に広大な土地や山岳・沿岸部の開発が必要で、景観や生態系への影響も大きいとされていますが、発電所建設時には環境影響評価等を実施し、生態系や自然環境へ
の影響を事前に把握しており、必要に応じて保全措置を講じ、環境への配慮を行っているため「High」→「Low」と評価しました。

バイオマス発電 発電

影響 陸域 燃焼設備や燃料貯蔵施設の設置に広い敷地が必要で、燃料の搬入・保管に伴う土地利用も大きいとされていますが、鳥海南バイオマスパワー（株）の発電所建設時には環境影響
評価等を実施し、生態系や自然環境への影響を事前に把握し、必要に応じて保全措置を講じ、環境への配慮を行っているため「High」→「Low」と評価しました。

影響 温室効果ガス
木質バイオマス発電では、燃焼過程でCO2を排出するため、温室効果ガスへの影響が高いと評価されています。鳥海南バイオマスパワー（株）はFIT事業を行っており、FIT事業
で活用できるバイオマス燃料は、森林認証（第三者による森林持続可能性の証明）を取得した企業から調達する必要があり、これらの企業には、計画的な植林（樹木の再生）等を
含めた適正な森林管理が求められていることから、森林は再生されていると認識しているため、「High」→「Middle」と評価しました。

影響 大気 燃焼時にCO2やNO2、ばいじんなどを排出しますが、法令および自治体との協定に基づき排出量を適切に管理しているため、「High」→「Low」と評価しました。

影響 廃棄物

バイオマス発電においては、燃焼過程により燃焼灰（フライアッシュ・ベッドアッシュ）およびその他不燃物が発生します。これらには重金属等の有害物質が含まれる可能性がありますが、
鳥海南バイオマスパワー（株）は有害物質の検査および定期的な分析を実施しており、適切に管理されています。当該灰等は産業廃棄物として処理業者へ委託され、廃棄物処理
法に基づく許可を受けた処理業者および最終処分場において処理されます。また、マニフェスト制度により最終処分までの処理状況が管理されています。最終処分場においては、
廃棄物処理法に基づく技術基準（埋立基準）および水質汚濁防止法等の関係法令に基づき管理されています。なお、ベッドアッシュの一部は路盤材等としてリサイクル利用されて
います。以上のことから、廃棄物に起因する環境影響は制度的に管理された枠組みの中でコントロールされているため、「High」→「Low」と評価しました。

影響 騒音・光等
燃焼設備や搬送機器からの騒音、夜間照明による光害が継続的に発生し、生態系や住民環境に影響を与えるとされていますが、鳥海南バイオマスパワー（株）の発電所では敷地
境界線上の騒音について、騒音規制法に基づき定期的に測定し、管理を徹底。工業団地内に立地しており光による住民環境への影響は限定的のため「High」→「Low」と評価
しました。

Evaluate
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事業種別 依存 /影響 項目 評価理由

バイオマス発電 燃料調達

依存 水流調整
バイオマス燃料の生産・加工・輸送は直接的に水流調整に依存しているものではないと認識しています。バイオマス燃料供給を長期的に支える育林およびその他の林業活動に着
目すると、原料となる森林の更新や稚樹の定着等は水循環の安定性を前提としているものの、当社が調達するバイオマス燃料はFSC・PEFC認証材に限定されており、生物多様
性や生息地の維持が確保された森林由来の資源を調達していることから、水流調整への依存は限定的であるため「High」→「Middle」と評価しました。

依存
繁殖・育成個体群
および生息地の

維持

バイオマス燃料の原料は森林であるため、森林の更新や稚樹の定着等の生息環境に依存していますが、当社が調達するバイオマス燃料はFSC・PEFC認証材に限定されており、
生物多様性や生息地の維持が確保された森林由来の資源を調達していることから、繁殖・育成個体群および生息地の維持への依存は限定的であるため「High」→「Middle」と
評価しました。

影響 陸域 
（陸上生態系）

バイオマス燃料の調達に伴う伐採および育林・森林施業は、森林という土地を利用する活動であり、生息地や土地被覆の変化を通じて陸上生態系に影響を与える可能性があります。
一方、当社ではFSC・PEFC認証に基づくバイオマス資源を調達しており、生物多様性への配慮や持続可能な森林管理が求められる枠組みの下にあります。以上を踏まえ、陸上
生態系への影響は一定程度認められるものの、管理の下で調整可能であることから、「Very High」→「Middle」と評価しました。

影響 有害な土壌・ 
水質汚染物質

育林・森林施業においては、防除や苗木管理に伴い農薬等の化学物質が使用される可能性があります。一方、当社ではFSC・PEFC認証に基づくバイオマス資源を調達している
ことから、化学物質の使用について一定の管理が求められる枠組みの下にあります。以上を踏まえ、有害物質による土壌・水系への影響は一定程度認められるものの、管理下に
あることから「High」→「Middle」と評価しました。

影響
栄養塩類による 
土壌・水質汚染 

物質

育林・森林施業においては、土壌の攪乱や森林由来の有機物の分解に伴い、窒素・リン等の栄養塩類が環境中へ流出する可能性があります。一方、当社ではFSC・PEFC認証に
基づくバイオマス資源を調達しており、森林管理に関する一定の環境配慮が求められる枠組みの下にあります。以上を踏まえ、栄養塩類による土壌・水系への影響は一定程度認
められるものの、環境配慮の下にあることから「High」→「Middle」と評価しました。

影響 生物資源 バイオマス発電の燃料調達では、森林伐採や農地利用を通じて大量の木質資源や農業残渣などの生物資源を直接採取するため、自然環境への影響が非常に大きくなるとされて
います。FSCやPEFC認証等により持続可能性が確保されているバイオマス燃料のみを使用しているため、影響は限定的であり「Very High」→「Low」と評価しました。

影響 大気 森林伐採や農業残渣の焼却、輸送・加工過程で多量の大気汚染物質や温室効果ガスを排出しますが、FSCやPEFC認証等により持続可能性が確保されているバイオマス燃料
のみ使用するため、影響は限定的であり「Very High」→「Low」と評価しました。

送配電 （送配電事業については、ENCOREの評価から変更はありません）

海上輸送

影響 騒音・光等 船舶エンジンや航行時の騒音、夜間航行灯や港湾照明が海洋生物に深刻な影響を与えるとされています。当社向け燃料の海上輸送においても一定の影響があるものと想定され
ますが、生物多様性の高い海域や保護区域では配慮された航行運用としており、影響は限定的であるため「Very High」→「Middle」と評価しました。

影響 外来種 船舶のバラスト水や船体への付着生物を通じて、外来種が長距離移動・定着し、生態系に深刻な影響を及ぼすリスクが高いとされていますが、国際海事機関（IMO）の「バラスト
水管理条約」により当社向け燃料の輸送船にはバラスト水処理装置の設置が義務付けられバラスト水の適切な処理・管理はされているため「Very High」→「Low」と評価しました。

Evaluate
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リスク・機会のテスト分析
　自然資本への依存・影響の評価結果に基づき、主要な依存・影響関係（依存・影響の程度が
High以上）から想定されるリスクと対策について整理しました。なお、「気候調整機能への依存」
「温室効果ガスの排出による影響」関連のリスク・機会については、東北電力グループ統合報告
書2026における「気候変動関連の情報開示（TCFD）」（P.52）で開示しています。
　直接操業における自然資本関連のリスクは、主に現在利用している自然資本が枯渇した場
合のリスクと、自然災害から受ける設備被害リスクが挙げられます。自然資本の供給量の低下
リスクは、代替手段の確保や発電機会の逸失を防ぐ対策等を実施しています。設備被害リスク
については、計画的な設備保全や定期的な巡視により被害を未然に防ぐ対策を実施しています。
　バリューチェーン上流（燃料調達・海上輸送）に関する自然資本関連のリスクについては、火
力発電所で使用する燃料の取引先へデュー・ディリジェンスを実施し、各社において現地調査
等のデュー・ディリジェンスを実施していること、リスクが顕在化していないことを確認しています。
　TNFD提言では、「自然関連の機会」について「自然に対するプラスのインパクトを生み出し、
または自然に対するマイナスのインパクトを緩和することにより、組織と自然にとってプラスの成
果を生み出す活動」として定義されています。
　事業機会については、太陽光パネルのリユース・リサイクルの事業化検討による資源への依
存低減および廃棄物排出時の影響低減や、水力発電所の改修による資源効率の向上を認識し
ています。
　自然の持続可能性に関する機会については、さまざまな地点において生態系の保護・復元・
再生につながる取り組みを展開しています。
　今後も東北電力グループ環境方針、東北電力グループカーボンニュートラルチャレンジ2050
の下、自然資本関連のリスク低減・機会獲得の取り組みを推進していきます。

事業種別
リスク分類

リスク概要 主な対策
大分類 小分類

火力発電・
原子力発電 物理的リスク 慢性

プラント用水や冷却用水の供給量
の制限による発電出力の抑制やプ
ラント停止

他地点からの輸送、貯水、上水
利用、渇水情報の早期入手等

水力発電
物理的リスク 慢性 河川流量減少や夏場の渇水による

発電電力量の減少
浚渫や防水壁の設置といった、
洪水等による溢水電力量の低
減施策・計画的な設備保全物理的リスク 急性・慢性 洪水等による設備被害の発生

地熱発電 物理的リスク 急性 土砂災害等による設備被害の発生 定期的な巡視

風力発電（陸上） 物理的リスク 慢性 地滑り等による設備被害の発生
地滑り・氾濫が予想される箇
所を避けた建設、植栽・植樹
による土壌劣化対策の実施

自然関連のリスクと対策

自然関連の機会
大分類 小分類 関連する生態系サービス 事業種別 機会概要

事業機会

市場・評判 供給サービス（水）への依存、
廃棄物排出による影響 太陽光発電

太陽光パネルのリユー
ス・リサイクルの事業
化検討

資源効率 供給サービス（水）・基盤サー
ビス（水流調整、水質浄化）へ
の依存、淡水生態系への影響

水力発電 既存設備の改修によ
る発電効率の向上

資金フローと 
資金調達 関連＞統合報告書＞グリーン／トランジション・ファイナンスの推進＞P.88

持続可能性 
パフォーマンスの機会

生態系の保護、
復元、再生 関連＞生物多様性保全の取り組み＞P.18

Assess

関連＞統合報告書＞カーボンニュートラル戦略＞P.49

関連＞統合報告書＞気候変動関連の情報開示（TCFD）＞P.52

関連＞汚染防止＞P.23

関連＞サプライチェーンマネジメント＞P.34
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生物多様性保全の取り組み

火力発電所における国内希少野生動植物種“ハヤブサ”との共生
　仙台火力発電所・新仙台火力発電所には、国内希少野生動植物種であるハヤブサが生息し
ており、生物多様性への配慮の観点からも、ハヤブサの生息環境の保全に努めています。
　特に、煙突に人工巣を設置した新仙台火力発電所では、ハヤブサの営巣や、ふ化した幼鳥の
巣立ちも確認されています。

火力発電所構内の水辺環境整備
　仙台火力発電所では、構内貯水池周辺のビオトープ（生物の生息環境）を整備し、生物多様
性の保全に努めています。

火力発電所における水産資源の保護
　能代火力発電所では、秋田県の県魚である「ハタハタ」が産卵のために大量に接岸することから、
取水口への入り込み防止のために迷入防止網を設置するとともに、網を通過したハタハタを再
び海域に戻すための魚道（ぎょどう）を設置しています。
　網に付着した卵は、ふ化を確認してから網を外し、水産資源の保護に努めています。

ブリコ（ハタハタの卵）

原子力発電所構内の湿原を保護
　東通原子力発電所構内の湿原には、希少な動植物が多く確認されており、これらを保護する
ためにはヨシなどの阻害となる植物の繁茂を防ぐ必要があります。このため、湿原の環境調査を
行い、計画的に草刈りを行って希少な動植物の生息・生育環境が変化しないようにしています。

湿原に咲くニッコウキスゲ 希少なチョウ（ゴマシジミ）

Assess
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東北緑化環境保全（株） ネイチャーポジティブへの取り組み水力発電所における魚道の設置
　当社の一部の水力発電所では、水生生物保護を目的に、水生生物が高低差のあるダムの上
下流を行き来するための魚道を設置しています。ごみや砂の堆積により機能が損なわれないよう、
定期的にメンテナンスを実施しています。

送変電設備新増設工事時における希少動植物調査・保全対策
　変電所・開閉所の敷地造成の前には、生態系への影響を最小限とするため、希少動植物の
調査を行い、貴重な野生動植物の移植やその後の生育状況の確認などを実施しています。
　また、山中を通過する超高圧送電線ルートの建設時には、事前に希少動植物調査および有
識者からの意見を踏まえた保全対策を自主的に実施することで、環境負荷を可能な限り低減し
ながら工事を進めています。

魚道（上郷発電所）

トウホクサンショウウオ（準絶滅危惧） ミチノクフクジュソウ（準絶滅危惧）

　東北緑化環境保全（株）では、自然環境保全・再生に関する多様な事業を通じて培ってきた
知見と経験を活かし、生物多様性の損失を止めて回復を目指す「ネイチャーポジティブ」の実現
に貢献するため、2024年4月にネイチャーポジティブ宣言※を発出しました。
　さらに、2030年までに日本の陸域・海域の30%を保全・保護する目標の達成に寄与するため、
「生物多様性のための30by30アライアンス」に参画しています。
　東北緑化環境保全（株）は「人と自然に優しい環境づくり」を理念に掲げ、確かな技術と豊富な
経験により、生態系を「見える化」し、新しい価値を提案するとともに、その環境を保全し、より価
値の高い環境を創出することで、ネイチャーポジティブの実現に向けた取り組みを展開しています。

※  J-GBF（2030生物多様性枠組実現日本会議）が募集している、
ネイチャーポジティブの実現を目指す想いを表明する取り組み。

東北緑化環境保全（株）シジュウカラガンの復活に向けた普及啓発活動
　東北緑化環境保全（株）では、絶滅危惧種の渡り鳥であるシジュウカラガンの復活に向けた
普及啓発活動を、仙台育英学園の高校生などとともに実施しています。この取り組みは、2025
年5月に環境省等が主催する「野生生物保護功労者表彰」を受賞しました。
　具体的には、「多賀城市立図書館でのトークイベント（2025年7月11日）」「化女沼での観察
会（2025年12月18日）」「ネイチャーポジティブシンポジウム（2026年3月7日）」といった活動
などを行っています。

ネイチャーポジティブシンポジウムの様子

東北緑化環境保全（株）ネイチャーポジティブ宣言
https://www.tohoku-aep.co.jp/outline/img/np/np.pdf

東北緑化環境保全（株）ネイチャーポジティブへの取り組み
https://www.tohoku-aep.co.jp/outline/np.html

Assess
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東北自然エネルギー（株）「特定外来生物」オオハンゴンソウ駆除活動
　毎年7月頃、松川地熱発電所および葛根田地熱発電所周辺において「特定外来生物」オオ
ハンゴンソウの駆除活動を行っています。オオハンゴンソウは、繁殖力が非常に強い植物のため、
継続的に駆除活動を行う必要があります。本活動は、2018年から開始し、2019年には環境省
より「特定外来生物の防除認定」を受けています。長期的な活動により、個体数は年々減少傾
向にあるものの、根絶には至っていないため、今後も自然保護に向けて駆除活動を推進していき
ます。

駆除活動実施状況

PrepareAssess

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

̶ G※

・ 従来からの生物多様性保全の取り組
みを継続実施した。
・ 事業拠点の生態系調査により、希少
種の存在を確認。既存の取り組みが
生息環境の維持・保全に貢献してい
ることを示唆する結果を得た。

事業活動に伴う生
物多様性への影響
を回避・最小化

2026年度
（毎年） マテリアリティ

生物多様性保全関連の目標とその進捗状況

気候関連の定量目標とその進捗状況

資源循環関連の定量目標とその進捗状況

※ 対象範囲は、東北電力株式会社、連結子会社および持分法適用会社に、一部の関連会社を含みます。

関連＞統合報告書＞気候変動関連の情報開示（TCFD）＞P.52

関連＞循環型社会の形成＞P.26
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測定
指標番号

自然の
変化の要因 指標 測定指標（単位） 集計

範囲
2024年度
実績

2025年度
実績

気候変動 GHG排出量
統合報告書をご参照ください。

統合報告書＞気候変動関連の情報開示（TCFD）＞スコープ1、2、3の
温室効果ガス排出量＞P.56

C1.0

土地/淡水/
海洋利用の
変化

総空間フットプリント

合計土地面積（km2） G 56 56 

セグメント別土地面積-発電・販売事業
（km2） G 35 35 

セグメント別土地面積-送配電事業（km2） G 19 20 

セグメント別土地面積-建設業（km2） G −※1 −※1

セグメント別土地面積-その他（km2） G 2 1 

C1.1 土地/淡水/海洋の
利用変化の範囲

河川水取水量（ML） TD 111,251,199 103,917,954

海水取水量※2（ML） TD 7,149,259 6,872,461

淡水（生産プロセス：工業用水、上水、 
地下水）（ML） G 19,769 19,614 

淡水（オフィス：上水）（ML） G 356 304

C2.0

汚染/
公害除去

土壌に放出された汚染
物質の種類別内訳 土壌に放出された汚染物質の量（t） G 0※3 0※3

C2.1 排水
排水量（河川）（ML） TD 111,241,863 103,909,151

排水量（海域）（ML） TD 冷却水+2,975 冷却水+2,789

C2.2 廃棄物の
発生と処理

産業廃棄物発生量（万 t） G 216 202

産業廃棄物最終処分量（万 t） G 23 21

産業廃棄物再資源化量（万 t） G 193 181

産業廃棄物再資源化率（%） G 89 90

石炭灰以外の産業廃棄物の再資源化率（%） TD・TN 94 96

C2.3 プラスチック汚染
プラスチック類発生量（t） TD・TN 809 949

プラスチック類リサイクル率（%） TD・TN 83.5 92.9

C2.4 GHG以外の大気
汚染物質

SOx排出量（万 t） TD・TN 0.6 0.5

NOx排出量（万 t） TD・TN 1.3 1.2

揮発性有機化合物（VOC）の排出量（t） TD・TN 10.3 10.6

C3.0

資源の使用/
補充

水不足地域からの
取水と消費 水不足地域からの取水量および消費量（m3） G なし なし

C3.1
陸・海・淡水から 
調達する高リスク 
天然商品※4の量

石炭使用量（万 t） TD・TN 788 703

重油使用量（万kL） TD・TN 7 5

原油使用量（万kL） TD・TN 0 0

天然ガス（億Nm3） TD・TN 0.1 0.1

LNG（万 t） TD・TN 357 353

バイオマス（万 t） TD 5 5

測定
指標番号

自然の
変化の要因 指標 2025年度

実績

C4.0

自然の状態

侵略的外来種その他

【原子力発電】東通原子力発電所構内の湿原において、希少動植物の生育
を阻害する「ヨシ」などの植物の繁茂を防ぐため、計画的な草刈りを実施し、
良好な生育環境を維持しています。

【地熱発電】松川および葛根田地熱発電所周辺において、特定外来生物「オ
オハンゴンソウ」の駆除活動を2018年から継続。環境省の「特定外来生
物の防除認定」を受け、個体数の減少傾向を確認しています。

C5.0 種の絶滅リスク

＜種の保存への貢献＞
【送配電】送変電設備の工事に際し、事前にイヌワシ等の猛禽類や、ミチノ
クフクジュソウ等の希少植物の調査を実施。必要に応じた工事時期の調整
（回避・最小化）や移植を行っています。

＜生態系の状態維持（生息環境の整備）＞
【火力発電】仙台火力発電所では、構内貯水池周辺のビオトープ（生物の
生息環境）を整備し、生物多様性の保全に努めています。

【水力発電】上郷発電所をはじめとする一部の水力発電所に魚道を設置・
メンテナンスし、水生生物の移動ルートを確保しています。

※1 「その他」に分類して集計しています。 ※2 海水ポンプの定格流量と発電所利用率（暦日）から換算。
※3 土壌汚染対策法を含めた環境法令違反の発生なしのため0と判断しています。
※4 出典：High Impact Commodity List （Version 1.1）. Science-Based Targets Network （SBTN）. 2024.

TNFDにおけるグローバル中核開示指標（依存・影響）

Prepare
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TNFDにおけるグローバル中核開示指標（リスク・機会）
測定

指標番号 カテゴリー 測定指標（単位） 集計範囲 2024年度
実績

2025年度
実績

C7.2 リスク 環境法令等に基づく
重大な違反件数（件） TD・TN 0 0

C7.3 機会 グリーン／トランジション・ファイナンス
における調達資金の充当状況

※ 統合報告書をご参照ください。
関連＞統合報告書＞グリーン／トランジション・ファイナンスの推進＞P.88

Prepare

測定
指標番号

自然の
変化の要因 指標 集計

範囲
2024年度
実績

2025年度
実績

EP.C1.0

生態系への影響

絶滅危惧種の被害

【風力発電】環境影響評価の手続きの中で現地調査
を行い、影響を予測・評価した上で、可能な限り被害
を低減できるよう配慮しているほか、対策としてブレー
ドおよびタワーの彩色等の鳥類への視認性向上に資
する方策を検討していく予定です。

【送配電】鳥類感電防止対策、飛来防止対策、営巣
配慮を実施しています。

EP.C1.1 総流量に対する環境流量・生態系流量の割合
（%） TD 2 2

EP.C1.2 堆積物の除去量（千m3） TD 132 129

EP.C2.0

汚染

火力発電における石炭燃焼残渣（CCR）の発生
量（千t） TD 808 700

EP.C2.0 火力発電における石炭燃焼残渣（CCR）の再利
用された割合（%） TD 85.1 89.6

EP.C2.1
ハザードポテンシャル分類と構造安全性評価に
よる分類に基づく、石炭燃焼残渣（CCR）の貯
留所の総数（箇所）

TD 5 4

EP.C2.2 低レベル放射性廃棄物埋設センターへの累積搬
出量（200Lドラム缶相当）（本） TD

（2025年度末現在）
女川：8,912
東通： 0
合計：8,912

※詳細はP.44をご参照ください

EP.C3.0 資源利用 全火力総合熱効率（低位発熱量基準）（%） TD 46.6 46.8

TNFDにおける電力セクター中核開示指標
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東北電力グループ環境方針
　当社グループは、環境行動四原則の一つに「自然環境への影響を抑制します。」を掲げ、事業
を営む上で避けられない環境影響を可能な限り減らすべくさまざまな対策に取り組んでいます。

環境アセスメントの実施
　発電所の設置にあたっては、環境影響評価法に基づき環境影響評価（環境アセスメント）を
行うとともに、その内容について自治体、地域住民に説明しています。環境アセスメントの結果を
踏まえて、周辺の大気・水・自然環境に配慮したさまざまな対策を実施し、地域の環境保全に努
めています。
　法・条例の対象とならない場合であっても、発電所等の設置にあたっては、自主的に環境アセ
スメントを行っています。2022年12月に営業運転を開始した上越火力発電所における法令上
の環境アセスメントは1996年に終了していますが、1号機建設にあたり最新技術を採用するこ
とから、自主的に周辺環境の調査や発電所建設による環境影響の予測評価を取りまとめ、
2018年11月に環境保全対策を含め地域の皆さまにご説明しています。
　また、東新潟火力発電所1・2号機の高効率発電設備への更新（リプレース）計画の検討にあ
たり、2023年11月から環境アセスメントの手続きを開始しました。

環境法規制・公害防止協定の遵守
　環境法令等については、グループ企業を含め最新の情報を共有することで、法規制遵守の徹
底を図っています。
　また、火力発電所などでは、運転に際して環境保全に関する法令遵守はもちろんのこと、関係
自治体と「公害防止協定」などを締結し、地域環境の保全に努めています。
　公害防止協定では、環境保全に関する対策を取り決めており、大気、水質、騒音などについ
ては地域の特性を考慮して国の規制基準より厳しい値を定め、定期的に環境測定を行い、関係
自治体へ報告しています。

方針・考え方 取り組み

　環境法令、公害防止協定等で定めた基準を遵守することを目標に、定期的に環境測定を実施
しています。
　公害防止協定における協定値および測定結果は、次ページの表「火力発電所の協定値および
排水分析結果（2025年度）」に記載しています。

指標・目標

火力発電所対策の一例

総合排水処理装置

緑化対策大気保全対策 騒音・振動防止対策

設備の屋内設置

排煙脱硫装置 排煙脱硝装置

低NOxバーナー、
二段燃焼と排ガス混合燃焼

蒸気タービン・発電機蒸気タービン・発電機

水質保全対策

電気集じん装置

集合高煙突

　マテリアリティとして、サステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告しています。

ガバナンス・推進体制

関連＞環境経営＞東北電力グループ環境方針＞P.09

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03
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火力発電所における水質保全対策
　火力発電所の排水は、凝集沈殿・ろ過や浄化
により、排水基準に適合するよう処理を行い、
水質汚濁防止に努めています。また、火力発電
所などでは蒸気タービンで使用した蒸気を冷却
するため海水を利用し、熱交換した海水は温排
水として海に放流しています。放流にあたっては、
周辺海域の特性に応じた放流方式を採用すると
ともに、取放水の温度差を適切に管理し、環境
への影響を低減しています。

各火力発電所の協定値および排水分析結果（2025年度）

測定項目

八戸火力 能代火力 仙台火力 新仙台火力 原町火力 東新潟火力 新潟火力 上越火力

協定値
最大

協定値
最大

協定値
最大

協定値
最大

協定値
最大

協定値
最大

協定値
最大

協定値
最大

最小 最小 最小 最小 最小 最小 最小 最小

水素イオン濃度（pH） 5.8-
8.6

7.4 
6.0-
8.0

7.2 
6.0-
8.0

7.5 
6.0-
8.0

7.7 
6.0-
8.0

7.3 
6.0-
8.0

7.4 
5.8-
8.6

7.4 
6.0-
8.0

7.5 

6.5 7.0 7.0 7.1 6.8 6.8 6.8 6.9 

化学的酸素要求量
（COD）
[mg/L]

40
以下

3.4 
15
以下

6.1 
15
以下

2.7 
15
以下

4.4 
15
以下

8.7 
15
以下

2.2 
15
以下

2.4 
15
以下

9.9 

0.8 2.0 1.3 2.4 0.9 0.7 1.0 1.1 

浮遊物質量（SS）
[mg/L]

40
以下

4
20
以下

<1
20
以下

<1
20
以下

3
15
以下

3
20
以下

<1
20
以下

<1
20
以下

<1

<1 <1 <1 1 <1 <1 <1 <1

ノルマルヘキサン抽出物
含有量
[mg/L]

5以下
<0.5

2以下
<0.5

1.5
以下

<0.5
1.5
以下

<0.5
1以下

<0.5
1.5
以下

<0.5
1.5
以下

<0.5
1.5
以下

<0.5

<0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5

東北電力
（2025年度）

発電電力量あたりのSOx、NOx排出量（原単位）
（g/kWh）

アメリカ
（2023年）

カナダ
（2023年）

フランス
（2023年）

ドイツ
（2023年）

イタリア
（2023年）

イギリス
（2023年）

火力発電所における大気保全対策
火力発電所から排出される主な大気汚染物

質には、窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物
（SOx）およびばいじんがあります。
当社はこれらの排出抑制のため、環境設備※

の設置のほか、徹底した燃焼管理などの運用対
策を行い、大気汚染防止に努めています。

2025年度の当社火力発電所全体のNOx排
出原単位は0.18g/kWh、SOx排出原単位は
0.09g/kWhでした。これは、諸外国に比べて
極めて低い値となっています。

※ 排煙脱硝装置、排煙脱硫装置、電気集じん装置

出典：電気事業連合会　電気事業のデータベース（INFOBASE）

0.180.18
0.090.09

0.300.31 0.31 

0.730.73

0.230.23

0.610.61

0.460.46

0.960.96

0.050.05

0.190.19

■ SOx　■ NOx

0.080.08

0.600.60

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0
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PCB廃棄物の適正処理
　当社グループは、PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物を保有する全ての事業所において、PCB
特別措置法など関連法令を遵守しながら適正に管理・無害化処理を進めています。

※2 法の届け出要件を満たす事業所を対象に集計。
※3 VOC（揮発性有機化合物）。

（単位 :t/年）

名称（主な用途等）
排出移動量※2

大 気 水 域 土 壌 移 動

石綿（保温材） 0.0 0.0 0.0 78.5

VOC※3計 10.6 0.0 0.0 0.0

エチルベンゼン（塗料） 1.5 0.0 0.0 0.0

キシレン（塗料） 1.3 0.0 0.0 0.0

スチレン（塗料） 1.3 0.0 0.0 0.0

トルエン（発電用燃料、塗料） 6.2 0.0 0.0 0.0

メチルナフタレン（発電用燃料） 0.3 0.0 0.0 0.0

第一種指定化学物質の排出量・移動量（2025年度）

第一種指定化学物質の排出量・移動量の管理
　当社は発電所などで使用している化学物質について、PRTR制度※1に基づき、排出量など
の把握および行政への報告を行うとともに、購入・使用・在庫量などを記録・把握し、適正な管
理と環境への排出抑制に努めています。
※1  PRTR（Pollutant Release and Transfer Register＝環境汚染物質排出移動登録）制度とは、事業者の自主的な排出削減を目的として、VOC
（揮発性有機化合物）等の有害なおそれのある化学物質の環境中への排出量などについて、対象事業者が行政に報告し、行政が公表する制度。

石綿の計画的な除去
　社有設備を対象に、石綿を含有する吹き付け箇所を定期的に監視するとともに、撤去や
飛散防止対策を計画的に実施しています。
　また、その他の石綿を含有した製品については通常状態において飛散性はないため、建物
の撤去工事や設備の保有工事などの機会に合わせて順次、非石綿製品への取り換えを進
めています。

化学物質の管理
　当社では、有害物質の使用・保有の有無について、対象となる事業所に対して定期的な
調査を実施しています。調査の結果、有害物質が発見された場合には、法令および社内規
定に従い、適正に管理・処理を行っています。
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廃棄物の適正管理・処理
　当社および東北電力ネットワーク（株）では、排出される廃棄物を一元管理する廃棄物管理シ
ステムを活用し、廃棄物の適正処理に努めるとともに、品目ごとに排出量・最終処分量の削減や
リサイクル、再利用に関してさまざまな観点から検討を進めています。
　特に排出量全体の約8割を占める石炭灰については、セメントや道路の路盤材の原料のほか、埋め立
て材として土地造成に活用しリサイクルするなど、社会貢献につながる取り組みの強化を図っています。
　2025年度の再資源化率は89.8%となり、2024年度実績89.3%と比べ向上しました。
引き続き再資源化率90%以上を目標に廃棄物発生量の抑制、再資源化に取り組んでいきます。

石炭灰・石こうの有効利用
　石炭火力発電所から発生した石炭灰は、建設工事や土木工事などで使用するコンクリートに、
JIS規格に適合した石炭灰（フライアッシュ）として有効利用されています。また、排煙脱硫装置
で副生される石こうは、石こうボードなどへ有効利用されています。

方針・考え方

ガバナンス・推進体制

　当社グループでは、「東北電力グループ環境方針」に基づき、限りある資源を大切に使い、環境
への影響を可能な限り減らすよう努めています。
　事業活動に伴い発生する廃棄物について、これまでも3R（リデュース・リユース・リサイクル）の
取り組みにより、廃棄物の発生や埋め立てといった最終処分を減らしてきましたが、マテリアリティ
としても「循環型社会の形成」を設定し、資源のリサイクルではなく循環させる「循環経済（サーキュ
ラーエコノミー）」の実現に向けて各種検討に取り組んでいます。

　マテリアリティとして、サステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告しています。

取り組み

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

産業廃棄物
再資源化率 G 89.8% 90%以上 2026年度

（毎年） マテリアリティ

石炭灰以外の
産業廃棄物再資源化率 TD･TN 96.2% 95%以上 2026年度

（毎年） マテリアリティ

指標・目標

廃棄物再資源化

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　4.環境への配慮
　　（2）環境保全活動

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03
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150
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0

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

廃プラスチック類排出量 TD・TN
949.1t

（再掲）TN：908.7

プラスチック使用量の少
ない製品または代替製
品を可能な範囲で選択

2026年度
（毎年） マテリアリティ

廃プラスチック類再資源化率
（サーマルリサイクルを含む） TD・TN

92.9%
（再掲）TN：93.8%

90%
2026年度
（毎年） マテリアリティ

取り組み

廃プラスチック類の排出状況
　当社および東北電力ネットワーク（株）では、上記目標の達成に向けて、プラスチック使用量の
少ない製品または代替製品を可能な範囲で選択し、廃プラスチック類の排出量の削減に取り組ん
でいます。
　廃プラスチックの排出量は年間約1,000t程度で推移しており（2025年度は949.1t）、その
大半は東北電力ネットワーク（株）から排出される配電撤去資材が占めています。配電撤去資材
については90%以上を再資源化しています。廃プラスチック全体としては80%前後の再資源
化率を維持しています。

廃プラスチック類の再資源化
　循環型社会の形成に向け、廃プラスチックの削減やリサイクル、再利用に取り組むとともに、
プラスチック廃材を原料とした製品の購入にも努めています。リサイクル品の例として、配電柱の
転倒や沈下、傾斜の防止に必要な支持材である「ねかせ」について、従来のコンクリート製に替
えて配電工事で撤去した廃プラスチックを原料とした「プラスチック製ねかせ」を使用しています。

指標・目標

プラスチック資源循環促進法への対応

撤去後の廃プラスチック
（計器箱、絶縁カバーなど）

プラスチック製ねかせ
（電柱の転倒防止として地中部分に設置する）

再生

サーキュラーエコノミーの取り組み
　スマートメーターの更新が本格化する中、使用
済みスマートメーターの主要素材であるポリカー
ボネート（ポリカ）の再資源化に取り組んでいます。
　ポリカは高い耐衝撃性や透明性、耐熱性を備え
る高機能なプラスチックです。これより、ポリカ再
生樹脂材料として再資源化されます。
　当社本店ビルで発生するペットボトルについて、
2024年9月より水平リサイクルの取り組みを開始
しました。これにより、本店ビルで発生したペットボ
トルが再生ペットボトルの原材料として再利用され
ています。

 廃プラ排出量（分社化前）　  廃プラ排出量（TN）　  廃プラ排出量（TD）　  再資源化率（TD・TN）

2018

1,500

1,000

500

0

2019 2020 2021 2022 20252023

廃プラスチック類 排出量および再資源化推移

再
資
源
化
率
（%）

排
出
量
（t）

76
91

89
177

96
40.4

80.2

92.9
84.276.979.373.373.6

949949 1,0591,059 950950 917917 917917 713713

スマートメーター解体作業状況

1,158

908.7908.7

79

83.5

2024

27

循環型社会の形成

SUSTAINABILITY
DATA BOOK 2026

サステナビリティ・マネジメント

目次

環境経営

環境

TNFD提言に基づく開示

循環型社会の形成

汚染防止

水資源への配慮

パフォーマンスデータ

リスクマネジメント

コンプライアンス

情報セキュリティ

ガバナンス

人権の尊重

安全

人財マネジメントサイクル

人財戦略を支える基盤

地域・お客さまとの 
コミュニケーション

サプライチェーンマネジメント

安定供給・公衆安全

安全確保を最優先とした 
原子力発電の活用

健全な労使関係

社会



循環型社会の形成に向け、当社グループ一丸となって連携し、取り組みを進めています。

配電工事などで撤去された電線の銅くずは配電用電線に再生しています。PVC（ポリ塩化ビニル）
被覆の一部は、電線の被覆材や樹脂などとして再生しています。また、アルミ電線のリサイクルス
キームについて検討を行っています。

配電線路保守作業により発生する伐採木を木質バイオマス燃料へ加工し、発電用燃料として
有効に利用しています。

グリーンリサイクル

木質バイオマス燃料への加工・販売

東北電力ネットワーク

配電線保守作業などに伴う伐採

酒田共同火力発電

火力発電所で石炭と混焼

収集 供給

北日本電線

電線の再生作業

東北電力ネットワーク

使用済配電用電線 再生配電用電線

回収 再生

使用済電線の 
再生利用

未利用木材の 
有効利用 

パートナーシップ

プラスチック・スマート
　当社は2018年に環境省が立ち上げた「プラスチック・スマート」に
2021年度に参画し、取り組み事例などを国内外へ公表しています。

「プラスチック・スマート」キャンペーンへの賛同
https://plastics-smart.env.go.jp/

地域森林資源利活用事業

地域における資源循環システムの構築を目的として
「横手湯沢フォレストサイクル（株）」を2024年5月に
設立し、2026年6月30日より営業運転を開始して
います。
　地産地消を前提に、地域に賦存する森林資源を
利用したバイオマス発電や発電に伴う排熱利用を行
うとともに、植林・造林等による森林整備・再生を進
めることで、森林資源の循環的活用を実現します。

グループ企業の取り組み 横手発電所
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環境方針
　当社は、環境行動四原則の一つに「地球の恵みに感謝し、限りある資源を大切に使います。」
を掲げ、業務で使用する資源の有効利用に配慮しながら、さまざまな事業活動を進めています。

方針・考え方

関連＞環境経営＞東北電力グループ環境方針＞P.09

関連＞統合報告書＞再生可能エネルギー発電事業＞P.37

水資源の利用状況
当社は、水資源を電力の重要な資源の一つと位置付け、事業活動における適切な利用と環
境への配慮に取り組んでいます。
　水力発電は、河川の水を利用して発電を行い、使用した水は発電後に河川へ戻す仕組みとなっ
ています。利用にあたっては、関係法令に基づき取水量等を適切に管理するとともに、環境保全
や地域の水利用との共存を図っています。水力は、再生可能な自然エネルギーであり、発電時
にCO2を排出しないため、地球温暖化防止の面で有効な電源の一つです。当社は今後も、環境
や地域へ配慮した新規開発や、既存設備の水車発電機の効率向上に向けた改修などを継続し、
水資源の有効利用と電力の安定供給を図っていきます。
　火力・原子力発電では、工業用水を蒸気に変えてタービンを回転し、タービンを回した後の蒸
気の冷却に海水を利用しています。発電所で使用する工業用水は、生産プロセスにおける水使
用の効率化・取水量の抑制を目的として、循環利用をしています。海水の利用にあたっては、各
種法令を遵守するとともに、特に放水温度については自治体との公害防止協定等に基づき管理
を行い、周辺海域の環境保全に配慮した運用を行っています。
　オフィスで使用する水についても、各事業所ごとに使用量を把握し、節水の取り組みを進める
ことで、水資源の有効利用に努めています。

水リスクの把握
　WRI Aqueduct（4.0）のツール（Water 
Risk Atlas）で確認した結果、当社エリアの
「Physical Risk Quality（水質リスク）」は最
大でも「Low-Medium」であり、水質のリス
クは低いものと認識しています。

水リスク 関連指標 データソース 確認結果

水質リスク 水質（Physical Risk 
Quality）

Aqueduct Water 
Risk Atlas（WRI） 最大でも「Low-Medium」であり、リスクは低い

水量リスク 水量（Physical Risk 
Quantity）

Aqueduct Water 
Risk Atlas（WRI） 最大で「Medium-High」であり、リスクは中程度

水量が少ない
リスク

水ストレス（Water Stress） Aqueduct Water 
Risk Atlas（WRI） 最大で「Medium-High」であり、リスクは中程度

水枯渇（Water Depletion） Aqueduct Water 
Risk Atlas（WRI） 最大でも「Low-Medium」であり、リスクは低い

水量が多い
リスク

洪水ハザードマップ 洪水浸水想定区域データ
（国土交通省） 各事業拠点から300m以内の範囲を対象にハザー

ドマップを確認した結果、想定浸水区域または土
砂災害警戒区域が含まれる拠点が一定程度存在
することを確認土砂災害ハザードマップ 土砂災害警戒区域データ

（国土交通省）

※  公的機関および国際機関等が提供する公開データを用いており、専門的知見と客観性を確保するため、データ分析は（株）バイオームに委託して実施
いたしました。

　また、当社エリアの「Physical Risk Quantity（水量リスク）」は最大で「Medium-High」で
あり、全体としては中程度と認識したため、その詳細を把握しました。具体的には、当社が直接
操業する火力・原子力・水力・太陽光・風力の各発電所および東北自然エネルギー（株）が操業
する水力・地熱発電所（計246拠点）を対象に、水量が少ないリスク（水ストレス・水枯渇）およ
び水量が多いリスク（洪水・土砂災害）に区分し、関連指標を確認しました。
　下表の洪水および土砂災害に関する確認結果に該当する拠点については、関連リスクへの
対応状況として、設備対策、監視体制の整備等を確認しています。なお、これらの水関連の指標
は、他の自然関連指標と合わせて自然資本・生物多様性に関する統合的なリスク把握に反映し
ています。詳細はP.12をご参照ください。

（参考）Aqueduct Water Risk Atlas
における5段階評価

Extremely High

High

Medium－High

Low－Medium

Low

高い

低い

〈リスク〉
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ガバナンス・推進体制

指標・目標

　サステナビリティ推進会議において環境のマテリアリティ解決に向けた取り組みとして経営層
へ諮ることとしています。

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

水質・量の許可、基準、規制に関する
違反件数 TD・TN 0件 0件 2026年度

（毎年） －

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03
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　当社グループは国連「ビジネスと人権に関する指導原則」が定める「人権を尊重する企業の
責任」の3要素に基づき人権尊重の取り組みを進めており、「東北電力グループ人権方針の策定」
「人権デュー・ディリジェンスの実施」「相談窓口の適切な運用」の3点を主な取り組みとして対応
しています。
　また、従来取り組んできた潜在的な人権リスクへの対応や人権意識の向上に向けた教育など
については継続実施し、事業活動全体における全てのステークホルダーの人権を尊重する責任
を果たしていきます。

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　3.コンプライアンスの徹底
　6.個人の尊重と風通しの良い活力ある企業風土づくり

　なお、「東北電力グループ人権方針」の策定にあたっては、社内各部門やグループ会社から幅
広く意見を集約し、さらに外部専門家からの知見を取り入れて内容を検討するとともに、サステ
ナビリティ推進会議（議長：当社社長）の承認を経て取締役会へ報告しています。

方針・考え方

人権尊重の取り組みの全体像

ステークホルダーとの対話、人権意識の向上に向けた教育・コミュニケーション等

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に定められた「企業の責任」3要素
人権尊重責任を果たすという
企業方針によるコミットメント

人権への影響を特定・予防・軽減し
対処方法を明確にするための手続き 人権への悪影響からの救済手続き

人権方針の策定 人権デュー・ディリジェンス 救済メカニズム

東北電力グループ人権方針

東北電力グループ人権方針
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/humanrights/pdf/humanrights2023_jp.pdf

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

　当社グループは、マテリアリティの一つに「様々なステークホルダーの人権尊重」を掲げ、当
社社長を議長とするサステナビリティ推進会議において、人権デュー・ディリジェンスの実施結
果や取り組みの方向性、指標・目標のモニタリングを行っています。モニタリング結果について
はサステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告されます。

ガバナンス・推進体制

指標 範囲 2025年度実績 目標 2026年度
（毎年） 備考

人権関係教育参加
人数 TD・TN 16,269名 人権意識の向上 2025年度

（毎年） マテリアリティ

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

重大な 
人権侵害問題 TD・TN 0件 ー ー ー

指標・目標

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

内部通報窓口に寄せられた人権関連の相談に対しては、必要な是正措置・再発防止策を取っ
ています。

人権デュー・ディリジェンス
　当社グループは2022年度から、順次対象を拡大しながら継続的に人権デュー・ディリジェンス
（以下「人権DD」）を実施しています。

当社および東北電力ネットワーク（株）
2022年度に実施した人権DDで、深刻度（規模、範囲、是正困難度）・発生可能性の観点

からリスクを洗い出し、労働安全衛生や長時間労働、ハラスメントを顕著な人権課題として特
定しました。関係する業務部門と連携し、安全推進方針の策定や全社横断的な熱中症対策、
時間外管理や臨時健康診断、意識啓発に向けたパンフレット作成や講演会開催などの措置を
講じ、リスク影響の回避・軽減に向けて継続的に取り組んでいます。こうした取り組みの結果、

取り組み

人権の尊重
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グループ会社
　2023年度に、実在リスク（負の影響が実際に発生している、または発生するおそれのあるリ
スク）、管理面のリスク（基準類の整備や社内理解浸透の実施有無など、人権尊重の取り組み
に係る管理・手続き面が不十分であるリスク）の2つの観点でリスク特定・影響評価を実施しま
した。労働安全衛生やハラスメント、情報セキュリティなどのリスク顕在化が認められたことから、
外部専門家の知見も活用しながら改善策を検討し、労働時間管理や方針類の整備・周知など
具体的な取り組みを進めています。その後も、グループ会社で定期的に取り組み状況の自己評
価を行っています。当社はグループ会社の自己評価結果を確認するとともに、取り組み状況を
グループ会社へ共有しながら、各社の取り組みを推進しています。

サプライチェーン
　当社は資材調達先や燃料調達先における人権の取り組みについて、人権・環境リスクの顕在
化状況等を確認しています。
　資材取引先さまに対しては、「サステナビリティ調査」の中で、取引先さまにおける人権の尊重（児
童労働・強制労働の禁止、差別の禁止など）に関する取り組み状況を確認しています。2025年
度は307社の取引先さまに対して同調査を実施し、改善を要する取引先さまはなく、リスクの顕
在化がないことを確認しました。
　また、燃料調達先さまには、各社の燃料サプライチェーンにおける労働環境や従業員の様子、
生産に関するオペレーション状況などを確認しました。その結果、各社の燃料サプライチェーン
において、人権が尊重され環境に配慮された企業運営が浸透しており、リスクが顕在化していな
いことを確認しました。

救済メカニズム
　ハラスメントやコンプライアンスに関する問題（人権侵害を含む）に適切に対応するため、
相談窓口「より、そう、ホットライン」を社内外に設置し、ホームページや社内掲示板（ポータ
ルサイト）にて活用を呼び掛けています。本相談窓口は、当社グループで働く方のほか、当社
グループの取引先からの相談も受けています（匿名の相談も含む）。
相談窓口担当者は研修を受講し、必要なスキルを身に付けるとともに、公益通報者保護法を遵
守して、「相談者のプライバシーの厳守」と「相談を理由とする不利益取扱いの禁止」を徹底し、相
談者がより安心して相談できる体制を整備しています。相談を受けた場合、相談者保護に配慮しな
がら、事実関係をすみやかに調査します。調査の結果、人権侵害を含め問題が確認された場合は、
事象の内容に応じて必要な是正措置・再発防止の対策を講じます。また、相談者へ事実関係の調
査結果や対応の報告を行います。
　通報への対応結果については、コンプライアンス委員会（委員長：社長）にてモニタリングを行い、
人権侵害発生時の対応や是正、的確な救済措置につなげています。
　また、関係会社においても各社ごとの相談窓口を設けており、「より、そう、ホットライン」とあ
わせて内部通報窓口として運用し、ハラスメントやコンプライアンスなどに関する相談へ対応して
います。

リスクマップ
労働安全衛生

職場における
差別

強制労働

児童労働

外国人労働者の権利

テクノロジー・AI ハラスメント
長時間労働

発生可能性

深
刻
度

安全・住環境への影響

高低
低

高

プライバシー
差別的表現・差別の助長

結社の自由・団体交渉権
社会保障その他の労働条件

賃金賄賂・腐敗
責任ある調達

2025年度の人権DDにおいては、一部に労働安全上の人権リスクの顕在化が認められましたが、
サステナビリティ推進会議におけるモニタリングを通じ、再発防止対策等の適切な措置・対応
が行われていることを確認しました。引き続き、人権DDの結果を施策に反映し、当社グループ
の人権尊重への取り組みを継続的に拡充していきます。
　また、各業務執行部門では、人権リスクを含むリスクを定期的に抽出・評価し、予防措置を実
施しており、サステナビリティ推進会議ではその状況をモニタリングし、実施展開における指導・
助言を行っています。

関連＞サプライチェーンマネジメント＞P.34
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教育および理解浸透
　当社グループでは、従業員の人権意識向上と差別を許さない環境づくりの推進に向け、さま
ざまな取り組みを実施しています。2025年度はグループ企業の経営幹部を対象に人権尊重に
関するテーマで講演会を開催するとともに、当社および東北電力ネットワーク（株）の全従業員
を対象としたeラーニングを実施しました。
　また、「東北電力グループ人権方針」を分かりやすく解説した『東北電力グループ人権方針』
ガイドブックを作成・周知し、当社グループ全従業員の自律的な取り組みを推進しています。
　このほかにも、グループ企業の従業員も閲覧できる動画教材などを掲示し、「東北電力グルー
プ人権方針」や人権尊重に関する理解浸透を図っています。
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方針・考え方

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　3.コンプライアンスの徹底
　5.透明な事業活動の推進
　　（1）コミュニケーションの確保
　　（3）情報の公開

東北電力グループ環境方針
　当社グループは、環境行動四原則の一つに「みなさまとともに、考え、行動します。」を掲げ、
サプライヤーを含んだステークホルダーとの誠実なコミュニケーションを通じて、環境への取り
組みを考え、行動していくこととしています。

東北電力グループ人権方針
　当社グループは、東北電力グループ人権方針で以下について定めており、サプライチェーン全
体の人権尊重に取り組むこととしています。
　また、取引先を含むビジネスパートナーの皆さまに対して、本方針の内容を理解し、支持いた
だくことを求めるとともに、本方針が尊重されるよう、継続的に働きかけてまいります。
　4.人権尊重に対する東北電力グループの責任
　5.人権デュー・ディリジェンスの実施
　7.教育・コミュニケーション

調達基本方針
　当社は、低廉で良質な電気を安定的にお客さまにお届けしていくことが使命であるとの認識
に立ち、広く国内外の資機材購入、工事請負・業務委託等に係る取引先さま（以下、取引先さま）
から、安定供給・品質確保を前提に経済性に優れた資材・燃料を調達しております。
　また、企業に求められる社会的責任を果たしていくことが重要であると考え、法令・社会規範
の遵守、人権の尊重、労働安全衛生の確保、環境への配慮などについてパートナーである取引
先さまとともに積極的に取り組んでいくこととしております。
　当社は、「東北電力グループ行動指針」および「東北電力グループサステナビリティ方針」を踏まえ、
調達基本方針に基づき調達活動を実施するとともに、「資材取引先のみなさまへのお願い」を定め、
取引先の皆さまとともに人権尊重や環境配慮などに取り組んでいます。

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

関連＞環境経営＞東北電力グループ環境方針＞P.09

当社ホームページ　「調達基本方針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/partne/sizai/chota_2.html

　マテリアリティとして、サステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告しています。

ガバナンス・推進体制

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

主要取引先※ 

へのアンケート 
調査実施率

TD・TN 100% 100%
2026年度
（毎年）

マテリアリティ
2025年度改善を要する

取引先さまなし

資材取引先のみなさまへのお願い

当社ホームページ「資材取引先のみなさまへのお願い」
https://www.tohoku-epco.co.jp/partne/sizai/chota_3.html

関連＞人権の尊重＞東北電力グループ人権方針＞P.31

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

※ 特に取引額の大きい取引先さまを主要取引先として毎年調査を実施。

サプライチェーンマネジメント 
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調達手続きの開示および窓口の設置
　当社における調達業務は、調達基本方針などを踏まえて、取引先さまを公正・公平に取
り扱っています。当社との取引を希望する皆さまに対しては、具体的な調達手続きを確認でき
るようホームページで公表するとともに、随時、問い合わせができるよう窓口を設置しています。

調達担当者への教育
　調達業務に携わる社員に対しては、業務品質の向上と適正業務の遂行を目的に、調達の
実務に加え、企業倫理や法令遵守はもちろんのこと、独占禁止法等の関連法令などに関する
教育を実施しています。2025年度は調達に関する教育を2回開催し、計29名が受講しました。

サステナビリティ調査の実施

　当社は、取引先さまをパートナーと位置付け、「資材取引先のみなさまへのお願い」を全ての
取引先さまに要請しています。特に、サプライチェーンにおけるデュー・ディリジェンスが強く求め
られる「人権の尊重」「環境への配慮」については、取引先さまとの対話の機会を通じて取り組み
をお願いしています。

取り組み

改善余地がある 
取引先へ聞き取り

調査書の
項目について 
改正要否を検討

サステナビリティ 
調査書による取引先 
へのアンケート

必要に応じて工場や 
現地を確認の上、 
改善をお願い

関係者および取引先へ 
調査概要を 
フィードバック

サステナビリティ調査の実施イメージ図

取引先との対話の様子

　そのうち、恒常的に取引がある登録済み取引先さ
ま約1,300社を対象に、サステナビリティ調査書によ
るアンケートを行い、結果を数値化した上で、必要
に応じて対話を実施しています。
　新規の取引先さまには登録時に、登録済みの取引
先さまには3年ごとに調査を実施し、3年間で対象の
取引先を100%カバーすることとしています。さらに、
特に取引額の大きい取引先さまについては毎年調査
を行っております。
　調査書の質問項目は、東北電力グループサステナ
ビリティ方針を踏まえ、コンプライアンス・腐敗防止・
ガバナンス・人権・安全・環境・品質管理・情報管理
などを設定しています。「腐敗防止」の質問では、贈
収賄、恐喝、横領などあらゆる関係法令の遵守につ
いて評価を行っています。2025年度は、307社の取

引先さまに対して調査を実施し、改善を要する取引先さまはありませんでした。
　また、安全意識の向上、事故・災害の未然防止と健康確保を目的として、配電工事会社等を
対象に安全パトロールを実施しています。気候的に作業環境が厳しい夏季と冬季に現場や職場
に伺い、設備・作業環境ならびに荷役作業等の点検と安全・健康対話を行っております。改善
余地を発見した場合は、対話を通じて改善につながる対応を促しています。

良好事例に関する感謝状の贈呈
　当社は、調達にあたり取引先さまへお願いするだけでなく、取引先さまのアイデアや要望を取り
入れるため、各種提案制度を設け、ホームページ等で募集しています。
　特に良好な提案を行った取引先さまについては、感謝状を贈呈し、当社への貢献に対する感
謝の意を表すことで、コミュニケーションの充実も図っています。

燃料調達先への対応
　当社は、火力発電所で使用する燃料（石炭、LNG、木質ペレット）を海外から継続的に調達し
ています。今般、そのサプライチェーンにおける人権・環境リスクの顕在化等を把握するため、
デュー・ディリジェンスとして、海外の現地視察時等に取引先各社の燃料サプライチェーンにおけ
る労働環境や従業員の様子、生産に関するオペレーション状況などを確認しました。
　その結果、各社の燃料サプライチェーンにおいて、人権が尊重され環境に配慮された企業運
営が浸透しており、リスクが顕在化していないことを確認しました。
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　当社および東北電力ネットワーク（株）では「安全確保の徹底と業務品質の向上を図る企業文
化の定着」を目指し、安全・保安推進会議や原子力安全推進会議を中心に、全社的な保安レベル
の向上や、原子力の品質マネジメントシステムの継続的な改善を図っています。また、こうした活動
を定期的に評価するなどPDCAサイクルを回し、企業文化として定着させるよう取り組んでいます。

方針・考え方

東北電力グループ安全・保安方針および安全管理の考え方
　当社は2008年11月に、全ての従業員が安全と保安に対する認識を共有し、適切な行動をと
るための指針として「安全・保安方針」を制定（2017年4月一部改正）し、労働安全・設備保安
に関わる取り組みの充実を図ってきました。
　電気事業法改正に伴う2020年4月の送配電部門の分社化により、当社グループを取り巻く
事業環境は大きな転換点を迎えましたが、安全の確保は全ての事業活動において最優先事項
であるとの認識に立ち、これまで以上に企業グループが一体となって安全最優先の企業文化を
構築することが重要であるとの考えの下、「安全・保安方針」をグループワイド化し、「東北電力
グループ安全・保安方針」として制定しました。
　また、「東北電力グループ安全・保安方針」の下、中期的かつ具体的な現場の状況や働く人の
気づきを活かした「現場起点」の取り組みとして「安全管理の考え方」を制定しており、これを基
に作業に携わる方々の災害リスク低減施策に取り組んでいきます。

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　1.スマート社会実現に資するサービス等の提供
　（3）安全の確保

東北電力グループ安全・保安方針

1.常に安全確保を最優先に行動する 2.立ち止まる勇気を持つ

3.常に問い直し、問いかける習慣を持つ 4.自らの役割と責任を自覚し行動する

5.コミュニケーションを常に心がけ、情報を共有する

安全管理の考え方
～現場が安全の起点～

  安全は、私たち東北電力グループの使命を果たすための、最優先となるものです

  私たちは、「東北電力グループ安全・保安方針」のもと三現主義（現地、現物、現人）を重視し、現
場に赴き、働く人の声を引き出し、必要な改善や対応を現場が自律的に行う、すなわち「現場が安
全の起点」であることを安全管理の考え方として取り組みます当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」

https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

東北電力グループ人権方針
　東北電力グループ人権方針では、「4.人権尊重に対する東北電力グループの責任」として、ステーク
ホルダーの労働安全衛生について定めています。

当社ホームページ「東北電力グループ人権方針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/humanrights/pdf/humanrights2023_jp.pdf

安全
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安全推進方針
　安全に対する姿勢、理念および重点課題への取り組み方針である「安全推進方針」を安全・
保安推進会議で定め、PDCAサイクルを回しながら安全活動に取り組んでいます。
　事業所トップ自らの強いリーダーシップの下、全社が連携し、管理職・従業員が良好なコミュ
ニケーションを図りながら、死亡災害および感電・墜落災害ゼロを目指して安全活動を推進して
いきます。

2026年度 安全推進方針（一部抜粋）

　安全は一過性の取組みではなく、継続と定着が不可欠であるため、2026年度も「死亡災害ゼロ」「感
電・墜落災害ゼロ」を揺るぎない目標とし取り組む。
　目標達成に向けて、現場で働く人の声を引き出し、現場の状況に合わせた安全活動が必要であるため、
2026年度も「現場起点の安全」を目指し、5つの重点実施項目を推進する。

1.「東北電力グループ安全・保安方針」に基づき行動する
  「気づく-話す-直す」の視点で安全確保に自律的に取組む
  現場は自律的に安全向上の取組みを計画し実践する。管理箇所はこれを支援する

2.様々なリスクを想定し向き合う
  環境変化や機械化に伴う新たなリスクを含め、安全に関する知識・技術を継続的に習得し、関係
者で共有する 
  労働力不足に伴う多様な人材の作業従事を考慮した安全管理を行う 
  現場の状況変化や3H作業に伴い生じるリスクを意識する 
  他社で発生した死亡災害などを教訓にリスクを想定する

3.本質・本質的な安全対策を考え実施する
  現場リスクの実態を把握し、人の注意力に依存しない対策を推進する。次に、現場が持続的に守
ることができる最小限のルールを対策とする

4.現場の声を安全活動に反映する
  平時より現場に赴き、現場のモノを見て、現場の声を聴き、リスクや課題を拾い上げる
  拾い上げたリスクや課題に対する解決策を検討（解決が難しい場合は上位機関へ相談）し、結果
をフィードバックする
  安全の取組みや安全ルールは棚卸を行い、現場が評価し納得感を得られたものを選択し集中し
て実践する

5.現場の安全に対するモチベーションを高める
  優れた取組みに加え、あたりまえのことを愚直に実施した行動も褒める
  双方向コミュニケーションの場となる、職場自主活動（ゼロ災ミーティング等）や工事関係者との
対話等を活性化する

ガバナンス・推進体制

安全最優先の取り組みを推進する体制
経営トップをリーダーとした「安全・保安推進会議」
　当社では安全と保安レベルの向上を目的とした会議体として、取締役副社長を議長とした安全・
保安推進会議を設置しており、安全最優先の企業文化の構築に向けた取り組みを推進しています。

2025年度は6回の会議が開催され、部門横断的に経営的な観点から、重要事項および労働
災害、設備事故の原因や改善策についての検討、審議、レビューを行うとともに、グループ企業
における安全の取り組み状況や課題などを共有し、さらにグループ安全推進連絡会（事業の災
害リスクを踏まえ参加企業を選定）において、グループ企業各社間で安全活動の意見交換を行
うことで、グループ大の安全管理レベルの向上を図りました。
　なお、会議概要については、マテリアリティとしてサステナビリティ推進会議を通して取締役会
へ報告しています。

常務執行役員に安全保安担当を委嘱
　当社では常務執行役員を安全保安担当に事務委嘱しており、安全と保安に関する経営層の関与
を強化するとともに、安全最優先の取り組みを推進するための意思決定の迅速化を図っています。

安全・保安に関する方針の位置付け

※1 「安全文化の育成および維持ならびに関
係法令等遵守のための方針」を兼ねる。

※2 「安全管理の考え方」に基づき取り組む。

経営層

原子力安全に関する品質方針※1

原子力発電所の
施設管理の
実施方針

東北電力グループ安全・保安方針

東北電力 グループ会社東北電力ネットワーク

労働安全※2

安全推進
方針

安全推進
方針

労働安全※2 労働安全※2設備の保安
（原子力を除く） 設備の保安

設備部門の
個別計画に
反映

設備部門の
個別計画に
反映

設備部門の
安全推進方針
の策定

設備部門の
安全推進方針
の策定

設備部門の
安全推進方針
の策定

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03
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安全と健康の改善に向けた労使間の共有・協議
各事業所にて開催する安全衛生委員会においては、会社側代表（管理職）および労働者代表

が出席し、労働災害の発生状況や健康活動実績などの共有・協議を行い、安全と健康の改善に
取り組んでいます。

取り組み

労働災害の減少に向けた安全管理の取り組み
　労働災害の減少を図るため、安全衛生管理の国際的な標準手法である「労働安全衛生マネ
ジメントシステム」の考え方を導入し、安全管理の自律的、継続的な改善に努めており、当社お
よび東北電力ネットワーク（株）各事業所が主体的に管理を行い、事前に潜在的な危険・有害
要因を除去・低減することで労働災害の未然防止を図っています。
　また、各事業所における本マネジメントシステムの実施運用状況を確認しながら、安全活動
の支援を行い全社的な安全管理レベルの向上を図っています。労働災害が発生した場合には、
その背景要因にまで踏み込んで根本的な原因を追究し、効果的な再発防止対策を立案すると
ともに、社内で共有し類似災害の防止に努めています。

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

死亡災害件数※1

（請負・委託業務等を含む） G
0件
（内 社員：0件
　　請負・委託業務：0件）

発生件数ゼロ 2026年度
（毎年） マテリアリティ

休業災害件数（請負・委託
業務等を含む） TD・TN

45件
（内 社員：7件
　　請負・委託業務：38件）

― ― 「社員」は通勤
災害を含む

法令教育受講実績 TD・TN
安全管理者 14人

安全衛生推進者 14人 ― ―

社員の労働災害度数率※2 TD・TN 0.09 ― ―

社員の労働災害強度率※3 TD・TN 0.0007 ― ―

指標・目標

※1 死亡者数は件数と同一。
※2 度数率：労働時間100万時間あたりの休業災害発生数
※3 強度率：労働時間1,000時間あたりの労働損失日数

安全に関する教育
　安全関係管理者の選任にあたっては、労働安全衛生法等の関係法令に基づく各種教育を実
施しており、法令遵守に努めています。また、経営幹部・本店各室部長・事業所長とグループ会
社役員を対象に外部有識者による講演「東北電力グループ安全トップセミナー」の開催、新任
管理職や新入社員を対象にT-nextを利用した安全管理や安全確保に関する教育を実施して
います。また、安全文化を育むことを目的に2021年6月に「安全文化伝承室」を総合研修セン
ターに開設し、グループ大における各種教育などに活用しています。

安全文化伝承室 安全トップセミナー

労働安全衛生マネジメントシステムの展開

安
全
・
健
康
推
進
計
画
の

実
施
・
運
用

日
常
的
な
点
検
・
改
善
等

安
全
自
己
点
検

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

サ
ポ
ー
ト（
シ
ス
テ
ム
監
査
）

運用上の留意点計画（P） 実施（D） 評価（C） 改善（A）

安全衛生委員会等
従業員の意見反映

教育訓練
体制の整備

文書管理
記録

安
全
推
進
方
針
・ 

健
康
推
進
方
針
の
表
明

安
全
・
健
康
推
進
計
画
の 

作
成（
目
標
・
実
施
計
画
）

活
動
の
評
価
・
改
善

関連＞人財マネジメントサイクル＞教育プラットフォーム「T-next」＞P.60
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安全サポートブック

請負工事会社等に対する安全サポート
　死亡・重大災害撲滅に向けた請負工事会社な
どの工事等に携わる関係者全員と一体となった
安全活動の推進に向け、安全コミュニケーション
活動等により経営層が第一線の現場を直接
確認し、経営層の安全に対する思いを工事関
係者へ伝える取り組みのほか、本店・事業所
の各層の社員が活発に現場に赴き、それぞれ
の立場で対話を通して現場の状況や課題を吸
い上げ、改善活動をしています。
さらに請負工事会社や協力会社に対し、重大
な労働災害を発生させないために当社の各
種安全施策等を取りまとめた「安全サポート
ブック」や、作業者の関心を高めるために実際
の労働災害を題材として作成した労災劇画集
「セーフティコミック」を配布し、安全パトロー
ルや対話活動などで活用いただくことで工事
等に携わる関係者全員の安全のサポートを行っ
ています。

火力発電所における現場安全管理支援ツールの運用
　2025年2月より、作業現場での労働災害の防止を目的に、当社の全火力発電所と発電所構
内で働くグループ企業において、AIを活用した現場安全管理支援ツール「労災防止AI」の運用
を開始しました。本ツールは、作業と関連の高い過去の労働災害事例を提示し、利用者へ安全
作業に関連する新たな“気付き”を与えることで、労働災害の未然防止を図るツールです。
　また、「労災防止AI」は、現在当社内の他設備部門への展開を進めているほか、2026年2月
からグループ企業である（株）トインクスより、「労災防止AIサービス」として社外への提供も開
始しています。

現場の声を引き出す対話活動
（役員による工事会社との安全対話）

全体イメージ

クラウドサービス

天候

作業内容

季節
作業分類

関連キーワード
（自動抽出）

作業情報 AIが3つの視点で分析

1 「ベテラン作業員の思考法※」 
  をベースとした出力

2 「文章類似度」 
  をベースとした出力

3 「事故の型予測」 
  をベースとした出力

「事例1」 
    にて挟まれ

過去の災害事例を自動提案し、
利用者に新たな“気づき”を与える

「事例2」 
    より墜落

「事例30」 
    にて転倒

入力 出力

※  実際に現場作業に精通したベテラン作業員が、AIから提案された事例と当日の作業との関連性が高い事例を選ぶ（＝フィードバック）ことを何度も繰り返し、
AIにベテランの思考を学習させたことで再現。

タブレット端末など

作業情報を入力

災害事例を出力

AIモデル

災害事例
データ

学習

人が思いつき難い
潜在的な事例

労災劇画による事例と教訓の周知
（イラストはAIにより作成）

労働死亡災害の発生状況および対策状況
過去3年間における当社グループの死亡災害件数（請負・委託業務を含む）はパフォーマンス

データで開示しています。
　死亡災害など、特に重大な労働災害に対しては、当社と工事会社とで三現主義に基づいた現
場状況確認や関係者との対話を行った上で、要因分析を実施し、その結果を踏まえた再発防
止対策を検討しています。これらの内容については、安全・保安推進会議での審議を経て、全社
およびグループ企業へ対策や教訓を共有しています。
　これらの取り組みにより、2026年度も引き続き死亡災害ゼロを目標に安全活動に取り組んで
まいります。

関連＞パフォーマンスデータ＞労働安全衛生＞P.83
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　当社は、「原子力安全に関する品質方針」を定め、原子力安全を最優先に位置付け、原子力
品質マネジメントシステムの着実な実施と、継続的な改善を行うこととしています。今後も、さら
なる安全性の向上に向けた取り組みを着実に実施していきます。

方針・考え方

原子力安全に関する品質方針
　われわれには、先人の高い安全意識を継承し、東日本大震災を含む数多くの教訓・知見を取
り入れ、常に問い直し、リスクを低減し続けることにより、原子力安全を向上させる使命がある。
　このため、一人ひとりが強い責任感と互いに尊重する意識を持ち、安全文化の育成および維
持とたゆまぬPDCA活動に努めることにより、社会からの理解と信頼を得ることを決意し、以下
の方針を定める。

安全文化の育成および維持ならびに関係法令等の遵守のための方針
　「原子力安全に関する品質方針」は、「安全文化の育成および維持ならびに関係法令等遵守
のための方針」を兼ねる。

原子力発電所の施設管理の実施方針
　原子力発電所の安全確保のためには、施設管理を確実に実施することが重要である。
　「原子力安全に関する品質方針」に基づき、施設管理を着実に実行していくため、プラントの
現状を踏まえ、以下の実施方針を定める。

を基本に、協力企業と一体となり、マイプラント意識を醸成し、たゆまぬPDCA活動により、
継続的な施設管理の向上に努める。1.安全最優先の徹底

2.法令・ルールの遵守
3.常に問い直し、問いかける習慣の定着
4.情報共有の充実
5.積極的な改善の実践

1. 安全・安定運転に向けた設備健全性確認・機能維持の確実な実施

2.長期停止期間中の設備保管対策・点検の確実な実施

3.新知見を主体的に取り入れた安全対策の実施

4.点検記録の重要性の再認識と確実なチェックの実施

5.技術継承による力量向上

6. 高経年化プラントに対する長期施設管理計画に係る措置を 
反映した保全計画の確実な実施

安全確保を最優先とした原子力発電の活用 
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ガバナンス・推進体制 取り組み

安全管理体制（QMS体制）

品質保証活動
　当社では、原子力発電所の安全を達成・維持・向上させるため、社長をトップとする原子力安
全のための品質マネジメントシステムを確立し、たゆまぬPDCA活動に努めることで、保安活動
の継続的な改善に着実に取り組んでいます。

安全文化の育成および維持・関係法令等の遵守
　当社では、原子力の安全性向上に向けた取り組みに終わりはないという認識の下、地域の皆
さまからの信頼を得るため、原子力安全を最優先することを組織全員が考え、自ら行動する組織
文化の育成・維持および関係法令・ルールの確実な遵守に努めています。

原子力発電所の状況
女川原子力発電所
　女川原子力発電所は、宮城県牡鹿郡女川町と石巻市にまたがって立地しています。
　2・3号機の定格電気出力はそれぞれ82万5千kWです。
　なお、1号機は2018年12月に運転を終了し、2020年7月から廃止措置作業を進めています。

東通原子力発電所
　東通原子力発電所は、青森県下北郡東通村に立地しています。
　1号機の定格電気出力は110万kWです。

品質保証体制（2026年7月現在）

原子力本部

社長 （トップマネジメント）

原子力考査室長
（QMS管理責任者：内部監査部門）

原子力考査室
原子力

品質保証室
発電用原子炉
主任技術者

原子力本部長
（QMS管理責任者：実施部門）

女
川
原
子
力
発
電
所

東
通
原
子
力
発
電
所

原
子
力
部

燃
料
部

土
木
建
築
部

資
材
部

1号機※ 2号機 3号機

敷地面積 約173万平方メートル

定格電気出力 52.4万kW 82.5万kW 82.5万kW

営業運転開始年月 1984年6月 1995年7月 2002年1月

原子炉型式 沸騰水型原子炉（BWR）

原子炉格納容器 マークⅠ型 マークⅠ改良型

燃料 低濃縮二酸化ウラン

燃料集合体 368体 560体 560体

敷地面積 約358万平方メートル

定格電気出力 110万kW

営業運転開始年月 2005年12月

原子炉型式 沸騰水型原子炉（BWR）

原子炉格納容器 マークⅠ改良型

燃料 低濃縮二酸化ウラン

燃料集合体 764体

※ 1号機は、2018年12月21日に運転終了。
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原子力発電所の安全対策の取り組み
　当社原子力発電所においては、新規制基準への適合にとどまることなく、さらなる安全性レベルの向上に向けた取り組みを着実に進めていきます。

運用（ソフト）面

　設備面の対策のみならず、緊急時にお
ける発電所員の対応力向上のため、さま
ざまな事態に対応する訓練を通じ、ソフト
面の強化にも継続して取り組んでいます。

交流電源が全て使えなくなる事故を想定したシ
ミュレータ装置による運転訓練

航空機衝突等による大規模損壊を想定し、大容
量送水ポンプ車などの可搬型設備を用いた対応
ができることを確認する大規模損壊訓練

安全対策設備等を用いた対応が想定時間内に
完了できることを確認するシーケンス訓練

設備（ハード）面

　当社原子力発電所においては、地震・津波対策を強化するとともに、万一の事故の進展に応じた対策について二重・三重に厚みを加えています。

竜巻・
火災
防護
対策

※ 放射性物質を閉じ込める機能を持つ「原子炉格納容器」および「原子炉建屋」を破損させない等の対策。　※ 写真は女川原子力発電所の例。

海水ポンプ室への
竜巻防護ネットの設置

電線管への耐火材 
ラッピング

事故の進展段階ごとに、二重・三重の対策を用意

万
一
の
事
故
の
進
展
に
応
じ
た
対
策
を
用
意

施
設
を
守
る

燃
料
破
損
を
防
止
す
る

放
射
性
物
質
を

閉
じ
込
め
る
※

地震・津波対策

耐震補強工事
（サポートの追加など）

海抜29m、全長約800mの 
防潮堤を設置

電源の確保

ガスタービン発電機の配備 電源車の配備

冷却機能の確保

特定重大事故等 
対処施設 
（イメージ）

高圧代替注水系ポンプ 大容量送水ポンプ車の配備

閉込機能の確保

フィルタ付格納容器ベント装置
の設置

水素再結合装置の設置

意図的な航空機
衝突等への対応

リスクへの備え

  緊急時対策所
  ブルドーザの配備　他

ブルドーザの配備

緊急時対策所の整備

原子力情報
https://www.tohoku-epco.co.jp/electr/genshi/safety/
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原子力防災体制
　原子力防災については、自社の震災経験、福島第一原子力発電所事故の教訓、国の原子力
災害対策特別措置法および原子力災害対策指針を踏まえ、鋭意必要な防災対策を講じるとと
もに、原子力事業者防災業務計画に反映し、原子力災害に対する備えを充実・強化しています。

事故収束活動の体制
　原子力災害と大規模停電が同時に発生した場合（複合災害）、原子力災害は東北電力社長、
大規模停電は東北電力ネットワーク社長が分任して災害対応にあたるとともに、総合対策本部
を設置し、東北電力グループが一体となり連携して対応します。

住民の皆さまの避難等に対する支援
　原子力災害が発生した場合の「広域避難計画」については、住民の皆さまが円滑に避難する
ために重要なものであり、当社として、避難計画の実効性向上に向け、国・自治体等と連携させ
ていただきながら、福祉車両の配備や緊急時のモニタリング、避難退域時検査の要員派遣や資
機材の提供など、当社として最大限の支援・協力を行います。

　また、支援・協力を円滑に行うため国や自治体主催の原子力防災訓練に参加するなど、自治体
等との連携を深めるとともに、原子力防災組織の有効性の確認や防災対策の習熟を図っています。

　原子力災害が発生した場合、社長は、本店原子力災害緊急時対策本部（原子力施設事態即
応センター）を設置し、本店や発電所、ならびに社外関係各所と連携をとりながら全社体制での
対応を行います。

女川地域の緊急時対応（2023年12月26日改定）における事業者の主な実施事項

避難退域時検査訓練（宮城県） 避難退域時検査訓練（青森県）

避難退域時検査訓練（宮城県） 傷病者等搬送訓練（青森県）

項目 具体的内容

輸送力に関する協力 福祉車両（14台）、ヘリコプターの手配

避難退域時検査の支援 約600名の要員の支援

オフサイトセンターへの電源供給 電源車を手配しオフサイトセンターに電源を供給

放射線防護資機材の提供 原子力事業者間の支援により放射線防護資機材を提供
（サーベイメータ、タイベックスーツなど）

生活物資の提供 食料品 :30,000食、飲料水 :20,000リットル、毛布 :1,000枚

本店非常災害対策本部の体制

非常災害対策本部
東北電力ネットワーク社長
・東北電力ネットワーク副社長
・常務（発電・販売カンパニー長 ほか）
・関係各室部
・全支社
・東京事務所

原子力災害緊急時対策本部
東北電力社長
・副社長
・常務（原子力本部長 ほか）
・関係各室部
・全支店
・東京支社

総合対策本部

※ 東通地域については関係機関と具体的内容を調整中。

原子力災害発生時の対応体制
国・自治体

総合防災ネットワーク

女川原子力発電所対策本部 連携

（事業者間協力協定）

支援 支援

プラントメーカー 災害対策支援拠点

支援要請

支援

支援要請

他原子力
事業者

支援 支援要請

プラント
メーカー

原子力緊急事態
支援組織

資機材等の派遣

本店原子力災害緊急時対策本部
（原子力施設事態即応センター）

支援

関連＞安定供給・公衆安全＞複合災害時の分任体制化＞P.48
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放射線管理
放射線業務従事者の放射線管理
　当社原子力発電所では、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で低減するため、作
業時に放射線を遮へいする設備の設置や線源からの距離確保および作業時間の適正化等の
作業管理を行っています。

原子力発電所周辺の環境放射線管理
　発電所周辺の環境において、放射性物質による影響がないことを確認するために放射線の量
を測定しています。発電所敷地内ではモニタリングポスト、排気筒モニタ、放水口モニタにて監視し、
当社ホームページでその数値を情報公開しています。

女川原子力発電所1号機の廃止措置
　女川原子力発電所1号機の廃止措置計画は、2020年3月、原子力規制委員会より認可を受
けました。また、同年5月、宮城県および女川町、石巻市より、安全協定に基づく同計画に関する
事前協議申し入れに対する了解をいただきました。
　廃止措置計画は、全体工程（34年）を4段階に区分し、2020年7月より作業に着手し、現在
は第1段階の作業を実施しています。

　現在は、汚染状況の調査や、放射線管理区域外の設備の解体撤去、1号機使用済燃料プー
ルから3号機使用済燃料プールへの燃料移送などを実施しています。

廃止措置の全体工程

補助ボイラー系・タービン補機冷却系（2025年1月～2026年3月）
（掲載写真は補助ボイラー系）

解体撤去前 解体撤去中 解体撤去後

放射性廃棄物の管理・処理
　当社では、原子力発電所の運転および廃止
措置に伴って発生する放射性廃棄物を適正
に管理するとともに、周辺の環境に影響を及
ぼすことがないよう、気体・液体・固体のそれ
ぞれの性状に応じて、専用の処理設備により
安全に処理しています。

低レベル放射性廃棄物
　原子力発電所の運転および廃止措置に伴って発生する廃棄物のうち、「低レベル放射性廃棄物」
に分類される放射性固体廃棄物は、焼却したり、圧縮したりなど容量を小さくした上で、発電所敷
地内の貯蔵施設に保管します。
　その後、ドラム缶に密閉した放射性固体廃棄物は、青森県六ヶ所村の低レベル放射性廃棄物
埋設センターに埋設され、安全に管理されます。

放射性固体廃棄物の累計貯蔵量
（2025年度末現在）

発電所内貯蔵量 搬出量※2

女川原子力発電所 42,756（43,356） 8,912（8,392）

東通原子力発電所 15,780（15,604） 0（0）

合　計 58,536（58,960） 8,912（8,392）

単位：本（200Lドラム缶相当）

※1 （　）内は2024年度末。
※2 低レベル放射性廃棄物埋設センターへの搬出分（累計）。

各段階の
実施区分

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

解体工事準備期間 原子炉領域周辺設備
解体撤去期間

原子炉領域設備等
解体撤去期間 建屋等解体撤去期間

8年
（2020年度～2027年度）

7年
（～2034年度）

9年
（～2043年度）

10年
（～2053年度）

主な作業

燃料搬出
汚染状況の調査

放射線管理区域内の設備（原子炉領域以外）の解体撤去
原子炉領域の解体撤去

建屋等の解体撤去
汚染の除去

放射線管理区域外の設備の解体撤去
放射性廃棄物の処理処分

安全貯蔵

原子炉建屋
タービン建屋

現在

女川原子力発電所1号機の廃止措置に関する情報
https://www.tohoku-epco.co.jp/electr/genshi/safety/haishi/info.html
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使用済燃料乾式貯蔵施設の設置
　女川原子力発電所2号機では、使用済燃料を発電所から搬出するまでの間、敷地内で一時的
に貯蔵する施設として、使用済燃料乾式貯蔵施設を設置します。
　この施設は、金属製の乾式貯蔵容器と鉄筋コンクリート構造の乾式貯蔵建屋で構成され、十
分に冷却した使用済燃料を空気の自然対流により冷却する施設です。
　当社では、原子力規制委員会の審査に適切に対応していくとともに、地域の皆さまからご理解
いただけるよう、分かりやすく丁寧な情報発信に努めていきます。

原子力に関する情報発信の取り組み
　当社では、これまで取り組んでいる発電所施設見学会の実施や、広告媒体、ホームページ
などを活用した情報提供を継続するとともに、Web動画による安全対策の取り組みの紹介や、
バーチャルリアリティ（VR）画像を活用した出前型見学会の実施など、デジタル技術を活用し
た情報発信活動を行っています。

乾式貯蔵建屋の仕様

使用済燃料乾式貯蔵建屋（イメージ図）

SNSやホームページの活用

1棟目 2棟目

構造 鉄筋コンクリート構造
（約40m×約20m・高さ:約10m）

鉄筋コンクリート構造
（約40m×約30m・高さ:約10m）

設置場所 海抜38m 海抜36m

使用済燃料収納体数 最大552体 最大828体

工事着工 2026年9月 2030年8月

運用開始 2028年3月 2032年6月

空気の流れ  冷たい空気
 暖かい空気

　当社原子力発電所に関する情報や、安全性向上への取り組みを広くお知らせ
するため、SNSを活用した情報発信を行っています。
　また、安全対策の状況については、動画や写真、CGなどを用いて分かりやすく
お伝えする「バーチャル女川原子力発電所」を当社ホームページで公開しています。

発電所を実際にご覧いただく 
施設見学会等の実施

バーチャルリアリティ技術を 
活用した出前型見学会

　当社では、原子力発電所の安全対策の状況など
についてご理解いただくには、発電所を直接ご覧い
ただくことが重要であると考え、さまざまな機会を捉え、
多くの皆さまにPR施設や発電所をご見学いただい
ています。

　より多くの方々に発電所の状況をお伝えするため、
従来の発電所施設見学会に加え、バーチャルリアリ
ティ（VR）画像による出前型見学会を効果的に行っ
ています。

フィルタ付格納容器ベント装置を紹介する
YouTube動画

PR施設の見学会 発電所施設見学会

バーチャル女川原子力発電所のHP画面 Xを用いた原子力情報発信使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について
https://www.tohoku-epco.co.jp/electr/genshi/safety/kanshikichozou/pdf/dry_storage.pdf

バーチャル女川原子力発電所
https://www.tohoku-epco.co.jp/electr/genshi/safety/virtual/onagawa/index.html
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方針・考え方

ガバナンス・推進体制
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、お客さまへ安定的に電気をお届けするため、地震
や台風などの大規模災害発生時の対応力強化などを目的としたガバナンス体制を構築しています。
　2020年4月の法的分離により、東北電力ネットワーク（株）が送配電事業を承継しましたが、
非常災害による被害状況や社会的影響に鑑み、非常時には両社一体となって対応しています。

新型インフルエンザ等対策業務計画
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、新型インフルエンザ等対策特別措置法第9条に基
づき、新型インフルエンザ等の流行時においても、安全確保を最優先として電力を安定的に供
給していくために、当社の危機管理体制、事業継続に関する対策、感染予防対策等の基本的な
考えをとりまとめています。

大規模災害対策防災会議
　東北6県および新潟県にわたる大規模な電力の供給支障事故と当社管内に所在する原子力発電
所のシビアアクシデントの同時発生等を想定した全社横断的な諸対策の審議、検討を行うことを目
的に、当社社長を議長とした当社・東北電力ネットワーク（株）合同の会議を年2回開催しています。
　会議では非常災害対策訓練を含む防災活動や至近の災害対応を振り返り、抽出された部門
横断的かつ企業グループ全体において取り組む課題に関する諸対策の実施などを議論し、レジ
リエンス強化を目指し取り組んでいます。

非常災害対策本部
　非常災害の発生がまさに予想され復旧体制を整えるべきと判断した場合、または非常災害が
発生し非常事態として対処する場合は、その非常事態の情勢に応じて防災体制を確立し、早期
復旧に努めています。

安全・保安推進会議

防災業務計画
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、災害対策基本法第39条および日本海溝・千島海
溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第5条に基づき、電力施設
に係る災害予防、災害応急対策および災害復旧を定め、円滑かつ適切に災害対策を遂行する
こととしています。

国民保護業務計画
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置
に関する法律第36条および第182条の規定に基づき、当社の業務に関する国民保護措置の内
容、実施方法、実施体制、関係機関との連携、当社の生活関連等施設の安全確保措置などを
定め、国民保護措置および緊急事態措置を的確かつ迅速に実施することとしています。

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

当社ホームページ
https://www.tohoku-epco.co.jp/information/1248594_2521.html

当社ホームページ
https://www.tohoku-epco.co.jp/information/1247203_2521.html

当社ホームページ
https://www.tohoku-epco.co.jp/information/1248054_2521.html

東北電力ネットワーク（株）ホームページ
https://nw.tohoku-epco.co.jp/information/1248655_2390.html

東北電力ネットワーク（株）ホームページ
https://nw.tohoku-epco.co.jp/information/1247204_2390.html

東北電力ネットワーク（株）ホームページ
https://nw.tohoku-epco.co.jp/information/1248059_2390.html

関連＞安全＞ガバナンス・推進体制＞P.37

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　1．スマート社会実現に資するサービス等の提供
 （2）お客さまの生活や事業活動を支える低廉なエネルギーの安定供給
 （3）安全の確保

安定供給・公衆安全
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安定供給

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

全店大での非常災
害対策訓練 TD・TN 実施 大規模災害への対応力強化（年1回

以上の非常災害対策訓練の実施）
2026年度 
（毎年） マテリアリティ

1戸あたり平均停電
回数・時間 TN 0.12回・12分 電力品質の維持 2026年度 

（毎年） マテリアリティ

次世代投資計画の
進捗率 TN 55.1%

レベニューキャップ制度に基づき事
業計画として公表済の次世代投資の
着実な実施

2027年度 マテリアリティ

取り組み

災害対応の経験・教訓を基に対応力を強化
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、東日本大震災など、幾多の自然災害を経験し、ノウ
ハウや技術力を積み上げてきました。それらの災害から得られた教訓を基に、頻発・激甚化する
自然災害への対応力を今後も強化していきます。
　また、引き続き効率的な設備形成に努め、適切に保守・管理を行うとともに、過去の自然災害
から得られた教訓をハード面、ソフト面の対策に反映することで安定供給に努めます。

日々の点検・修繕と、対応力を維持・向上させるための訓練を実施
　日頃から電力設備の点検や保修工事、高経年化した設備の計画的な更新などに取り組み、
お客さまに電気をお届けする設備の維持・管理を行っています。
　また、さまざまな訓練を通じて、技術継承ならびに技術力・災害対応力の向上を図っています。
特に、工事会社の皆さまとの連携強化の観点から、作業上のルール確認や工事会社同士のコミュ
ニケーション活発化を目的に、工事会社合同訓練を実施し、若手社員への技術支援を行いなが
ら対応力強化を図っています。また、安全最優先の浸透と安全管理方法の一助とするため、工
事会社の安全大会などに積極的に出向き、ヒューマンファクター研修などの安全教育を実施し
ています。

新技術・デジタル技術を活用した効率的な設備の保守・運用
　ドローンや IoTデバイスなどの新技術・デジタル技術を活用し、より一層設備を効果的・効率
的に保守管理できるよう取り組んでいます。特に、山間部などの立ち入りが困難なエリアでは、ド
ローンを活用した効率的な設備点検を行うことを目的に、電柱位置を把握するためのナビゲー
ションアプリや、急斜面や起伏が激しい地形上においても安全に飛行可能となる自律航行アプ
リの実証実験を行っています。

工事会社合同訓練
（施工検査研修）

工事会社合同訓練
（実技研修）

ヒューマンファクター研修
（工事会社を対象）
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社外関係機関と連携し災害時の対応力を強化
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、災害が発生した際に相互協力を円滑に行うために、
関係自治体、自衛隊、海上保安本部、地方整備局および指定公共機関である東日本高速道路
（株）、イオン（株）など社外関係機関と連携に関する協定を締結しています。
協定に基づき、連携強化に向けた情報交換や実働訓練を継続しており、海上保安本部との

離島への海上輸送訓練や、地方整備局のヘリポートでのヘリコプター離着陸訓練などを実施し
ています。
　引き続きこのような訓練などを通じて、「顔の見える」関係をさらに強固なものとすることで、
激甚化する自然災害への対応力向上を図ることとしています。

電源車接続訓練
【自治体】

海上輸送を想定した作業員・
資機材搭載訓練

ヘリコプター離着陸および搭乗訓練
【地方整備局】

複合災害時の分任体制化
　東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故を教訓として、原子力災害と大規
模停電などの複合災害時において、当社および東北電力ネットワーク（株）における対応体制が
確実に構築されるように、災害対策本部の分任化という体制を取っています。
　これにより、原子力災害には当社の社長が優先的に対応し、それ以外の災害については当社
の社長が指名する役員が指揮することで、同時進行する複合災害に対し、的確に対応できる体
制としています。

安定供給への責任と情報発信
　東北電力ネットワーク（株）は、地域に寄り添い、地域の皆さまの安全・安心な暮らしを支え、
業界トップクラスの非常災害対応を誇る会社として、電力の安定供給に努めています。停電情報
や復旧見通しは、ホームページや停電情報通知アプリでお知らせするほか、X（旧Twitter）でも
情報を発信しながら、チャットやコールセンターで24時間365日、お問い合わせに対応しています。

非常災害対策本部
（本部長：東北電力社長）

原子力設備被害 大規模停電

分任化

震災前

総合対策本部
（本部長：東北電力社長）

原子力設備被害
（東北電力社長が指揮）

大規模停電
（東北電力社長が指名
する役員が指揮）

震災後

新型インフルエンザ等への対応
　当社および東北電力ネットワーク（株）は新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「指
定公共機関」に指定されており、新型インフルエンザ等対策に係る「業務計画」を作成すること
が義務付けられています。当業務計画では、新型インフルエンザ等の流行時において、電力を安
定的に供給していくために行うべき対応などを定めており、社内体制の整備や対策の徹底に努
めています。また、新型インフルエンザ等対策業務とあわせて事業継続に必要不可欠な業務を「優
先業務」に位置付け、電力を安定的に供給し続けるという社会機能維持者としての役割の遂行
に万全を期しています。
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再エネの導入と安定供給の両立
東北エリアは、再エネの電源立地として好適な条件を有しているため、需要規模に対して再エ

ネ電源の接続量が多く、年々増加傾向にあります。このため、特に、昼間帯の需要が減少する春
季・秋季においては、良好な日照や風況が重なることで、太陽光・風力発電量が需要を上回り、
出力制御が必要となる局面が生じやすい需給構造となっています。

　このような需給構造の下で、、再エネの導入拡大と最大限の活用を両立するため、東北電力ネッ
トワーク（株）では、大規模系統整備の着実な推進と、既設送電設備の有効活用や太陽光・風
力発電の出力制御量低減に資する取り組みを進めています。
　大規模系統整備では、東京エリア向けの送電容量拡大を目的とした東北東京間連系線の2
ルート化工事（全線使用開始は2027年度予定）に加え、東北北部での洋上風力の系統接続拡
大等に対応すべく、日本海側において50万ボルト送電線を建設する「東北北部エリア電源接続
案件募集プロセスに係る基幹系統整備」（全線使用開始は2036年度以降を予定）も進めてお
ります。
　また、既設送電設備の有効活用に資する取り組みとして、電力広域的運営推進機関が定める
「想定潮流の合理化」「N-1電制」「ノンファーム型接続」を適用し、既設送電設備を最大限活用
することで、再エネ電源を含む各種電源の系統接続拡大および早期接続を図るとともに、太陽光・
風力発電出力予測技術の高度化や系統用蓄電池等の活用を通じて、太陽光・風力発電出力制
御量の低減にも継続的に取り組んでいます。

公衆安全

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

設備不備による公衆感
電事故発生件数 TD・TN 0件 発生件数ゼロ 2026年度 

（毎年） マテリアリティ

取り組み

地域の皆さまの安全確保を最優先した工事の実施
　電気を送るための電柱・電線などの電力設備の多くは、お使いいただく一般家庭などの生活
環境の近くに設置しています。
　そのため、電力設備の工事を行う際はバリケードの設置や交通誘導員を配置するなど、周辺
の地域の皆さまの安全確保に万全を期しています。

工事範囲のバリケード設置 交通誘導員の配置

太陽光発電 約982万kW

風力発電 約240万kW

バイオマス発電 約143万kW

水力発電 約424万kW

合計 約1789万kW

最大電力 約1436万kW

最小電力  約570万kW※

2026年3月末現在における東北電力ネットワーク（株）系統への再エネ電源接続量（接続済み案件）

2025年度における東北エリアの電力需要

※再エネ出力制御を実施した時間帯の最小電力は約617万kW
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地域の皆さまの感電事故を防止するためのパトロールや注意喚起を実施
　送電線や配電線に近づき過ぎたり触れたりすると、生命に関わる重大な感電事故を引き起こ
す危険性があります。また、停電が発生し、社会的に大きな影響を与える場合もあります。
　そのような事故を未然に防ぐために、東北電力ネットワーク（株）では、過去に発生した「釣り場」
での感電災害類似個所などで、時節を捉えたパトロールを行い、危険な箇所はないか確認を実
施しています。また、土木建築業、伐採業、農業や、それらに関連する業界・実施団体ならびに
釣具店などのお客さまに対し、安全に関する
助言や、ポスター・チラシの郵送による注意
喚起を行っています。
　さらに、感電事故防止を呼び掛けるコン
テンツをホームページに掲載し、閲覧される
お客さまへ、広く啓発を行っています。

感電事故防止のために
https://nw.tohoku-epco.co.jp/accident/
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方針・考え方
　当社グループは、以下に挙げる「経営理念・スローガン」および「東北電力グループ行動指針」
などの考え方の下、従業員一人ひとりがお客さまや地域とのコミュニケーションを通じて絆を深め、
「快適・安全・安心な社会」の実現に貢献していきます。

経営理念、グループスローガン
　当社グループは、経営理念「地域社会との共栄」と、経営理念を従業員一人ひとりの日々の
行動で体現していく基本姿勢を端的に表現したお客さまや地域社会とのお約束であるスローガン
「より、そう、ちから。」を掲げ、電気・エネルギーを中心とした事業展開により、地域や社会が直
面する課題を解決し、社会の持続的な発展とともに成長することを目指しています。

東北電力グループ行動指針
東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。

　2.地域とともに
　5.透明な事業活動の推進

お客さまの声の活用
　当社「カスタマーセンター」は、引っ越しに伴う電気のご使用開始とご使用廃止のお申し込みや、
電気料金プラン変更のお申し込みなどの各種お問い合わせの電話対応窓口として迅速・適正な
対応に努めています。

　マテリアリティとして、サステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告しています。
　常務執行役員に地域課題担当を事務委嘱しています。

東北電力グループ経営理念 東北電力グループスローガン

「地域社会との共栄」

お客さまとのコミュニケーション
地域社会とのコミュニケーション取り組み
ガバナンス・推進体制

　また、東北電力ネットワーク（株）の「ネットワークコー
ルセンター」は、停電や電気設備に関するお問い合わ
せなど、緊急性の高いお問い合わせの電話対応窓口と
して、お客さまに安心をお届けできるよう努めています。
　「カスタマーセンター」「ネットワークコールセンター」
の電話対応窓口では、日頃から対応内容の分析を行い、
「電話対応マナーが適正に実行されているか」「お客さ カスタマーセンターでのお客さま対応

まからのお申し込みに適正に対応しているか」「受付ルール（業務運用）に問題はないか」など、
課題の洗い出しを行うとともに、お客さまからいただいた「ご意見・ご要望の声」を業務品質の
向上に活かしています。
　今後もお客さまや地域によりそいご満足いただけるサービスの提供に努めていきます。

お客さまのエネルギー利用効率向上に向けた取り組み
　当社は、環境性・省エネ性・安全性に優れたエネルギーシステムのご提案や情報発信により、
お客さまの省エネで快適な暮らしのサポートを行っています。

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

安心・快適なオール電化のくらし＞当社ホームページ
https://www.tohoku-epco.co.jp/dprivate/sl-denka/relief/

省エネ・節約手法のご紹介＞当社ホームページ
https://www.tohoku-epco.co.jp/dprivate/sl-denka/saving/

法人のお客さま向け専用サイト＞当社ホームページ
https://solution-next.tohoku-epco.co.jp/

関連＞統合報告書＞再エネ電力の供給・販売拡大＞P.40

関連＞統合報告書＞顧客基盤やネットワークを活かしたくらしサービス提供＞P.42

関連＞統合報告書＞お客さま目線で事業運営を幅広くサポートする法人向けソリューションサービス＞P.42

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

地域・お客さまとのコミュニケーション
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指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

社会貢献活動 
実施件数 TD・TN 241件

ステークホルダー 
との積極的なコミュ
ニケーション活動

2026年度 
（毎年） マテリアリティ

社会貢献活動 
参加人数 TD・TN

地域の方々の参加人数 25,915名
社員の参加人数 3,333名 － － －

取り組み

地域課題解決や地域活性化に向けた支援
　持続可能な東北6県・新潟県の未来を築くとともに、当社グループの企業価値のさらなる向
上を目指し、地域課題解決や地域活性化に向けた取り組みを行っています。

地域共想プログラム
東北・新潟の社会課題解決に取り組む社会起業家と、産学官金、当社グループが共に学び合い、
対話と実践を通じて、持続可能なより良い未来の実現を目指すプログラムです。2025年度の採
択者8団体が取り組む社会課題やロジックモデル、事業による社会的インパクトをまとめた「ソーシャ
ルインパクトレポート」を特設サイトに掲載しています。

農業由来カーボン・クレジットの活用
農業の収益性低下や後継者不足等を背景に、東北6県・新潟県の生産者が温室効果ガスの排出

削減量※として国から認証を受けたカーボン・クレジットを当社が活用する取り組みです。これにより、
生産者の新たな収入源の確保ならびに地域のカーボンニュートラル推進に寄与します。
※  水田の中干し期間の延長により削減したもの。中干しとは、出穂前に一度、水田の水を抜いて田面を乾かすことにより成長を制御するもので、水稲栽培
において一般的に行われる工程。過去2カ年の平均より7日間以上延長することでメタンの排出量を3割削減できる。

地域活性構想ラボ
　事業構想大学院大学と連携の上、地域課題解決に関心のある社会人等を対象に、地域活性化
につながる事業構想に関するカリキュラムを提供しています。事業の構想力や実行力を学ぶ機会を通
じて人財の創出を支援し、地域活性化の「種火」を生み出します。

より、そう、NFT
　人口減少に伴う地域コミュニティの衰退等を背景に、関係人口の創出に向けて、NFT技術※を活
用したプロジェクトを開始しました。自治体等に対して、地域の魅力や観光資源を活用したNFTの
発行・販売を支援することで、地域の魅力を広く発信し、継続的な地域との関わりにつなげていきます。
※ 非代替性トークン。デジタルデータに唯一性を持たせる技術。

地域共想プログラム
https://chiikikyoso.tohoku-epco.co.jp/

国際協力・交流活動の支援
当社はASEAN諸国への技術研修セミナーへの協力や、東北日本カナダ協会の運営、東北

と諸外国との交流促進を図る諸団体への協力などを通じた国際協力・交流活動を支援しています。

経年設備の休廃止に伴う地域との対話と共生

ジャスト・トランジション（公正な移行）
　当社グループでは、経年設備の休廃止に際して、地域との丁寧なコミュニケーションを図りな
がら、雇用への影響をはじめ、当社グループの事業活動が地域社会に与える影響を十分に認識
した上で対応していきます。
　その中でも2024年10月に地点廃止となった旧秋田火力発電所では、廃止に伴う地域経済・
雇用等への影響に配慮し、関係する事業者に丁寧な情報提供を行うとともに、撤去作業につい
て構内企業の活用に努めています。また、発電所跡地等を活用した地域経済への貢献を目指し
た取り組みを進めています。

関連＞統合報告書＞火力電源の競争力強化＞P.34

《当社グループとの共創事例》

「ずんだもん」を活用したサイネージ

　深刻な人手不足という東北・新潟エリアの社会課題解決を
目的に、東北電力フロンティア（株）とSSS合同会社が連携し、
「ずんだもん」を活用したサイネージを制作しました。本サイ
ネージはイベント会場に設置し、アンケート収集など来場者
とのコミュニケーションを効率的かつ効果的に行うものです。
試験的に導入したイベントでは、前回を上回る来場者を集め、
アンケート回答数も約4倍に増加しました。本取り組みは、
顧客接点の拡大を通じた収益向上に加え、人員の有効活用
等も期待できることから、将来的には、AIも活用したサイネー
ジとして、人の代わりに接客や案内を行うことを視野に検討
してまいります。
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開催 

回数
51回

応募数
（延べ） 733,551名

中学生作文コンクール
東北6県および新潟県の中学生を対象に1975

年から毎年開催しています。作文を通じて自分の将
来や地域の未来について考えることで、新鮮な目と
感動する心を失わず、心豊かに成長してほしいという
願いを込めています。

山形花笠まつり 緑のカーテン高校生が主役の学園祭型イベント
「アオ×ステ」

※ 1975年度～2025年度の実績

社会貢献活動
　当社は、次世代支援プロジェクト「放課後ひろば」の下、地域の未来を担う子どもたちの健やか
な成長を応援する活動として、中学生作文コンクールやスクールコンサートの開催、各種スポーツ
大会の支援を行っています。
　また、地域社会の一員として、各県で地域行事への参加や、清掃・植樹等の環境活動、福祉活
動などに積極的に取り組みながら、地域とのコミュニケーションを深めています。
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エネルギー・環境に関するコミュニケーション
施設見学
　実体験を通して電気やエネルギーへの理解を深めていただく
ため、発電所などの電力施設や各PR館において見学の受け入
れを行っています。

グループ企業の取り組み
　グループ企業においても、地域社会の一員として社会課題の解決に資する取り組みを数多く行っ
ています。

エネルギー出前講座
小・中学生を中心に、持続可能な社会を支えるエネルギーの

役割や課題について、体験を通じて学ぶ機会を提供しています。
手回し発電機や発電所模型などの実験機器を使用し、発電の
仕組みやエネルギーと地球環境の関わりについて楽しく分かり
やすく説明しています。

環境活動
　地域の清掃や植樹・植栽など、地域社会と協調した環境活動を行っています。

下北ジオパーク北部海岸クリーンアップの実施

近隣保育所やグループ企業と連携した植栽活動

酒田北港530（ゴミゼロ）作戦

酒田共同火力発電（株）

ガスパイプライン沿線の環境美化活動

東北天然ガス（株）

障がい者の芸術活動支援と
環境資源の有効活用

東北発電工業賞

常磐共同火力（株）

通勤・通学路の安全環境整備活動

荒川水力電気（株）

南相馬市鎮魂復興市民植樹祭への参加

外来種植物防除活動への参加
写真提供：南会津町の湿原を守る会

障がい者の芸術活動支援と環境資源の有効活用
https://tomoshibi.joban-power.co.jp/2026/05/05/
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社会福祉施設への
電線余長解体業務の委託

北日本電線（株）

ユアテックグループ「海ごみゼロ」活動
（全社一斉清掃）

（株）ユアテック

「ユアテックグループ『海ごみゼロ』活動」の実施について
https://www.yurtec.co.jp/release/2025/content.html

“「Art to You! 障がい者芸術世界展 
IN SENDAI 2025」 

障がい者の芸術活動を支援”

東北発電工業（株）

東北発電工業賞

エコキャップ活動

東日本興業（株）

小学校向け脱炭素アプリの展開
（宮城県内小学生の脱炭素行動を促進）

（株）トインクス

宮城県「小学生向け環境配慮行動促進Webサービス提供・効果
検証業務」でトインクスの脱炭素行動促進Webアプリを利用
https://service.toinx.co.jp/tsq/topics/2026/02/27/news_20260227-q/
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方針・考え方
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、事業構造を変革し、新たな価値を創造する人財や
事業の高度化・効率化のために技術・技能を発揮する人財こそが企業価値向上の原動力である
と考え、人財マネジメントサイクルにおける「採用」「育成」「配置」「評価・処遇」の各プロセスを通
して、事業戦略の実行に必要となる人財の確保と育成を進めています。
　特に「採用」と「育成」を強化していくこととしており、事業環境変化に直面する中においても、
従業員一人ひとりが個性を活かして成長できるよう、多様な教育体系による人財育成に取り組ん
でいます。従業員のスキル向上の機会を確保・提供し続けることで、自己成長を通じた一人ひと
りの満足度やモチベーション向上も期待されます。
　こうした取り組みにより、従業員一人ひとりの成長とともに企業としても成長し続ける好循環
を実現していきます。

新卒採用
　昨今、労働人口の減少や働き方に対する価値観の多様化などから、働き手不足による採用の困
難化や人財の流動性が高まっております。これに対し、当社と東北電力ネットワーク（株）は2社合
計で2026年度から約10名増となる280名程度という2027年度の新卒採用目標を掲げております。
さらに、DX推進に向け、「DX・情報コース」によるDXに特化した人財確保も継続していきます。
　採用目標達成に向けた方策として、働き方改革やワーク・ライフ・バランス重視といったニーズに
も応えるため、初任給の引き上げ、福利厚生制度のさらなる充実、本人の希望で働く地域を選択で
きる「勤務地域限定コース」など、労働環境の見直しも進めております。
　地域の人々の安全・安心・快適なくらしに不可欠である電力の安定供給実現への熱意と、さらな
る競争力強化に向けた前例にとらわれないチャレンジ精神旺盛な社員を積極的に採用していきます。

取り組み
採用

中途採用
　当社と東北電力ネットワーク（株）は、専門的かつ高度な業務知識・経験を有する即戦力人財の
採用、電力の安定供給という基盤事業を担うことができる業務経験・技能を有する人財の採用の2
軸で中途採用を強化しており、2027年度から2028年度で80名程度の採用を目指しています。今
後も、当社グループで活躍いただける人財をさまざまな方法で募集していきます。

アルムナイネットワーク
　当社と東北電力ネットワーク（株）を退職した人財（アルムナイ）との関係性の維持・強化を図
るため、（株）ハッカズークが提供するアルムナイ専門サービスを利用した、アルムナイネットワー
クの構築を、2024年5月7日より開始しました。
　アルムナイは、当社グループの経営理念や事業への理解が深いことに加え、退職後に新たな
分野で多様な知見や経験を獲得しているなど、新たな価値を創造できる人的資本であると考え
ています。
　アルムナイへのアンケート調査・インタビュー・情報交換会を実施し、その知見を当社の施策
に活用しようとする試みも生まれています。
　今後もアルムナイと良好な関係を維持・強化し、ビジネスパートナーとしての協業や即戦力とし
ての再入社などの機会を創出していきます。

　当社社長を委員長、東北電力ネットワーク（株）社長を副委員長とし、両社で構成する「人財
戦略委員会」を設置しており、常務執行役員（人財戦略担当）に人的資本の強化に関する人財
戦略を事務委嘱しています。
本委員会の中で、「採用」「育成」「配置」「評価・処遇」などの取り組み状況のモニタリングと改

善策について議論し、人財マネジメントサイクルの実効性を高めることとしています。
　また、マテリアリティへの取り組み状況について、サステナビリティ推進会議を通して取締役会
へ報告しています。

ガバナンス・推進体制

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

人財マネジメントサイクル
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求める人財像
 自ら学び、考え、行動する人財
 各事業領域において、技術・技能を発揮し、事業変革・利益創出に貢献する人財
 新たな事業領域拡大に挑戦する人財

職場見学・就業体験等の充実による興味・関心の喚起
　企業説明会、職場見学、就業体験等は、地域の未来を創る人財に対し、当社と東北電力ネッ
トワーク（株）の事業に興味・関心を抱き、理解を深めていただく貴重な機会と考えています。　
　特に、就業体験については、当社グループの魅力を実際の業務を通して実感していただくため、
夏季から冬季にかけて、部門別の現場見学、業務体験、および事業戦略に関わるグループ企業
の業務紹介など、内容を工夫して実施しています。今後も、高校生を対象とした学校訪問や企業
説明会なども含めて、学生のニーズに応えられるよう、当社グループへの興味・関心を高める取り
組みを推進していきます。

エネルギーに関する学びの機会の提供
　少子化が進行し労働力人口が減少する中で、電力の安定供給に向けた技術、技能を継承し
ていくためには、子どもたちが電気やエネルギーに興味・関心を持つ機会を創出し、人財の裾野
を広げていく必要があります。
　当社では、地域の未来を担う子どもたちに対して、エネルギー出前講座や施設見学など、エネ
ルギーに関する学びの機会を継続的に提供しています。

小学生を対象としたエネルギー出前講座、施設見学

人財ポートフォリオにおいて設定している、各事業に必要な専門スキルの充足に向けて、
OJT・Off-JT・自律学習に取り組んでいます。

安定供給を支える力
第一線事業所の中核となる技術系リーダーの育成に向けて、高度な専門技術を学ぶ「電力高
度専門アカデミー」を2015年度から開催しています。
　配電系列・送電系列・変電系列の若手社員から精鋭を集め、約半年間で大学教授の講義や
メーカーへの視察を通して、社会的な技術革新の変化に応じた技術を学んでいます。
　「電力高度専門アカデミー」では、安定供給に必要な高度な技術を継承するとともに、社会イン
フラを担う者として必要な矜持も脈 と々受け継がれています。

取り組み

技術系職場での就業体験

指標・目標
育成

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

1人あたり
年間学習時間 TD・TN 31.1時間 40時間以上/年 2030年度

・ マテリアリティ
・  研修時間に加え、自己啓発とし
て自主的に学習しているeラー
ニングの学習時間を含む

DXリテラシー
人財数 TD・TN 3,593名 2,000名育成 2025年度 ・ マテリアリティ

・「 DXリテラシー人財数」は2025
年度までの目標のため、2026年
度以降は「東北電力グループDX
人財数」をモニタリングします

東北電力グループ
DX人財数 G※ 5,803名 グループ内に3割以

上（7,400名） 2030年度

※ 対象範囲は、当社および連結子会社に、株式会社ユアテック、相馬共同火力発電株式会社、常磐共同火力株式会社を含みます。
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　また、電力システム部門や配電部門においては、技術向上と技能継承を目的に技能訓練大会
を開催しています。実動訓練や災害訓練を通して、創立以来、研鑽を積み重ねてきた技術と安定
供給への思いをつないでいます。

成長に向けてチャレンジする力
　新たな価値を創造し企業成長をけん引する人財を育
成するために「グロービス経営大学院」と「事業構想大
学院大学」へ2026年度より17名が入学し、他社のリー
ダー層とともに2年間学んでいます。将来、各事業を変革
する中核人財として活躍することを想定しています。
　また、社会実装しつつあるブロックチェーン技術を活用
した電力事業構想にも取り組んでいます。ブロックチェーン
技術の基礎知識とプログラミングを学ぶとともに、電力ビ
ジネスへ新技術を応用できる人財を社内で育成しています。 ブロックチェーン×ビジネス構想発表会の様子
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経営・マネジメント力
企業価値の向上に向けては、組織運営を担う管理職のマネジメント能力が重要であるとの考

えの下、「部下の育成とキャリア支援」「組織運営の高度化」「組織風土の変革」の3つを柱とし
た管理職向けマネジメント力強化研修を実施しています。
　また、管理職のマネジメント能力に関するアセスメントを実施し、分析・モニタリングの結果を
研修プログラムの設計に反映することで、管理職育成のPDCAサイクルを推進しています。
　管理職を起点として、従業員エンゲージメントが高い職場づくりと、変革に挑戦できる職場風
土の醸成を進めることで、組織の成果の最大化を目指しています。

経営幹部管理職一般職

経
営
人
財
育
成

階
層
別
教
育

専
門
教
育

派
遣 

教
育

自
律

学
習

D
E

&
I

電力高度専門アカデミー
事業創出力養成研修
収益力強化実務教育

各部門専門教育・各部門技術研修・関係会社参加教育

グループ企業合同教育
社会人大学MBAコース他　外部機関への研修派遣

自己啓発助成（公的資格取得助成、通信教育助成、大学・大学院助成、大学院奨学プログラム）
GLOBIS学び放題・Udemy Business

DX人財育成教育

キャリアジャーニー研修（50代社員向けキャリア研修）

新
任
管
理
職 

研
修

新
任
特
別 

管
理
職
研
修

事
業
所
長
研
修

革
新
リ
ー
ダ
ー 

研
修

ミ
ド
ル
マ
ネ
ジ 

メ
ン
ト
研
修

経
営
マ
ネ
ジ 

メ
ン
ト
研
修

エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ 

リ
ー
ダ
ー
研
修 室

部
長
研
修

執
行
役
員
研
修

※ OJTとOff-JTを効果的に活用し人財育成に取り組んでいます。

新
入
社
員
教
育

入
社
3
年
目 

研
修

新
任
主
務
研
修

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

強
化
研
修

シャイン・アップ・フォーラム（育児期社員向け研修）
ダイバーシティマネジメント研修（育児期社員の上司向け研修）キャリア・リーダーシップ研修（女性社員向け研修） 

関連＞統合報告書＞DX戦略＞P.62

経営人財の育成
持続的な経営や企業成長に向けて、変革リーダーシ

ップを発揮し、次世代の当社グループ経営を担う人財
を長期的に育成しています。経営層から中堅社員まで
外部の専門家によるアセスメントを活用しながら、各階
層で経営人財育成プログラムを実施しています。

　また、当社社長による経営人財との対話や役員によるメンター制度を導入しながら、経営層
主導により次世代の経営人財を育成しています。

DX人財の育成
全従業員がDX推進に主体的に取り組み、挑戦し続ける企業マインドを育成するため、当社グ

ループ全体でDX人財の育成に取り組んでいます。

自律学習
　社員一人ひとりが多様性を発揮しながら、自ら描いたキャリアを実現するために、自律学習を
推進しています。教育プラットフォーム「T-next」では、「グロービス学び放題」や「Udemy 
Business」など、場所や時間の制約なく学習することができます。
　また、学習時間数を社内掲示したり、職場ごとに学習目標を設定しながら、なりたい自分にな
るため自律的に学習をすることが当たり前となる職場風土を醸成しています。

経営マネジメント研修発表会の様子
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教育プラットフォーム「T-next」
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、「自ら学び、考え、行動する人財」の育成を目的に、
教育プラットフォーム「T-next」を活用しています。
　「T-next」は、集合研修やeラーニングなどさまざまな教育受講状況を一元管理するとともに、
AIを活用して従業員一人ひとりに個別最適化された学びを提供し、自律的な学習を促進するラー
ニングマネジメントシステムです。学習状況のデータ蓄積が可能になったことで、データに基づ
いた成長支援を実施することができます。
　「T-next」で受講可能な社内外の動画コンテンツにより、デジタル領域を中心とした新たな領
域の知識・スキルはもちろんのこと、最新の知見の獲得が可能となっています。
　また、従来集合形式で行っていた研修を見直し、プラットフォーム上でのオンライン教育を大
幅に増加させたことで、時間や場所の制約を受けずに学習することができます。ワーク・ライフ・
バランスを実現しながら、自律的にスキルアップを図ることができ、成長を志す従業員を支える基
盤となっています。

社外副業・兼業
　従業員が当社以外におけるスキル・経験・人脈を獲得できるよう、社外副業・兼業のガイドライン
を制定し、公益事業である当社電気供給事業の運営に支障がない範囲で社外副業・兼業を認
めています。
　従業員にとって一層主体的にキャリア形成できるようになること、当社にとって従業員が社外
から得た知見や人脈から事業機会の拡大やオープンイノベーションの促進につながることを目的
としています。

人事・賃金制度
当社および東北電力ネットワーク（株）は、多様な人財が年齢・性別などに関わらず、持てる力

を最大限発揮し、働きがいを実感しながら活躍し続けられる人事・賃金制度を整備しています。
　具体的には、多様なキャリア・働き方・価値観を大切にできる仕組みや選択肢を用意するとと
もに、役割・能力発揮を人事評価や賃金に反映することで、従業員のモチベーションアップと挑
戦意欲の向上を図っています。

人事・賃金制度の主な見直し内容
1.多様なキャリアビジョンに応じた人事制度

 若年層の早期育成および能力に基づく昇進機会の早期化
  本人の希望で働く場所を限定できる「勤務地域限定コース」の設置
 専門性を高めて働く従業員向けの「プロフェッショナルコース」の設置
  高度な専門知識・スキル・経験を有する従業員に対する「スキル加算手当」の導入

2.役割・成果発揮と挑戦を促す評価・処遇制度
 役職に応じた「役割給」の導入および能力の発揮に応える賃金制度
 「チャレンジ」や「変革」を重視する評価制度

3.高年齢層の雇用制度
 再雇用期間の満70歳までの段階的な引き上げ
 再雇用後も管理職として働くことができる「EXスタッフ」の設置
 本人の希望で勤務日数や時間を選択できる「Eスタッフ」の設置
 役割付与による能力発揮で働きがいを高める「マスター求人制度」の新設

取り組み
配置・評価・処遇
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社内公募制度
　当社および東北電力ネットワーク（株）では「社内公募制度」を設けています。社内公募ニー
ズのある部署が、意欲のある人財を社内から広く募り従事させることで、適材適所の実現、人財
の能力発揮および主体的なキャリア形成支援を図っています。
　社内公募制度は公募の目的・対象に応じて3つに区分しており、その内容は以下のとおりです。

人事評価制度
　当社および東北電力ネットワーク（株）では、挑戦意欲の高い企業風土を醸成し、社員一
人ひとりが能力を最大限発揮することを目的として、定期的に仕事の成果や行動姿勢等につ
いて評価を行い、賃金等に反映する制度を設けています。　
　評価結果は、本人が納得し、さらなる成長とモチベーションを向上することができるよう、
上司から本人に具体的にフィードバックすることとしています。

長所の把握

将来のキャリアプラン

能力開発・自己啓発目標

半期の目標と達成状況

ふれあいトーク制度（上司と部下の1on1ミーティング）での対話の内容

福利厚生
当社および東北電力ネットワーク（株）は、電力の安全・安定供給を支える従業員の活力向上、
労働意欲の高揚を図るとともに、従業員が安心して働くことができ、安定した生活を送ることが
できる環境を整えることを目的に、カフェテリアプラン制度、宿舎貸与制度、家賃補助制度、各
種貯蓄制度、奨学金返還補助制度、従業員持株会、共済会による給付・貸付制度、ライフプラン
セミナー開催、文化・スポーツ活動助成などさまざまな支援制度を整備しています。

社長表彰制度
　当社および東北電力ネットワーク（株）では、業務改善・向上に関する考案、着想ならびに社業
への顕著な貢献、地域社会の発展などに資する取り組みについて、毎年社長表彰を実施しています。
努力や精神を相互に認め称えるとともに、社内周知、水平展開することにより、さらなる創意工夫
を促すと同時に社業発展に向けた意欲を喚起し、ひいては企業変革、地域社会との共栄を実現し
ていくことを目的としています。
　当社および東北電力ネットワーク（株）において案件を募集し、それぞれ社長賞を受賞した案件
を対象に、2社合同の授与式および発表会を実施するとともに、社員投票を行い、複数の社長賞
案件の中から各社の社長賞年間大賞を決定しています。

1.キャリアデザイン・チャレンジ制度
社内公募ニーズがある部署を対象に、年に2回、定例的に実施する公募。
2025年度の制度利用者数72名

2.特定業務社内公募制度
新規事業検討業務など、経営上の重要性が高く、緊急性のある特定課題の解決または検討を
目的とした業務を対象に臨時で実施する公募。
2025年度の制度利用者数59名

3.社内サイドジョブ・チャレンジ制度
新規事業検討や特定課題の解決および検討を目的とした業務などを対象に臨時で実施する公募。 
2025年度の制度利用者数7名

※ 各制度の数値は応募者数であり、実際の異動・社内副業への従事は、応募者と募集部署のニーズの合致により決定しています。
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健康経営

方針・考え方
　当社グループは、「健康と安全は何事にも優先する」という考え方の下、「従業員一人ひと
りが健康でイキイキと働く元気な会社」を目指して、健康保険組合と緊密に連携（コラボヘル
ス）し、「こころ」と「からだ」両面にわたる健康づくりに取り組むなど、健康経営をさらに推
進していきます。
　健康経営の推進は、「人的資本経営」「ウェルビーイング」の土台をなすものであり、従業
員の活力と生産性の向上、組織の活性化につながり、ひいては当社グループの企業価値向上
と地域社会の持続的発展に貢献するものと考えます。
　当社グループの経営理念である「地域社会との共栄」を体現していくため、従業員一人ひ
とりの健康を大きな原動力として、グループスローガン「より、そう、ちから。」の下、お客さま、
地域の皆さま、株主や取引先などのステークホルダーの期待に的確に応え、自らの成長と持
続可能で豊かな社会の実現を目指してまいります。
　以上の考え方の下、当社グループとして以下の「健康経営宣言」を策定しています。

東北電力グループ　「健康経営宣言」
　私たち東北電力グループがお客さまや地域によりそい、挑戦と変革をしつづけることで、グルー
プならではの価値を創造し、豊かな社会と自らの成長を実現するためには、従業員一人ひとりが
心身ともに健康であることが大切であると考えています。
　従業員の皆さんには、ぜひ、自らの健康を財産ととらえ、健康診断の結果を受け止め、食事、
運動、睡眠、喫煙、飲酒など生活習慣に気を付け、心身ともにいつまでも健康で働き、ウェルビー
イングの向上に取り組んでいただきたいと考えています。
　そのために、東北電力グループは、従業員の健康維持・増進を「経営課題」と位置づけ、健康
意識（ヘルスリテラシー）の向上を図るため、産業保健職※の協力のもと、健康保険組合と連携し
健康施策を充実していきます。
　ぜひ、一緒に「従業員一人ひとりが健康でイキイキと働く元気な会社」を目指していきましょう。

2025年4月1日　東北電力株式会社　代表取締役社長　社長執行役員
 石山　一弘

※ 看護師・保健師資格を有する健康推進スタッフ、産業医、心理士など当社産業保健に携わる者を指す。

ガバナンス・推進体制
当社では、社長を健康経営責任者とする健康経営推進体制を構築しています。2024年7月には、
本店人財部内の健康担当と各支店等の健康推進センターを統合し、人財部健康推進室を設置
することで体制強化を図りました。この体制の下、社内関係者が一体となり、計画の立案と施策
の実施に取り組んでいます。
　加えて、健康保険組合および労働組合と連携しながら、従業員の健康増進施策を推進してい
ます。
　また、当社および東北電力ネットワーク（株）の両社で構成される健康経営推進会議（議長：当
社人財戦略担当役員）を設置し、マテリアリティ（プレゼンティーイズム※1、アブセンティーイズム※2）
のモニタリングおよび改善策の審議を行っています。
　なお、マテリアリティへの取り組みについては、サステナビリティ推進会議を通じて取締役会へ
報告しています。

経営層（東北電力） 経営層（東北電力NW）

東北電力
グループ各社

労働組合

健康経営推進会議

各健康推進センター
（健康推進スタッフ、産業医、 

心理士等）
健康保険組合

健康経営責任者
（東北電力社長）

従業員

人財部 健康推進室 本部本店間 
安全衛生委員会

安全衛生委員会

人財戦略委員会

グループ経営会議 
人財部門情報交換会

連携

連携

報告・提言 報告・提言

連携

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

※1：出勤はしているが、何らかの疾患や症状によって業務遂行能力や労働生産が低下している状態。低値の方が良い。
※2：心身の不調により連続して休務をしている状態。低値の方が良い。

人財戦略を支える基盤
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取り組み
「従業員一人ひとりが健康でイキイキと働く元気な会社」を実現するためには、「からだ」と「こ
ころ」両面にわたる健康づくりおよび疾病予防に向けた取り組みを推進し健康リスクの低減を
図るとともに、従業員一人ひとりのヘルスリテラシー向上を支援し健康に関する自己管理の定
着を図ることが重要です。
このような考えの下、生活習慣に起因する健康リスクの高まりやメンタル不調者の増加を踏
まえて、従業員の健康維持・増進に向けて、「健康経営戦略マップ」に基づき、健康関連指標
11項目の目標値（上表）を設定しています。特に、組織全体の生産性向上や人的資本の価値
創出、パフォーマンス発揮に直結する重要な指標であるプレゼンティーイズム、アブセンティー

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

プレゼンティーイズム TD・TN 18.0% 15.1% 2026年度 マテリアリティ

アブセンティーイズム TD・TN 1.91% 1.20% 2026年度 マテリアリティ

喫煙率 TD・TN 21.1% 18.0% 2026年度

ワーク・エンゲージメント TD・TN 2.74 2.95 2026年度

仕事満足度 TD・TN 2.96 2.95 2026年度

肥満率（BMI25.0以上） TD・TN 32.3% 29.1% 2026年度

血圧　有所見率（140／90以上） TD・TN 16.3% 15.2% 2026年度

肝機能　有所見率（AST36以上または
ALT41以上またはγGT81以上） TD・TN 22.7% 20.0% 2026年度

脂質　有所見率（中性脂肪300以上ま
たはHDL40未満またはLDL140以上） TD・TN 28.2% 29.5% 2026年度

血糖（糖代謝）有所見率 TD・TN 16.8% 14.4% 2026年度

総合健康リスク TD・TN 73 74 2026年度

1.からだの健康

生活習慣の改善を多面的に支援し、有所見率と中長期的な健康リスクの低減等を
図ることを目的とした施策を実施しています。
健康保険組合とのコラボヘルス施策として導入した、健康増進アプリの利活用を促

進し、運動・食事等生活習慣の改善に資する取り組みを展開しています。また、オンライン
による禁煙プログラムを導入・参加勧奨を行い禁煙の推進に取り組んでいます。

2.こころの健康

メンタルヘルス対策を強化し、メンタルヘルス不調の未然防止と組織健康度の向上
を図ることを目的として施策を展開しています。
特にセルフケア・ラインケアへの対応を重点実施事項とし、セミナー実施や産業保健

職（健康推進センター）による個別面談の実施とあわせて、メンタルヘルスマネジメント
検定Ⅰ～Ⅲ種の資格取得について教育費用の助成等により推奨しています。

3.ヘルスリテラシーの向上

従業員一人ひとり、職場それぞれが自ら考え行動する自律的健康管理の定着を図
ることを目的として施策を展開しています。
産業保健職※による保健指導と受診勧奨を実施することによる従業員一人ひとり、
職場それぞれが考え行動する「自律的健康管理」の醸成を図っています。
また、新入社員・若年層の健康づくり支援としてセミナー・研修ならびに個別面談の
実施により若年層の段階におけるヘルスリテラシーの早期定着を図る取り組みを実施
しています。
そのほか、多様な従業員が働きやすい職場環境づくりを目的とした全従業員を対象

とする高年齢層や女性の健康に係るセミナーの実施に取り組んでいます。

イズムの向上に向け、重症化防止やメンタルヘルス対策の強化、ストレスチェックに基づく職場
環境改善活動等、以下の取り組みを展開しています。

※ 看護師・保健師資格を有する健康推進スタッフ、産業医、心理士など当社産業保健に携わる者を指す。

福島第一原子力発電所周辺における作業従事者の線量管理
　当社および東北電力ネットワーク（株）では、福島第一原子力発電所周辺で作業する従業員
について、労働組合と協議の上被ばく線量上限値を設定し、作業従事による健康影響を適切に
管理しております。

当社は、経済産業省と東京証券取引所が共同で実施する「健康経営銘柄2026」に選定され
ました。また、当社および東北電力ネットワーク（株）は、2020年から7年連続で「健康経営優良法
人」に認定されており、直近では「健康経営優良法人2026（大規模法人部門（ホワイト500））」に
2年連続で認定されました。

社外からの評価
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　加えて、従業員の健康増進のために、スポーツ活動の支援や促進に向けた積極的な取り組みを
実施しているとして、「スポーツエールカンパニー」に認定されています。
　今後も健康経営責任者主導の下、人財部健康推進室を中心に、各職場や健康保険組合と連携
しながら、引き続き健康経営を推進していきます。
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ワーク・ライフ・バランス

方針・考え方

　当社および東北電力ネットワーク（株）は、従業員一人ひとりが心身ともに充実した状態で意
欲的に業務に取り組み、成果を上げるためには、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）
の実現が重要であると考えています。ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、各種制度の導入
や労働時間の適正管理に努めています。

ガバナンス・推進体制
　当社社長を委員長、東北電力ネットワーク（株）社長を副委員長とし、両社で構成する「人財
戦略委員会」を設置しており、常務執行役員（人財戦略担当）に人的資本の強化に関する人財
戦略を事務委嘱しています。
本委員会の中で、普通休暇平均取得率などの状況をモニタリングした上で、生産性向上に向

けた業務効率化や働きやすさの追求など、働き方に関する課題について議論し、ワーク・ライフ・
バランスの実現に資する施策の充実化を進めています。
　なお、マテリアリティへの取り組み状況について、サステナビリティ推進会議を通して取締役
会へ報告しています。

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

普通休暇平均取得率 
（時間休暇含む） 
および季節休暇平均取得率

TD・TN
TD:81.4%
TN:88.0%

8割以上 2029 
年度 マテリアリティ

男性の育児休業取得率 
（配偶者出産・ 
育児のための休暇制度を含む）

TD・TN
TD:103%
TN:97%

100%
2029 
年度

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　6.個人の尊重と風通しの良い活力ある企業風土づくり

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

総実労働時間（宿直等除く） TD・TN 1,928時間 ― ―

時間外労働時間（宿直等除く） TD・TN 286時間 ― ―

育児休業制度利用者数 TD・TN
女性 46人
男性 164人 ― ―

育児休業制度取得率 TD・TN
女性 100.0%
男性 63.8%

― ―

育児支援勤務時間制度利用者数 TD・TN 127人 ― ―

配偶者出産・育児のための 
休暇制度利用者数 TD・TN 221人 ― ―

配偶者出産・育児のための 
休暇制度取得率 TD・TN 83.7% ― ―

子の看護のための
休暇制度利用者数 TD・TN 1,026人 ― ―

介護休職制度利用者数 TD・TN 4人 ― ―

介護支援勤務時間制度利用者数 TD・TN 2人 ― ―

家族の介護のための 
休暇制度利用者数 TD・TN 585人 ― ―

ボランティア休暇制度利用者数 TD・TN 50人 ― ―
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ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた各種制度の導入
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、従業員のワーク・ライフ・バランスの実現に向けた
各種勤務制度を設け、多様な人財が仕事と生活の調和を図りながら能力を最大限発揮するこ
とができる職場づくりに取り組んでいます。

社外からの評価
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業
主行動計画」に掲げた目標の達成により、「子育てサポート企
業」として厚生労働大臣より認定（くるみん認定）を受けています。
さらに当社は、くるみん認定を受けた企業のうち、より高い水
準の取り組みを行い一定の基準を満たした企業に与えられる特
例認定（プラチナくるみん認定）を、2025年に取得しています。

労働時間の適正管理および削減に向けた取り組み
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、業
務品質の向上と従業員のやる気・活力を引き出
す観点から、労働時間の適正管理に取り組んで
います。
　また、2019年4月の労働基準法改正を踏まえ、
時間外労働の上限値設定や休暇取得日数の管
理など、労働時間の低減に向けた取り組みを強
化しています。

具体的な取り組み事例

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた主な制度

仕事と家庭の両立支援制度

  始業ミーティングを活用した日々の業務予定や到
達目標の明確化
 週1日の「ノー時間外デー」の設定
  目的・論点・所要時間を明確化した効率的な会議
運営
  管理職を対象とした労務管理能力・コミュニケー
ション能力の向上を目的とした教育の実施
 業務量に見合った適正な人員配置
 計画的なスケジュール管理による休暇取得の促進

取り組み

休暇を取得しやすい職場環境づくり
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業
主行動計画」を策定し、会社全体で休暇取得を促進し、メリハリのある働き方を目指しています。
同計画に掲げる「2030年3月末までに普通休暇および季節休暇平均取得率を8割以上」と
する目標の達成に向け、年度初めに従業員一人ひとりが年間の休暇取得計画を策定しています。
計画どおりに休暇を取得できるよう、各職場の管理職が中心となり、一人ひとりへの積極的な
声かけや業務スケジュールの確認・調整を図るなど、休暇を取得しやすい環境づくりに取り組ん
でいます。

　仕事と子育て・介護の両立を支援する
職場環境づくりに向けて、休職制度や勤務
時間を短縮できる制度、企業主導型保育
所を利用できる制度などを導入しています。
育児休職については、2022年度に出生
時育児休職制度の新設および育児休職の
分割取得を可能とし、これまで以上に女性
従業員だけでなく男性従業員も取得しやす
い雰囲気づくりに努め、「育児休職が当た
り前の職場」を目指して取り組んでいます。

フレックスタイム制度 •  始業7時～10時、終業15時30分～20時の間で選択可能

テレワーク制度 •  自宅やサテライトオフィス等で業務を行うことが可能

時間休暇制度 •  年次有給休暇を1時間単位で取得可能

特別休暇（有給） •  夏期、冬期に取得可能
•  配偶者出産・育児、子の看護等※、介護、不妊治療、ボランティア、ドナー登録骨髄液提供の検査・入院などに取得可能

リフレッシュ休暇（有給） •  連続休暇の計画的取得を促進

勤務間インターバル制度 •  終業時刻から翌始業時刻までの間に十分な休息時間を確保

勤務地域限定コース •  勤務する地域を限定

その他の取り組み •  フリーアドレスの実施（一部）
•  チャットシステムやWeb会議システム等のコミュニケーション手段の整備

出生時育児休職制度 •  子の出生後8週間以内に4週間まで 
（2分割可能）

育児休職制度 •  子が3歳に達するまで（2分割可能）

介護休職制度 •  通算2年まで

育児支援勤務時間制度 •  勤務時間を最大3時間短縮

介護支援勤務時間制度 •  勤務時間を最大3時間短縮

保育施設 •  企業主導型保育所等を利用可能

治療支援勤務時間制度 •  勤務時間を最大3時間短縮

※ 対象となる範囲は、小学校6年生の年度末に達するまで。

近年、男性従業員の育児休職制度利用者数が大きく増加しており、育児休職制度に対する理
解浸透が着実に進んでいます。
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ガバナンス・推進体制
　当社社長を委員長、東北電力ネットワーク（株）社長を副委員長とし、両社で構成する「人財
戦略委員会」を設置しており、常務執行役員（人財戦略担当）に人的資本の強化に関する人財
戦略を事務委嘱しています。
　本委員会の中で、女性管理職比率などの状況をモニタリングした上で、多様な人財がイキイ
キと働くことができる環境整備を目指し、女性活躍推進や障がい者雇用、イノベーション創出に
向けたダイバーシティ推進の諸施策について議論しています。
　なお、マテリアリティへの取り組み状況について、サステナビリティ推進会議を通して取締役
会へ報告しています。

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

女性管理職数
2024年12月末比 TD・TN

TD：1.11倍
TN：1.20倍 　1.5倍以上 2030年 

3月末

・  女性活躍推進法に基づく「課
長級」以上に限らず、全ての管
理職のうち女性社員の数。

・  2024年12月末の女性管理職
数はTD：114人、TN：41人

女性管理職比率 TD・TN 3.37% 5.0% 2035年度

・マテリアリティ
・ 女性活躍推進法に基づく「課
長級」以上に限らず、全ての管
理職のうち女性社員が占める
割合

障がい者雇用率
TD・
TN・
TFP

2.65%
障がい者法定
雇用率の遵守

2025年度
（毎年） マテリアリティ

男女間賃金差異 TD・TN

全労働者 
TD:69.4% TN:56.7%

うち正規雇用労働者 
TD：68.7% TN:68.6%

うち有期労働者 
TD:67.8% TN:31.5%

－ － －

方針・考え方

ダイバーシティ　トップメッセージ

ひとりひとり・さまざまな個性に、「より、そう、ちから。」
　私たちは「地域社会との共栄」を経営理念として、お客さまや地域の皆さま一人ひとりに向
き合い、スマート社会実現による快適・安全・安心な暮らしと持続可能な社会づくりに貢献し、
そのパートナーとして選んでいただくことで地域とともに成長・発展することを目指しています。
　そのために取り組むべき重要課題の一つが、人権の尊重とダイバーシティ、エクイティ&インク
ルージョン（DE&I）の推進です。お客さまのさまざまなライフスタイルや多様なニーズにお応えし
ていくためには、一人ひとりが多様なバックボーン、個性、考え、経験を最大限に活かし、健康で
イキイキと活躍することが重要であり、「DE&Iはイノベーションを創出する」と考えています。
　私たちは、多様な人財が働きやすい制度の整備・拡充や、意識醸成・組織風土づくりに今後
も積極的に取り組み、性別、年齢、障がいの有無、雇用形態、国籍、人種、宗教、信条、文化、
性的指向、性自認等に関係なく、働くすべての人がイキイキと活躍できる企業を目指します。
　そして、こうした取り組みを通して、お客さまや地域の皆さまの快適・安全・安心な暮らしの実
現によりそい、お力となれるよう取り組んでまいります。

東北電力株式会社　取締役社長　社長執行役員
 石山　一弘

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　6.個人の尊重と風通しの良い活力ある企業風土づくり

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03
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女性活躍推進
DE&I推進の一環として、女性活躍推進に取り組んでいます。
　性別に関わらず一人ひとりが自分らしく活躍できる環境づくりに向けて、「仕事と家庭の両立支援」
と「キャリア形成支援」の2つの観点から、以下の各種施策を実施しています。

仕事と家庭の両立支援に向けた取り組み
育児休職から復職した社員を対象に、キャリア形成意識の醸成や今後のライフイベントを見

据えた中でのモチベーション向上を目的とした研修を実施しています。育児期社員が抱える悩
みや課題を共有し、その解決策について活発な意見交換を行っています。
　また、管理職を対象に、育児期社員の育成支援に向けたパンフレット「キャリアと育児の両立
支援 管理職向けManual」を配布し、育児休職を取得しやすい職場環境づくりを進めています。
　これらの取り組みにより、男性育児休職取得率、育児休職日数がともに向上しています。

取り組み

多様な働き方・価値観を受け入れるDE&I推進
多様な人財がイキイキと活躍するためには、一人ひとりの働き方や価値観を尊重し、受け入

れる職場環境づくりが重要です。
　その実現に向けて、在宅勤務やフレックス勤務、副業・兼業といった柔軟な働き方のほか、ワー
ク・ライフ・バランスや仕事観、キャリア形成に関する多様な考え方に対応できるよう、勤務制度
の整備と組織文化の醸成を進めています。

キャリア形成意欲醸成に向けた取り組み
女性社員のキャリアアップ意欲醸成を目的として、「キャリア・リーダーシップ研修」を実施して

います。
　自己分析を通して強みを生かす方法を学ぶとともに、講義やワークによりリーダーシップ発揮、
自己効力感の向上を目指しています。
　また、活躍機会の獲得には上司の関わりが重要であるとの観点から上司との面談を織り込み、
本人の成長を後押ししました。
　本研修により、参加者の自信の醸成やキャリアアップへの前向きな意識獲得、行動変化に一
定の成果が見られました。
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インフラを支える技術者同士のネットワーク形成に向けた取り組み
技術系の部門では特に女性社員の割合が少なく、情報交換の機会やキャリアを考える上での

ロールモデルが少ないといった課題があります。
　課題解決に向けて、地域の女性技術者のネットワーク形成支援やモチベーション向上・キャリア
形成支援を目的として、2024年度より東日本旅客鉄道（株）東北本部さまと合同で「女性技術者
交流会」を開催しています。交流会では、お互いの業務紹介や施設見学を行い、各社各部門の役
割や日々の業務内容について理解を深めました。また、2025年度は両社で管理職として活躍して
いる女性社員によるパネルディスカッションを行い、技術者としてのキャリアイメージを醸成しました。
　また、東北電力ネットワーク（株）では、一般送配電事業者の配電部門に所属する女性社員を
対象に、初の「全国配電女性社員交流会」を開催いたしました。本交流会では、参加者同士が共
通する悩みや働き方に対する思いを分かち合い、相互理解を深めました。多様な視点や各社の
良好事例に触れることで、参加者一人ひとりが自身のキャリアを前向きに捉え直し、視野を大きく
広げる極めて有意義な機会となりました。

当社グループ一体となった女性活躍推進への取り組み
当社グループの女性社員を対象に、人的ネットワーク構築とキャリア形成支援を目的とした情
報交換会を実施しております。
　2025年度は「キャリアアップマインドの醸成」「プライベートと仕事の両立不安解消」をテーマに、
「未来をデザインするキャリアワークショップ」と題して開催いたしました。
　外部講師を迎え、キャリアの捉え方や仕事とプライベートの両立に関する講義を行うとともに、
当社グループおよび県内企業で活躍する女性管理職をパネリストとしてお迎えし、座談会形式で
意見交換を行いました。また、カリキュラムの中で参加者自身のなりたい姿を描くグループワークも
実施いたしました。

　参加者は講師やパネリストの話に熱心に耳を傾けるとともに、将来の理想の自分を見据え、そ
の実現に向けたアクションを宣言し、キャリアアップへの前向きな意識・行動変容を促しました。

従業員の声によりそった働きやすい職場づくり
当社および東北電力ネットワーク（株）では、女性従業員の意見を取り入れ、現場における女性
用トイレや宿泊・休憩設備の設置など、性差なく働きやすい環境を整備しています。
　また、当社および東北電力ネットワーク（株）では、生理痛や不妊治療を取得事由とした特別休
暇制度「ウェルネス休暇制度（有給）」を設けております。2025年に、本制度の理解促進を目的と
して、女性特有の健康課題である「生理痛」に着目し、労働組合と共催で「生理痛VR体験会」を
開催いたしました。本体験会で他者の痛みを経験することにより、相手に対する共感が生まれ、職
場における信頼関係構築の一助となりました。
　従業員一人ひとりがそれぞれに痛みや悩み・困難を抱えていることを理解し、行動することにより、
女性のみならず、誰もが安心してイキイキと活躍できる職場づくりを進めていきます。

生理痛VR体験会の様子
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障がい者雇用への取り組み
　障がいのある従業員が働きがいを感じ活躍の場を広げ、積極的な社会参加を実現するため、
教育機関などと連携した採用活動を行っています。
　また、障がい者職業生活相談員を、法定を上回る基準で事業所に配置し、会社生活を営む
上で生じる個々の相談にきめ細かく対応するとともに、合理的配慮の考えに立ち、職場内のバリ
アフリー化を図るなど職場環境の整備に努めています。
　障がい者の一層の雇用促進を図るために2018年7月に設立した東北電力フレンドリー・パー
トナーズ（株）は、当社および東北電力ネットワーク（株）向けに事務補助を行うオフィスサポート
事業等を担っており、2019年5月に特例子会社の認定を受けています。認定後の障がい者雇
用率は法定雇用率を上回る実績となっており、引き続き東北電力フレンドリー・パートナーズ（株）
と連携して、障がい種別によらない採用を積極的に行うことで、さらなる法定雇用率の引き上げ
にも適切に対応するとともに、障がい者が安全かつ安心して働くことができる職場環境の整備に
も積極的に取り組んでいきます。

※ 2019年度実績から東北電力フレンドリー・パートナーズ（株）を、2020年度実績から東北電力ネットワーク（株）を算定基礎数に含む。
※ 2025年度実績は2026年3月31日現在の数値を記載。

 障がい者雇用者数（左軸）　  障がい者雇用率（右軸）

20202019

300

200

100

3.0

2.5

2.0

2021 2022 2023 2024 2025

障がい者雇用者数と障がい者雇用率の推移

（人） （%）

235
245 253 250 250 250

2.54

252

2.65
2.522.482.46

2.32

2.21

社外からの評価
　当社はこれまでも、多様な人財が能力を最大限発揮することがで
きる職場づくりと活躍支援に向けた取り組みとして、キャリア形成意
識の醸成や仕事と家庭の両立支援に向けた研修等に取り組んでおり、
その取り組みの成果として、2020年に宮城労働局より女性活躍推
進法に基づく認定「えるぼし認定（2段階目）」を受けています。

高年齢層雇用
　当社および東北電力ネットワーク（株）は、高年齢層の社員がこれまでの豊富な実務経験に基
づき、これまで以上に活躍できる機会を提供することや、働き方に関する多様な価値観に対応す
ることを目的に、再雇用制度のさらなる充実を行っています。

LGBTQ+

　LGBTQ+に関する動画やeラーニング教材を全社員向けに公開するとともに、管理職向け
の研修や各職場での研修会等の機会を通じて、理解を深めるための取り組みを行っています。 
　2025年度は、「多様性を力に変える経営」というテーマで当社グループの経営層を対象に開
催した人権講演会の中で、LGBTQ+についても学び、当事者の立場に立った働きやすい職場
づくりの重要性について理解を深めました。
　また、福利厚生制度において、同性パートナーについても配偶者と同様の取扱いとしているこ
とや、本店ビル内に障害や性別に関係なく利用できるトイレを設置するなど、安心して働ける環
境づくりを進めています。
　今後も、LGBTQ+の理解浸透に取り組み、誰もがイキイキと活躍できる職場づくりを進めて
いきます。

　具体的には、2025年度から、再雇用制度の対象期間を満70歳まで段階的に引き上げるとと
もに、管理職としても働くことができるタイプや、本人の希望で勤務日数や勤務時間を選択する
ことができるタイプの新設を行い、高年齢層のキャリアの可能性を広げています。そして、2026
年度からは、役割付与による能力発揮を期待する観点から「マスター求人制度」を新設し、再
雇用者が会社の求人する特定業務に応募・合格することで、マスター加算として給与が上乗せ
される施策を展開しています。
　あわせて、満60歳の定年退職後もモチベーションを高く維持して、良いパフォーマンスを発揮
するために、50代社員を対象にしたキャリア自律等に関する研修（キャリアジャーニー研修）を
実施しています。また、2026年度からは、新たに60代前社員へのリスキリング研修を実施いた
します。これらを通じて、これまでのキャリアを振り返りながら、今後必要となるマインドセットを
学習するとともに、心身の健康を保ち続け、生産性を落とさないことを意識したカリキュラムを取
り入れることで、高年齢層の社員の活躍をサポートしています。
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インナーブランディング

取り組み

「よりそうnext＋PLUS」の理解促進・浸透の取り組み

　従業員一人ひとりに、経営理念やビジョン・経営計画をしっかり理解してもらうため、階層別
研修や経営層による第一線事業所訪問などの機会を捉えて、定期的に説明する場を設け、双方
向のコミュニケーションを通じた理解促進を図っています。
　特に今後の経営展開「よりそうnext＋PLUS」については、2024年4月の策定以降、事務局によ
る事業所訪問やオンライン説明会の開催、社内報での解説記事の掲載などを実施しています。
「2026年度グループ経営計画」についても、社員向け解説資料の社内ポータルサイトへの掲載
などにより、理解浸透に努めています。

「より、そう、ちから。」の実践

　従業員一人ひとりがお客さまにより沿い、地域に寄り添い、グループスローガン「より、そう、ち
から。」を日常業務で体現し続けていくため、全社大で以下の取り組みを展開しています。

社内報での「よりそうインタビュー」企画

「より、そう、ちから。」に込められた想いを学ぶ
eラーニングツールや自発的な行動を喚起す
るオリジナル動画の活用

「より、そう、ちから。」に係る経営層・従業員
の想いを深掘りするインタビュー企画の社内
報展開　等
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取り組み
　各事業所では、この労働協約に基づいて「生産協議会」を設置し、業務実施計画や業務運
営について、会社事業の発展とその円滑な運営を図るための協議を行うなど、労使間の理解と
信頼を深め、事業を推進しています。
　また、各事業所にて開催する安全衛生委員会においては、労使の代表者が出席の下、労働
災害の発生状況や安全・健康活動実績などの共有・協議を行い、安全と健康の改善に取り組んで
います。

方針・考え方
　当社および東北電力ネットワーク（株）の労働組合には、会社の利益を代表する者などを除く
全社員が加入しており、会社と労働組合の間では、労使がともに生産性の向上に努めることを
盛り込んだ「生産性労働協約」を1956年に他社に先駆けて締結しています。

健全な労使関係
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統合リスク管理の基本的な考え方
  統合リスク管理方針に基づき、統合リスクマネジメント会議をトップとするリスク管理活動
を推進する。
  リスク保有個所の自律的な管理を基本として、計測されたリスク量を自社の耐力の範囲
内に抑える経営を行うとともに、安定収益の確保のためには適切なリスクテイクが必要と
の認識の下、健全性と収益性を両輪として管理を行うため、「リスク量を連結自己資本額
内に収める」ことを目標とする。
  また、リスク量の計測が困難なリスクなどについては、その内容を定性的に分析し、万全
の体制で備えることをもって、リスクが発生した場合の影響を極小化する。

統合リスクマネジメント会議

方針・考え方

ガバナンス・推進体制

　統合リスクマネジメント会議は、東北電力ネットワーク（株）との共同会議体で、当社社長を議長、
両社の全役員を委員として、当社の統合リスク管理活動を推進し、当社グループにおける経営
上重要なリスクへの対応（サステナビリティ関連のリスクを含む）について、行為規制等法令を
遵守した情報取り扱いに留意しつつ、経営的視点から審議・検討することを目的としています。
　具体的には、年2回開催し、経営上重要なリスクの管理状況の評価やリスク管理活動の実
施展開における指導・助言を行うとともに、その審議結果については、各業務執行部門や関係
会議体にフィードバックすることで、リスク管理活動の充実化を図っています。また、リスクの管
理状況については、取締役会および監査等委員会に定期的に報告しており、これを通じて両機
関による監督を受け、必要に応じてリスク管理の仕組み等の改善を行っています。

危機管理体制

 サステナビリティ推進会議
 危機管理委員会
 原子力安全推進会議
 市場リスク管理委員会
 安全・保安推進会議
  カーボンニュートラル推進会議
  コンプライアンス委員会

統合リスク管理方針の決定、
リスク管理に係る指導・助言

統合リスク管理方針の示達、
リスク評価・対策立案の指示

リスクの特性に応じた
対応策などの検討

リスク評価結果および対応策の
立案・実施状況などの報告

経営上重要なリスクの管理状況の報告、
全社的な対応方針の提案

連 携

※代表的な会議体を記載。

統合リスクマネジメント会議
経営上重要なリスクの管理状況のモニタリング

統合リスク管理部門
統合リスク管理サイクルの推進

各カンパニー・本部・グループ会社
リスクの把握･評価、対応策の立案･実施

平常時

リスクアセスメント
（事前の危機評価）

リスクマネジメント
（事前の危機対応）

現状
把握

危機
想定

危機
予測 計画 訓練 教育

  緊急事態の把握
 リスク抽出・評価
 事業所への周知

 危機管理活動計画策定
  基準、マニュアル整備
 訓練、教育の実施

緊急事態発生時

クライシスマネジメント
（危機対応）

  主管部門による対策本部の設置
 緊急事態への対応策実施

初動措置 情報収集 対策本部情報伝達 再発防止

委員長   ：副社長
副委員長：副社長または常務
委員      ：各部門長、各室部長

危機管理
委員会 対策本部

対策本部長： 
社長または社長が指名した役員 
もしくは主管部門担当役員

東北電力および東北電力ネットワークの危機管理
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指標・目標

取り組み

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

リスク量を連結自己資本
額の範囲内にコントロール 
（リスク量÷連結自己資本額）

G
コントロール 

されている（1未満）

統合リスク管理方針に
基づき選定した重要リス
クの適切な管理・対応

2026年度
（毎年） マテリアリティ

平常時の備え（リスクアセスメント、リスクマネジメント）
　平常時においては、各部門・事業所が自律的に、危機の発生を未然に防ぐための設備対策
などの予防措置や、啓発活動・訓練などにより危機に対する感度を高めています。
　また、危機管理委員会事務局では、全従業員を対象とした危機管理に関するeラーニング
や緊急事態発生時における情報伝達訓練を通して、各部門・事業所の自律的な活動のフォロー

危機管理委員会
　危機管理活動を推進し、PDCAサイクルを回していくために、当社および東北電力ネット
ワーク（株）は、各社で危機管理委員会（委員長：両社副社長）を設置しています。危機管理委
員会は年2回開催し、当年度活動の評価やリスク情報の共有化、次年度活動計画の審議など
を行い、その結果については、経営会議に報告しています。
　なお、法的分離後も両社が相互に連携しながら危機管理体制を構築していく必要性がある
ことから、危機管理委員会は当社および東北電力ネットワーク（株）両社による合同開催を基本
としています。

事業所等の対応体制と職務

危機管理責任者（部門長、室部長、事業所の長）
危機の予測と未然防止など
危機管理に関わる業務全般の統括

危機管理推進者（副室部長、副所長、課長等）
緊急事態発生時の報告業務統括
危機管理啓発活動の推進

を行っています。事前の危機想定にあたっては、当社の業務に存在する重要リスクを多面的に
抽出・評価しています。
　さらに、グループワイドでリスク管理に対する意識を高めるため、グループ企業各社との対話
や緊急事態発生時における情報伝達訓練を実施し、連携を深めた活動の推進を図っています。

緊急事態への対応（クライシスマネジメント）
　万一、緊急事態が発生した場合には、直ちに必要な初動措置を取るとともに、被害を最小限
に食い止めるためのあらゆる行動を関係個所と連携の上、迅速かつ的確に行います。
　緊急事態のうち、最高経営層の即断・即決を要する危機が発生した場合には、事案が発生
した会社の社長または社長が指名する役員等を本部長とする対策本部を設置し対応しています。
　なお、対策本部には、必要に応じてもう一方の会社の関係役員と関係部門が入り、両社一
体となって当該事案の対応にあたることとしています（ただし、行為規制に抵触するおそれがあ
る場合を除く）。
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東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　3.コンプライアンスの徹底

東北電力グループコンプライアンス活動方針
1.「不祥事防止」の徹底
東北電力グループ各社従業員の行動の原点である「東北電力グループ行動指針」に従うとともに、
コンプライアンスに係わるリスクに対する感度を高める取り組みにより、不祥事防止を徹底する
2.「社会に受容される行動」の遂行
「気づく・話す・直す」の基本姿勢のもと正しい価値観や判断基準に従って行動し、社会に対
して誠実で確かな業務遂行を行い、地域からの信頼の維持・向上を目指す
3.「職場における自律的活動」の推進
東北電力グループ各社において、コンプライアンス活動を自律的に取り組むとともに、各社における
積極的な取り組みの情報発信等によりグループ全体の活動の盛り上げやレベルアップを図る

方針・考え方

　当社はコンプライアンスは全ての事業活動の前提となるとの考えの下、コンプライアンス活動
の推進・維持向上を図るため、社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、副社
長執行役員にコンプライアンス推進担当を事務委嘱の上、本店、支店、事業所等に「コンプライ
アンス責任者」および「コンプライアンス推進担当者」を配置する体制を取っています。
　コンプライアンス委員会では、「東北電力グループコンプライアンス活動方針」に基づき、「コン
プライアンス活動計画」を策定の上、コンプライアンス推進を担当する役員の監督の下、リスク・
コンプライアンス統括部を統括個所とし各事業所の責任者を中心に啓発活動（各種研修、コン
プライアンス月間の実施など）を行うとともに、各種活動について検証し、活動内容の見直しを行っ
ています。
　なお、不正および腐敗防止を含むコンプライアンスに関する取り組み等については、取締役会
および監査等委員会に定期的に報告しており、これを通じて両機関による監督を受けています。

ガバナンス・推進体制

コンプライアンス推進体制（東北電力（株））※

※東北電力ネットワーク（株）においても同様の体制を整備し、相互に連携している。

委員長
副委員長
委　員

社長

コンプライアンス推進担当副社長

経営会議メンバー

コンプライアンス責任者の役割
組織の長として、率先垂範により誠実かつ公正な事業活
動や不祥事などの未然防止に向けた適切な業務遂行を指
導する。
コンプライアンス推進担当者の役割
所属員の日常行為の指導と、何でも話し合える風通しのよ
い職場風土づくりを推進する。

啓発活動
コンプライアンス

活動計画

モニタリング
活動諸活動の見直し

コンプライアンス 
委員会

P
Plan

A
Action

D
Do

C
Checkコンプライアンス委員会

コンプライアンス推進担当者
（課長）

コンプライアンス責任者
（室部長、支店長、支社長、事業所長）

コンプライアンス委員会

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

重大なコンプライアンス 
違反件数 G 1件※ コンプライアンスの

徹底
2026年度
（毎年） マテリアリティ

啓発・モニタリング活動
　当社および東北電力ネットワーク（株）では、倫理的行動の土台となる知識や意識を高め、自
律的行動の促進を図るため、「啓発活動」を定期的に実施することを通じてコンプライアンスの
定着に努めています。
　また、「モニタリング活動」などを通じて倫理的行動の定着状況を検証しており、これらの活動
を通じて、組織の自浄機能の向上に努めています。
　内部監査部門である考査室では、業務全般にわたり、コンプライアンスをはじめとして、管理
体制の有効性・妥当性等に係る内部監査を実施しています。

取り組み

コンプライアンス推進

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

※  東通原子力発電所の防護設備の性能試験等の未実施及び不適切な試験記録等作成。詳細は、「東通原子力発電所の不適切事案に係る再発防止に
向けた取り組み」
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各階層を対象とした教育を実施
　新入社員導入教育ではコンプライアンスの必要性や基礎的内容、新任管理職研修ではマネジメン
ト上の留意点などに主眼を置き、それぞれ教育を実施しています。さらに、経営層向けのトップセミ
ナーとして、外部有識者を招へいした講演会ならびに意見交換を実施する等、目的や対象者に合
わせた教育を実施することで、倫理的行動の土台となる知識や意識の向上を図っています。
　このように、当社および東北電力ネットワーク（株）の全従業員を対象として、コンプライアンス
意識向上に向けた教育・啓発活動を展開しています。

「東北電力グループコンプライアンス月間」を展開
　10月を「東北電力グループコンプライアンス月間」とし、社長から全社員へのメッセージの発信
をはじめ、自律的活動を支援するための各種資料提供やケースメソッドによる職場ディスカッション
などを実施し、企業グループ全体でコンプライアンスの意識高揚、企業風土としての一層の浸透・
定着を図っています。

グループ会社も含めたコンプライアンスに関する従業員アンケートの実施
　コンプライアンスに関する従業員意識や組織風土について、現状および経年変化を確認する
ことにより、コンプライアンスに係る取り組みの点検・評価・改善を目的とし、2017年度よりコン
プライアンスに関する従業員アンケートを実施しています。2020年度からアンケートの実施範
囲をグループ企業に拡大しており、企業グループ一体となった取り組みとして展開しています。

新電力のお客さま情報等の不適切な取り扱いに係る再発防止に向けた取り組み
　東北電力ネットワーク（株）が管理する当社以外の小売電気事業者のお客さま情報を当社従
業員などが閲覧していた事案等が確認され、2023年4月に当社および東北電力ネットワーク（株）
に対し、電力・ガス取引監視等委員会等から業務改善勧告等がなされました。
　2023年5月、業務改善計画等を提出し、ハード・ソフト面の再発防止対策を着実に実行して
いるほか、2023年10月に専任組織（現在「リスク・コンプライアンス統括部」）を設置するなど、
社内のモニタリング体制強化に加え社外からの評価も取り入れながら、二度と同様の事案を発
生させないよう、再発防止の徹底に努めています。これらの取り組みの結果、従業員等の行為
規制遵守に係る意識は高い水準を維持しており、その成果を着実に体現しています。

公正な競争の確保に向けた取り組み
　市場競争を通じて新しい価値を創造し、お客さまから選択され続ける企業であるためには、市

場競争の基本ルールである公正競争を確保することが重要です。このため、関係法令等の理解を
深めることを目的に、独占禁止法遵守に係るマニュアルなどを作成し、全従業員に周知しています。
　また、「東北電力グループ行動指針」において「行為規制の遵守の徹底と公正な競争の確保」
を明記の上、事業に関わる法令等の遵守の徹底を周知しています。

贈収賄・腐敗防止に向けた取り組み
　「東北電力グループ行動指針」（2024年2月改定）
　「東北電力グループ行動指針」において、腐敗防止に関連する項目として以下の事項を定め、
グループ全体でコンプライアンスを徹底しています。

　政治・行政との健全な関係：公益事業を担う企業として、法の精神、企業倫理を念頭に
置き、政治、行政との健全かつ正常な関係を保ちます。
　贈答と接待：役員及び従業員は、社会通念上常識の範囲を超える取引先からの贈物お
よび接待は受けません。贈物をする場合および接待する場合も同じです。

「金品等授受に関する相談窓口」の設置
　金品等の授受については、贈収賄につながるおそれもある中、個人での対応に迷うような場
合や相手方の対応に苦慮する場合なども考えられることから、2019年11月に「金品等授受に
関する相談窓口」を設置し、届け出により、組織的な対応を可能とする仕組みを構築しました。
また、体制や参考事例について、若手社員や管理職の教育の機会を捉えて共有し、腐敗防止に
向けた意識浸透を図っています。届出内容はコンプライアンス委員会に定期的に報告し、特に
重大なものについては、随時取締役会および監査等委員会に報告することとしています。

コンプライアンスの意識浸透に向けた取り組み
　不正および腐敗防止に向け、「公正な取引の確保」や「贈答や接待」などに関する参考事例
や解説等を記載した「コンプライアンスガイドブック」を作成し、適宜見直しを行った上でグルー
プ会社含む全従業員に周知しています。
　本ガイドブックを「東北電力グループコンプライアンス月間」における対話活動等に活用する
など、各職場において自律的な活動を実施することで、取引先との適正な関係を保ち、公正な業
務を行うことが必要であるという意識の浸透を図っています。各職場におけるリーダーである「コン
プライアンス推進担当者」に対し、「東北電力グループコンプライアンス活動方針」「東北電力グルー
プ行動指針」といった各方針・指針の周知や各種研修を行い、各職場へ展開させることで、腐
敗防止やコンプライアンスに対する意識の定着を図っています。また、これらの取り組みに加え、
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当社および東北電力ネットワーク（株）の全従業員を対象に、不正および腐敗防止を含むコンプ
ライアンス意識向上に向けた教育・啓発活動を展開しています。
　内部監査部門である考査室では、業務全般にわたり、コンプライアンスをはじめとして、管理
体制の有効性・妥当性等に係る内部監査を実施しています。

海外事業展開における外国公務員への贈賄等の防止
　当社グループでは、外国公務員への贈賄等を未然に防止するため、ファシリテーション・ペイ
メント※を含む贈賄行為を禁止する社内マニュアルを作成し遵守しています。また、本取り組みの
重要性を周知徹底させるため、関係部門において教育・研修を定期的に実施しています。

自主保安活動のフォロー体制図

報 

告

指示 報告

東北電力ネットワーク社長

確認・改善 報告

部門監査（評価）報告

報告

支社

電力センター・制御所

本社（設備主管部長）

（
確
認
・
評
価
）

監
査

内
部
監
査
部
門

考
査
室

指揮命令（改善）

指揮命令（改善）
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部
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報
通
信
部

電
力
シ
ス
テ
ム
部

配
電
部

安全・保安推進会議
報
告

指示 報告

東北電力社長

確認・改善 報告

部門監査（評価）報告

発電所・会津若松支社・
発電技術センター・建設所

本店（設備主管部長）

（
確
認
・
評
価
）

監
査

内
部
監
査
部
門

考
査
室

指揮命令（改善）

安全・保安推進会議

　
水
力
部

　
再
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エ
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ー
部

　
火
力
部

発
電
カ
ン
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土
木
建
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D
X
推
進
部

自主保安活動の定着に向けた取り組み
　過去に発生した不適切事例を繰り返さないために、各部門における自主保安活動の取り組み
状況について、安全・保安推進会議、原子力安全推進会議、コンプライアンス委員会に報告して
おり、計画通りに実施されていること、自ら気づき、改善する仕組みがあること、対話活動など活
発なコミュニケーションが図られていることを確認しています。
　今後も、日常の保安活動として、「気づく・話す・直す」の視点で法令・ルールを遵守し、たゆま
ぬPDCA活動を確実に実施するとともに、これまでの取り組みを風化・形骸化させないよう継続
した取り組みを行い、自主保安活動を一層定着させるよう努めます。
　また、自主保安活動の取り組みにより設備保安を確保することで、お客さまや地域の安全確
保を図っています。

※ リスク・コンプライアンス統括部が事務局を担い、関係室部（考査室、グループ戦略部門、人財部、総務・地域共創部門）と連携の上、委員会を運営。

※ 外国公務員等による通常の行政サービスに係る手続きの円滑化のみを目的とした、外国公務員等に対する少額の支払いを指す。

報 

告

実施部門

（
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・
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）
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子
力
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査
室

内
部
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指示 報告

東北電力社長
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原子力本部長
（品質マネジメントシステム管理責任者）
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子
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力
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本店

原子力安全推進会議

確認 報告

確認 報告

確 認 報 告

本社各部門

支社等

電力センター・制御所等

本社（事務局）

総
務
部

企
画
部

安
全・品
質
管
理
室

確認 報告

コンプライアンス委員会

東北電力ネットワーク社長

確認 報告

確認 報告

確認 報告

本店各部門

支店・発電所等

会津若松支社・営業所

本店（事務局）

リ
ス
ク・コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
統
括
部
※

確認 報告

東北電力社長

コンプライアンス委員会

相互
連携
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指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

内部通報窓口対応件数 G 155件 コンプライアンスの
徹底

2026年度
（毎年） マテリアリティ

内部通報制度・窓口
　不正および腐敗防止を含むコンプライアンスやハラスメントなどに関する問題に適切に対応
するため、相談窓口「より、そう、ホットライン」を社内外に設置しています。
　本相談窓口は、当社グループで働く方のほか、当社グループのお取引先からの相談も受け付け
ています（匿名の相談含む）。
　相談窓口担当者は研修を受講し、必要なスキルを身に付けるとともに、公益通報者保護法を
踏まえ、「相談者のプライバシーの厳守」と「相談を理由とする不利益取り扱いの禁止」を徹底し、
利用者がより安心して相談できる体制を整備しています。

取り組み

内部通報窓口
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経営層

最新のサイバー攻撃に対応するための技術的対策や対応体制の整備
高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対応するため、ランサムウェアなどの脅威による不正アクセ

スの防止対策や、重要なデータの保護など、最新の知見を踏まえた技術対策に取り組んでいます。
　また、経営層に最高情報セキュリティ責任者（CISO※1）を設置し、セキュリティに関する危機管理体
制として「東北電力－SIRT※2」、24時間体制でセキュリティ監視を行う「東北電力－SOC※3」を整備し、
グループ各社と連携してセキュリティ事故の未然防止と事故発生時の被害最小化に取り組んでいます。

情報セキュリティに関する各方針
　当社では、当社グループのセキュリティ確保・向上に取り組むとともに、個人情報保護に関す
る法令に基づきお客さまの個人情報を適切に管理しています。また、最新のサイバー攻撃に対
応するための技術対策や対応体制の整備を実施しています。

東北電力グループ行動指針
　東北電力グループ行動指針で、以下について定めています。
　3.コンプライアンスの徹底

方針・考え方

ガバナンス・推進体制

※1  CISOとは「Chief Information Security Officer（チーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー）」の略称。東北電力ネットワーク（株）において
も同様に設置している。

※2  SIRTとは「Security Incident Response Team（セキュリティ・インシデント・レスポンス・チーム）」の略称。東北電力ネットワーク（株）においても同様
の体制を構築している。　

※3 SOCとは「Security Operation Center（セキュリティ・オペレーション・センター）」の略称。

情報セキュリティ推進体制

電力制御システム 企業グループ各社の
情報システム

最高情報セキュリティ責任者（CISO）

情報システム

東北電力-SOC

監視監視 監視

主管部 企業グループ各社東北電力-SIRT 連携連携

取り組み

指標・目標

指標 範囲 2025年度実績 目標 目標年度 備考

情報セキュリティ対策状況の
確認個所数 
（うち訪問対話個所数）

G
情報セキュリティ対策状況の
確認個所数：207カ所
（うち訪問対話個所数：48カ所）

情報セキュリティ 
マネジメントの
維持・推進

2026年度
（毎年） マテリアリティ

当社グループのセキュリティ確保・向上
　「東北電力企業グループ情報セキュリティ基本方針」に基づき、技術面・組織面の対策を行い、
セキュリティ確保・向上に取り組んでいます。
　具体的には、サイバー攻撃などの外的脅威ならびに内部不正などの内的要因から洗い出し
た情報セキュリティリスクへの対応の考え方を定め、不正アクセスや情報の漏えい・改ざん防止
対策などの技術対策を実施するとともに、経営層を責任者とした管理体制の整備、情報セキュ
リティに関する社内基準、従業者への教育・啓発活動、委託先を含めた情報管理などの組織
対策を実施しています。

サステナビリティ推進体制
　マテリアリティとして、サステナビリティ推進会議を通して取締役会へ報告しています。

当社ホームページ「東北電力グループ行動指針」
https://www.tohoku-epco.co.jp/sustainability/rinri/

東北電力企業グループ情報セキュリティ基本方針
https://www.tohoku-epco.co.jp/privacy/security.html

東北電力株式会社個人情報保護方針
https://www.tohoku-epco.co.jp/privacy/index.html

東北電力ネットワーク株式会社個人情報保護方針
https://nw.tohoku-epco.co.jp/privacy/index.html

関連＞サステナビリティ・マネジメント＞ガバナンス・推進体制＞P.03

情報セキュリティ
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個人情報保護に関する法令に基づく個人情報の適切な管理
　「個人情報保護法」および「マイナンバー法」に基づき、個人情報保護方針を策定し、お客さま、
株主の皆さま、取引先などの個人情報を適切に管理するとともに、教育・啓発などにより従業員
のコンプライアンス遵守の徹底を図り、新電力のお客さま情報等の不適切な取り扱いの再発
防止にも確実に取り組んでいます。

関連＞コンプライアンス＞新電力のお客さま情報等の不適切な
取り扱いに係る再発防止に向けた取り組み＞P.76
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分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

設備

設備の概要

水力発電所数（カ所） G 225 224 222

水力発電出力（万kW） G 257 257 258 

火力発電所数（カ所） G 14 13 13

火力発電出力（万kW） G 1,194 1,134 1,137

地熱発電所数（カ所） G 5 5 5

地熱発電出力（万kW） G 16.2 16.2 15.4 

原子力発電所数（カ所） G 2 2 2

原子力発電出力（万kW） G 275 275 275

太陽光発電所数（カ所） G 14 11 11

太陽光発電出力（万kW） G 1.8 1.4 1.4 

風力発電所数（カ所） G 1 1 1

風力発電出力（万kW） G 1.4 1.4 1.4 

バイオマス発電所数（カ所） G − 1 1

バイオマス発電出力（万kW） G − 5.3 5.3 

蓄電池設備数（カ所） G 4 4 4

蓄電池設備容量（万kW） G 8.5 8.5 8.5 

送電設備こう長（km） TN 15,520 15,535 15,525

送電設備回線延長（km） TN 25,265 25,289 25,264

送電設備支持物（基） TN 58,647 58,598 58,530

変電所数（カ所） TN 636 637 637

変電所出力（万kVA） TN 8,020 8,033 8,047

配電設備こう長（km） TN 149,818 150,093 150,295

配電設備電線延長（km） TN 593,978 594,812 595,158

配電設備支持物（基） TN 3,177,522 3,184,812 3,189,814

停電回数・ 
停電時間

お客さま一戸あたりの平均停電回数（回） TN 0.12 0.10 0.12 

お客さま一戸あたりの平均停電時間（分） TN 12 14 12

設備不備による
公衆感電事故 事故発生件数（件） TD・TN 0 0 0

設備工事費

発電・販売（億円） G 2,094 1,679 1,846

送配電（億円） G 1,574 1,837 2,172

その他（億円） G 301 322 207

合計（億円） G 3,970 3,839 4,226

東北の 
地域特性と 
需要密度

人口密度（人/km2）※1 − 131 130 128 

単位面積あたりの小売販売電力量（万
kWh/km2）※2 − 81 77 73 

分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

原子力

原子力発電所設
備利用 原子力発電所設備利用率（%） TD 0.0 10.0 22.9 

7,000臨界時間 
あたりの計画外 
自動停止

計画外自動停止（件） TD 0 0 0

放射線従事者の
平均線量

女川原子力発電所（ミリシーベルト） TD 0.1 0.1 0.1

東通原子力発電所（ミリシーベルト） TD 0.0 0.0 0.0 

従業員の 
放射線被ばく量

女川原子力発電所（人・シーベルト） TD 0.76 0.18 0.28

東通原子力発電所（人・シーベルト） TD 0.01 0.00 0.00

固体廃棄物 
（ 女川原子力 
発電所）

発生量（本相当） TD 4,292 3,648 3,000

減容量（本相当） TD 2,228 1,656 3,600

保管累計量（本相当） TD 41,364 43,356 42,756

貯蔵容量（本相当） TD 55,488 55,488 55,488

固体廃棄物 
（ 東通原子力 
発電所）

発生量（本相当） TD 320 240 176

減容量（本相当） TD 0 0 0

保管累計量（本相当） TD 15,364 15,604 15,780

貯蔵容量（本相当） TD 18,360 18,360 18,360

廃炉に伴い 
発生した 
放射性廃棄物

女川原子力発電所（t） TD 0 0 0

（年度）

※1 「令和7年国勢調査結果 人口速報集計」（総務省統計局）（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2025/kekka.html）を加工して当社作成。
※2 「令和７年全国都道府県市区町村別面積調（10月1日時点）」（国土交通省国土地理院）（https://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/

backnumber/GSI-menseki20251001.pdf）を加工して当社作成。

（年度）
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分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

環境

自社発電 
電力量※1

原子力（億kWh） TD - 23 52

火力（億kWh） TD 495 461 432

水力（億kWh） TD 76 68 77

新エネルギー等（億kWh） TD 6 2 1

融通・他社受電
電力量※2

受電電力量（億kWh） TD 319 329 326

送電電力量（億kWh） TD 64 65 61

使用電力量
揚水用電力（億kWh） TD 1.7 2.2 1.9

オフィス（億kWh） G 1.0 1.0 1.0

生産プロセス（億kWh） G 1.2 1.2 1.2

販売電力量 販売電力量（百万kWh） TD 64,135 60,874 58,219

発電用燃料 
使用量

石炭（万t）＊ TD・TN 798 788 703

重油（万kL）＊ TD・TN 33 7 5

原油（万kL）＊ TD・TN 0 0 0

天然ガス（億Nm3）＊ TD・TN 0 0.1 0.1

LNG（万t）＊ TD・TN 388 357 353

バイオマス（万t） TD 4 5 5

原子燃料（t） TD 0 0.3 0.7

水源別 
総取水量＊

河川水（ML） TD 96,849,958 111,251,199 103,917,954

海水※3（ML） TD 5,710,270 7,149,259 6,872,461

淡水（生産プロセス：工業用水、上水、
地下水）（ML） G 18,900 19,769 19,614

淡水（オフィス：上水）（ML） G 405 356 304

車両燃料 
使用量

ガソリン（kL） G 4,176 4,039 3,919

軽油（kL） G 1,532 1,513 1,556

その他使用量
石灰石（万t） TD 12 12 10

アンモニア（万t） TD 0.9 0.8 0.7

CO2排出量 
（発電ベース） CO2排出量※4（万t-CO2） G 4,036 4,020 3,583

CO2排出量
（小売ベース）

CO2排出量※5（万t-CO2） TD
2,468 
3,042)

2,435
(2,961)

2,001 
(2,525)

CO2排出係数※5（kg-CO2/kWh） TD
0.385 

(0.474)
0.400

(0.486)
0.344 

(0.434)

CO2排出量
（スコープ1～3）

スコープ1（事業者自らによるGHGの直
接排出）（万t-CO2）＊ G※6 3,376.0 3,247.7 2896.5

スコープ2※7（他社から供給された電気・
熱・蒸気の使用、送配電ロスに伴うGHG
の間接排出）＊

G※6
0.1 37.2 30.6

0.1 37.2 30.6

スコープ3（スコープ1、2以外のGHGの
間接排出カテゴリ1～7,11）（万t-CO2）＊

G※6 1,670.5 1,597.6 1,388.0

分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

環境

スコープ1に含
まれるCO2以
外の温室効果
ガス排出

SF6排出量※8（t-CO2） TD・TN 27,677 25,493 29,862

HFC排出量※8（t-CO2） TD・TN 1,831 1,508 1,182

N2O排出量（t-CO2） TD・TN 78,799 75,040 69,172

廃棄物

産業廃棄物発生量（万 t） G 206 216 202

産業廃棄物最終処分量（万 t） G 19 23 21

産業廃棄物再資源化量（万 t） G 186 193 181

産業廃棄物再資源化率（%） G※9 85.5※10 89.3 89.8

石炭灰以外の産業廃棄物の再資源化率（%） TD・TN - 93.7 96.2

PCB汚染柱上変圧器処理台数（累計）（台） TN 710,266 710,379 710,476

微量PCB汚染絶縁油処理量（kg） TD・TN 179,915 96,690 87,793

プラスチック類発生量（t）
TD・TN 1094.1 808.9 949.1

TN再掲 (917.1) (712.9) (908.7)

プラスチック類リサイクル率（%）
TD・TN 80.2 83.5 92.9

TN再掲 (91.1) (89.3) (93.8)

その他排出物

SOx排出量（万 t）＊ TD・TN 0.6 0.6 0.5

SOx排出原単位（g/kWh）
TD・TN 0.12 0.12 0.10

TD再掲 (0.10) (0.10) (0.09)

NOx排出量（万 t）＊ TD・TN 1.4 1.3 1.2

NOx排出原単位（g/kWh）
TD・TN 0.27 0.26 0.27

TD再掲 (0.18) (0.17) (0.18)

排水量（河川）（ML）＊ TD 96,840,016 111,241,863 103,909,151

排水量（海域）（ML）＊ TD 冷却水+2,992 冷却水+2,975 冷却水+2,789

車両からのCO2排出量（万 t-CO2） G 1.4 1.3 1.3

揮発性有機化合物（VOC）の排出量（t）＊ TD・TN 22.9 10.3 10.6

地球温暖化 
防止

全火力総合熱効率（低位発熱量基準）（%） TD 46.7 46.6 46.8

再生可能エネルギーの接続状況※11（各年
度末の接続済分）（万kW） TN 2,065 2,161 1,813

送配電損失率※11（%） TN 5.45 5.31 5.21

植物油変圧器保有台数（台） TD・TN 169 201 232

当社管内のヒートポンプ式電気給湯器
導入台数（累計）（台） TD 722,101 769,897 818,437

オンサイト・オフサイトPPA導入による
CO2削減量（t-CO2）

G 11,941 22,572 92,256

電動車保有台数（台） TD・TN 263 372 515

環境法規制の 
遵守

環境法令等に基づく重大な違反件数（件） TD・TN 0 0 0

水質・量の許可、基準、規制に関する違
反件数（件） TD・TN 0 0 0

グリーン調達 グリーン調達率（事務用品）（%） G 78.5 77.2 68.6

環境教育 T-EMS内部監査員養成研修受講企業
数（社） G 10 6 11

＊：TNFD提言におけるコアグローバル指標。　※1 送電端電力量としている。　※2 系統運用等を含む。　※3 海水ポンプの定格流量と発電所利用率（暦
日）から換算。　※4 GX-ETSにおける当社グループのCO2排出量であり、スコープ1排出量とは集計範囲が異なる。2025年度のCO2排出実績は暫定値
であり、2026年10月末までに確定を予定している。　※5 （ ）内の値は再生可能エネルギー固定価格買取制度による調整等を反映していない基礎CO2

排出量およびCO2排出係数。2025年度の値は2026年7月時点の速報値のため、国による公表までに変更となる場合がある。　※6 分類によってはグルー
プ企業の一部を含む。　※7 GHGプロトコルにおけるマーケット基準（上段）、ロケーション基準（下段）。2024年度より、送配電ロス分の計上区分を「GHG 
Protocol Corporate Accounting and Reporting Standard」および「GHG Protocol Scope2 Guidance」に従い、スコープ3カテゴリ3からス
コープ2へ変更。送配電ロスは東北電力ネットワークの他社託送分を除く。」　※8 暦年実績　※9 対象範囲は、東北電力（株）および連結子会社に、（株）
ユアテック、相馬共同火力発電（株）、常磐共同火力（株）、荒川水力電気（株）を含む。　※10 東北電力（株）・東北電力ネットワーク（株）の実績。2024年
度から範囲を「G」に拡大。　※11 東北電力ネットワーク（株）のエリアにおける値を記載。
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分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

従業員

従業員数
男性（人） TD・TN 10,455 10,185 10,034

女性（人） TD・TN 947 949 934

合計（人） TD・TN 11,402 11,134 10,968

連結従業員数 合計（人） G 24,234 18,378 18,403

平均年齢
男性（歳） TD・TN 44.2 44.4 44.5

女性（歳） TD・TN 39.4 39.8 40.1

平均勤続年数
男性（年） TD・TN 21.4 21.2 20.8

女性（年） TD・TN 15.5 15.7 15.9

自己都合離職率 全体（%） TD・TN 1.01 0.87 0.68

非正規社員 全体（%） TD・TN 7.1 7.8 8.8

経営幹部 経営幹部の女性比率（%） TD・TN 1.97 2.17 2.40

管理職数
（役職者数）

男性（人） TD・TN 5,150 5,070 5,016

女性（人） TD・TN 152 160 175

女性管理職 
比率

女性活躍推進法に基づく
「課長級」に限らず、全ての管理職のうち
女性社員が占める割合（%）

TD・TN 2.87 3.06 3.37

女性活躍推進法に基づく
「課長級」に限らず、全ての管理職のうち
女性社員が占める割合（%）

TD 2.8 4.6 5.0

女性活躍推進法に基づく
「課長級」に限らず、全ての管理職のうち
女性社員が占める割合（%）

TN 1.0 1.6 1.9 

障がい者雇用
障がい者雇用者数（人） TD・TN・TFP 250 250 252

障がい者雇用率（%）※1 TD・TN・TFP 2.52 2.54 2.65

採用人数

男性（人） TD・TN 214 211 263

女性（人） TD・TN 38 29 45

新卒採用　男性（人） TD・TN 201 191 234

新卒採用　女性（人） TD・TN 37 25 39

中途採用　男性（人） TD・TN 13 21 29

中途採用　女性（人） TD・TN 1 5 6

正規雇用労働者に対する中途採用比率（%） TD・TN 5.6 10.7 11.4 

高齢者再雇用
制度採用者

採用者数（人） TD・TN 209 262 278

各年度の制度対象者に対する採用者の割合（%） TD・TN 78.9 82.9 82.0

人財育成

社員一人あたりの養成費（千円） TD・TN 123 137 148

社員一人あたり学習時間（時間） TD・TN 26.1 30.2 31.1

教育受講のべ人数（百人） TD・TN 176 165 201

研修受講者比率（%） TD・TN 158.1 148.5 183.7

DXリテラシー人財（人） TD・TN 612 1,271 3,593

労働時間
総実労働時間（宿直等除く）（時間） TD・TN 1,940 1,937 1,928

時間外労働時間（宿直等除く）（時間） TD・TN 286 286 286

男女間 
賃金格差

全労働者（%） TD 65.5 65.7 69.4

うち正規雇用労働者（%） TD 65.1 64.9 68.7

うちパート・有期労働者（%） TD 57.5 71.8 67.8

分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

従業員

男女間 
賃金格差

全労働者（%） TN 49.2 52.1 56.7

うち正規雇用労働者（%） TN 59.8 66.4 68.6

うちパート・有期労働者（%） TN 31.8 27.3 31.5

有給休暇

普通休暇平均取得率（%） TD 74.7 81.1 -

普通休暇平均取得率（%） TN 83.8 86.6 -

普通休暇平均取得率（時間休暇含む） 
および季節休暇平均取得率（%） TD - - 81.4

普通休暇平均取得率（時間休暇含む） 
および季節休暇平均取得率（%） TN - - 88.0

育児休職制度

利用者数（女性）（人） TD・TN 34 34 46

利用者数（男性）（人） TD・TN 101 124 164

利用者数（合計） TD・TN 135 158 210

取得率（女性）（%） TD・TN 100.0 100.0 100.0 

取得率（男性）（%） TD・TN 33.7 47.0 63.8 

取得率（男性　個社）（%） TD 43.3 52.8 72.5

取得率（男性　個社）（%） TN 26.6 42.9 57.4

育児休職後復職率（%） TD・TN 100 99.4 100

女性社員一人あたり
平均育児休職取得日数（日） TD・TN 611 516 526

男性社員一人あたり
平均育児休職取得日数（日） TD・TN 68 82 59

育児支援

育児支援勤務時間制度利用者数（人） TD・TN 106 98 127

配偶者出産時・育児のための
休暇制度利用者数（人） TD・TN 274 254 221

子の看護のための休暇（特別休暇） 
利用者数（人） TD・TN 787 855 1026

介護支援
介護休職制度利用者数（人） TD・TN 2 8 4

介護支援勤務時間制度利用者数（人） TD・TN 2 14 2

家族の介護のための休暇制度利用者数（人） TD・TN 490 527 585

ボランティア
ボランティア休暇制度利用者数（人） TD・TN 27 54 50

マイセルフ休職制度利用者数（人） TD・TN 2 3 3

労働安全衛生

死亡災害件数（請負・委託業務等含む）（件） G 3 2 0

うち社員の死亡災害件数（件） TD・TN 0 0 0

うち請負・委託業者の死亡災害件数（件） TD・TN 3 2 0

休業災害件数（請負・委託業務等含む）（件） TD・TN 33 49 45

うち社員の休業災害件数（件） TD・TN 7 8 7

うち請負・委託業者の休業災害件数（件） TD・TN 26 41 38

度数率 TD・TN 0.04 0.18 0.09

強度率 TD・TN 0.0001 0.0218 0.0007

法令教育受講者数（安全管理者）（人） TD・TN 43 42 14

法令教育受講者数（安全衛生推進者）（人） TD・TN 29 32 14

労働安全のコンプライアンス違反件数 TD・TN 0 0 0

健康経営
喫煙率（%） TD・TN 20.9 21.1 21.1

プレゼンティーイズム TD・TN 17.8 18.0 18.0 

アブセンティーイズム TD・TN 1.73 1.73 1.91

エンゲージメント エンゲージメントスコア※2 TD・TN 3.54 3.56 3.64

※1  2025年度は、2026年3月31日時点の数値を記載。
※2  当社のエンゲージメントスコアは、「この会社を素晴らしい会社として知人に勧めたいか」の設問で、「勧めたい」を5、「どちらかといえば勧めたい」を4、「どち
らかといえば勧めたくない」を2、「勧めたくない」を1とした平均スコア。
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分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

人権 人権
人権関係教育参加者数（人） TD・TN 19,794 24,006 16,269

重大な人権侵害問題（件） TD・TN 0 0 0

地域

社会貢献への 
支出

社会貢献への支出総額（百万円） TD・TN 251 256 800

うち、寄付金（百万円） TD・TN 51 29 497

うち、その他社会貢献を目的とした各種
事業への支出（百万円） TD・TN 200 227 303

社会貢献活動
の実績

社会貢献活動実施件数（件） TD・TN 319 284 241

社員の参加人数（人） TD・TN 4,531 4,411 3,333

地域の方 の々参加人数（人） TD・TN 27,925 34,961 25,915

エネルギー理解
活動

施設見学会、エネルギー・環境に関する
講演会・説明会など（回） TD・TN 1,478 1,485 1,423

地域活性化へ
の支援 支援・助成した団体（団体）（累計） TD 90 94 102

ガバ 
ナンス

取締役数
男性（人） TD 12 12 11

女性（人） TD 3 3 3

社外取締役数
男性（人） TD 4 4 4

女性（人） TD 3 3 3

社外取締役 
比率 社外取締役比率（%） TD 47 47 50

取締役会開催
回数 取締役会開催回数（回） TD 11 11 11

指名・報酬委員
会開催回数 指名・報酬諮問委員会開催回数（回） TD 5 7 8

監査等委員会
開催回数 監査等委員会開催回数（回） TD 13 13 13

分類 データ項目 集計範囲 2023 2024 2025

株主・ 
投資家

所有者別 
持株比率

政府・地方公共団体（%） TD 4.0 4.0 4.0 

金融機関（%） TD 29.2 29.3 29.7

その他の法人（%） TD 7.0 8.9 8.4 

外国人（%） TD 20.1 18.5 19.2

個人・その他（%） TD 39.7 39.3 38.7

発行済株式総数（株） TD 502,882,585 502,882,585 502,882,585

株主数（人） TD 173,941 174,767 175,468

主なIR活動 
実績

決算説明会参加人数（人） TD 176 210 214

株主・投資家との対話（ESG含む）（件） TD 160 233 236

コンプラ
イアンス

コンプライアンス
重大なコンプライアンス違反件数（件） G 0 0 1

内部通報窓口対応件数（件） G 189 177 155

腐敗防止

政治献金（総額）（円） TD 0 0 0

腐敗に関連する罰金・罰則・和解に係る
コスト（円） TD・TN 0 0 0

リスク 
マネジ 
メント

情報 
セキュリティ

情報セキュリティ対策状況の確認個所（カ所） G 205 206 207

うち、訪問対話個所（カ所） G 41 43 48

サプライチェーン 
マネジメント

取引先へのアンケート調査実施数（社） TD・TN 215 212 307

うち、要改善対象（社） TD・TN 0 0 0

知的 
財産

特許等 
保有件数

特許（件） TD・TN 288 285 310

実用新案（件） TD・TN 3 3 2

意匠（件） TD・TN 13 18 23

商標（件） TD・TN 111 117 240
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